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はじめに

　化学は原子や分子など目に見えない内容を扱っているため，イメージしづらい科目である。学ぶ上で想像
力が必要なため，学び始めてすぐに化学を嫌いになる生徒が多い。高校時に「化学嫌い」をなくすことは進
路の選択の幅を広げるだけではなく，将来，科学技術発展を担う人材の輩出にもつながる。これまで，高校
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理系高校生の化学に対する苦手意識と好き嫌い，
観察・実験体験の記憶，探究心および学習動機との関連性
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We examined the relationship between difficulty with chemistry for high school students in 
science courses and their likes and dislikes, the memory of observation and experimental experiences, 
inquisitiveness or learning motivation for chemistry. We conducted a questionnaire survey of second- and 
third-year high school students in science courses and divided the 89 students who responded into three 
groups: those with a strong diffi culty, a weak diffi culty and no diffi culty with chemistry. The results of the 
study showed that the percentage of students who like chemistry is higher in the student group with less 
diffi culty. The results also suggest that the students’ diffi culty of retaining observation and experimental 
memory of chemistry may contribute to the difficulty with chemistry. Furthermore, it was found that 
students with less diffi culty are more likely to have an inquisitive mind toward chemistry, and that their 
motivation for learning chemistry is more positive and future-oriented.
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生の化学に対する意識を把握するためにいくつかのアンケート調査が行われている。
　小野と山田（2017）は，栃木県，静岡県，沖縄県の県立高校（共学）普通科 11 校の化学基礎を履修中，
または履修済みの 2年生，化学を履修中の 3年生を対象にアンケート調査票を用いて化学に対する意識調査
を行っている。合計 3,302 名の調査をキーワード分析した結果，「化学の勉強は好きだ」に対する肯定的な
意見は 3～ 6割，「化学の勉強は，入学試験や就職試験に必要だ」に対する肯定的な意見は 5～ 8割，「化学
の勉強は，入学試験や就職試験に関係なく大切だ」に対する肯定的な意見は 4～ 6割であった。「化学の勉
強は好きでない」と回答した生徒は化学に対して「興味がないから好きではない」のではなく，化学に対す
る苦手意識が原因の 1つとしている。また，「化学の勉強は大切だ」に対する肯定な意見には試験類のキー
ワードの割合が高く，日常生活や社会を支える道具としての化学ではなく，あくまで入学試験で使う道具と
しての化学を大切だと感じている生徒が多かった。「化学の勉強は大切でない」と回答する生徒は「将来あ
まり役に立たなそうだと思うから」など，化学を身近に感じていないとしている。
　野口と山平（2020）は，神奈川県内の高校生に対してインターネットを通じて化学に対する意識調査を行
っている。51 名（男性 9名，女性 42 名）の回答の結果，「化学は嫌い」と回答した生徒が全体の 51％であっ
た。アンケートの結果から，「覚えるのが大変」「暗記部分が苦痛」など，詰め込み型の授業展開によること
が示唆された。その結果，化学式や物質量の計算などの基礎的な部分が身につかず，生徒が化学に対して嫌
悪感を持ってしまったのではないかと推察している。印象に残る，興味が持てる授業について回答を求めた
ところ，実験などの参加型の授業や画像や動きなどの視覚を使った手法の導入に関する意見が挙がったとし
ている。
　上坂ら（2021）は，愛媛県内にある県立高校の普通科に所属する 1年生 40 名（男性 19 名，女性 21 名）
を対象に，アンケート調査票を用いて化学基礎の各単元について苦手意識や探究心，観察・実験記憶の調査
を行っている。その結果，観察・実験の経験が常に苦手意識の解消に結びつくわけではないが，「物質量」
の単元については，観察・実験を「実施した」と回答した生徒の方が「覚えていない・実施していない」と
回答した生徒よりも有意に苦手意識が高かった。また，各単元における苦手意識について「金属と金属結
合」，「物質量」および「酸・塩基と中和」の単元で苦手意識を感じている生徒が多いとしている。
　本論文では付属高校に通う理系高校生を対象に，化学に対する苦手意識が化学に対する好き嫌い，観察・
実験の体験記憶，探究心および学習動機にどのように関連しているかについて調査，分析した結果を報告
する。

１　アンケート方法

　アンケートは化学基礎の履修が修了している日本大学豊山高等学校（以下，豊山高校）の 2年生，日本大
学豊山女子高等学校および日本大学明誠高等学校（以下，豊山女子高校および明誠高校）の 3年生（89 名，
男性 71 名，女性 18 名）に対して 2022 年 9，10 月に実施した。全員，理系コースの所属であった。実施に
際しては Google forms を使用した。なお，このアンケート調査は付属高校の教員と日本大学生産工学部応
用分子化学科教員が共同して取り組む化学の授業設計や教材開発のための情報収集を目的とすること，回答
の内容は成績とは無関係なこと，対外的に調査結果を公開する場合には個人を特定できない完全匿名化処理
を行った統計データとすることを明記した。質問文および選択肢は以下のとおりである。過去の調査例と比
較できるように質問 2～ 4 の質問文，単元および選択肢は既報（上坂ら，2021）の調査と同様にした。質
問 5は化学に対する学習動機を問う質問であり，本研究にて質問および選択肢を作成した。
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【質問文・選択肢】
　化学が好きな人も嫌いな人も，得意な人も苦手な人も，正直に回答してください。
　（ 質問 1，ラジオボタン選択式）化学は好きですか？　どちらかといえば好きという場合は「好き」に，
どちらかといえば嫌いという場合は「嫌い」を選択してください。

　［選択肢］〇好き　〇嫌い
　（ 質問 2，グリッド選択式）化学の次の各単元について，これまでに観察や実験を行ったことがあります
か？

　［ 単元］化学の特徴，物質の分離・精製，単体と化合物，熱運動と物質の三態，原子の構造，電子配置と
周期表，イオンとイオン結合，分子と共有結合，金属と金属結合，物質量，化学反応式，酸・塩基と中和，
酸化と還元，化学が拓く世界

　［選択肢］③実施した　②実施していない　①覚えていない　⓪まだ学校で習っていない単元
　（質問 3，グリッド選択式）化学の次の各単元について，苦手意識を感じますか？
　［単元］質問 2と同じ
　［ 選択肢］⑤強く感じる　④感じる　③どちらともいえない　②感じない　①全く感じない　⓪まだ学校
で習っていない単元

　（質問 4，グリッド選択式）化学の次の各単元について，深く学びたいと思いますか？
　［単元］質問 2と同じ
　［ 選択肢］⑤強く思う　④思う　③どちらともいえない　②思わない　①全く思わない　⓪まだ学校で習
っていない単元

　（ 質問 5，ラジオボタン選択式）あなたにとって化学を勉強する理由として最も近いものを一つ選んでく
ださい。

　［ 選択肢］〇受験のため　〇高校のカリキュラムで履修しなければいけないから　〇身近な現象への興味
〇将来，化学の知識を使う仕事をしたい　〇特に理由はない　〇その他

２　結果および考察

２．１　苦手意識群の設定と分類
　苦手意識を定量的に取り扱うために，質問 3の選択肢⑤，④，③，②および①に対して+2，+1，0，－ 1
およびおよび－ 2ポイントを割り当てた。14 単元の回答をもとに以下の式により各回答者の苦手意識ポイ
ント（x）を算出した。

　　　x＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（単元数 14 －⓪の回答数）

　xは－ 2≦ x≦ 2の値となる。0＜ xの生徒は化学基礎の内容に対して苦手意識を有し，x＜ 0の生徒は
苦手意識を持たないと判断される。計 89 名の生徒からの回答に対して算出したところ，0＜ xの生徒は 46
名，x＝ 0の生徒は 14 名，x＜ 0の生徒は 29 名であった。この結果から，化学に苦手意識を有する生徒は
約 5割ほどであると推察される。次に，算出した x値から各群ができるだけ同人数となるように回答者を 3
つの群に分割した。1.0 ≦ x≦ 2.0 の群（29 名）を強苦手意識群，0.0 ≦ x＜ 1.0 の群（31 名）を弱苦手意識群，
－ 2.0 ≦ x＜ 0.0 の群（29 名）を非苦手意識群にそれぞれ分類した。各群の属性を表 1に示す。
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　xの平均値（AV）は全回答者で 0.24 ± 1.01 であり，全体としてもやや苦手意識を持っていることが反映
された値であった。各群のAVは 1.35 ± 0.46（強苦手意識群），0.25 ± 0.31（弱苦手意識群）および－ 0.87
± 0.59（非苦手意識群）となり，値の差はほぼ同じであった。各群の男女比はほぼ同じであり，また，各群
にはいずれも３つの高校の生徒が含まれており，極端な偏りは認められなかった。したがって，男女差や各
高校生の特性が各群の特性に強く作用する可能性は小さいと判断した。

２．２　苦手意識と「好き嫌い」
　質問１の回答結果から得られた，全回答者と各苦手意識群における「化学好き・嫌い」の比率を図１に
示す。
　全回答者では「化学が好き」と回答した人数 46 名（51.7%），「化学が嫌い」と回答した人数が 43 名（48.3%）
とほぼ半々の割合であった。この結果も既往の報告（小野と山田，2017，野口と山平，2020）と矛盾するも
のではない。苦手意識別では「化学が好き」と回答した人数は強苦手意識群で 8名（27.6%），弱苦手意識
群で 18 名（58.1%），非苦手意識群で 20 名（69.0%）であったことから，苦手意識が弱く（強く）なるほど
「化学好き（嫌い）」の割合が高くなることがわかった。しかしながら，非苦手意識群でも「化学好き」の割
合が 69.0%，強苦手意識群でも「化学嫌い」の割合が 74.2%であった。したがって，苦手意識の無い（有る）
生徒がすべて「化学好き（嫌い）」ではなく，別の要因，例えば，内容や教員に対する個人的な好みや授業
での体験などが影響していることが推察される。

表 1　各苦手意識群の属性

図 1　各苦手意識群における「化学好き・嫌い」の比率
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２．３　苦手意識と観察・実験体験の記憶
　質問 2は化学に関する観察や実験体験に関する質問である。質問 2の回答について，苦手意識群ごとに以
下の式により各単元の体験記憶率を算出した。

　　　各群の単元ごとの体験記憶率（％）＝選択肢③の回答数 /（各群の人数－選択肢⓪の回答数）

　単元ごとの体験記憶率を図 2に示す。
　アンケートを実施した 14 単元について，強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群における体験
記憶率の平均は，それぞれ 14.6 ± 4.8％，39.0 ± 7.5％および 25.8 ± 6.8％となった。一元配置の分散分析の
結果，3群の平均値は 0.1％水準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 49.7，p＜ 0.001）。Tukey の HSD法に
よる多重比較を行ったところ，各群の平均値の大小関係はすべて有意であった。
　コロナ禍の影響により，地域ごとに化学に関する観察・実験体験の機会が高校により異なる可能性があっ
たため，各高校の状況を調査した。その結果，アンケートを行った生徒に対して，明誠高校では 2年次で昇
華に関する演示実験，炎色反応，沈殿反応のグループ実験，中和滴定のグループ実験と滴定曲線の作成や濃
度計算を行っていた。3年次でも塩化ナトリウム水溶液，ヨウ化カリウム水溶液あるいは硫酸銅水溶液の電
気分解，金属イオンの定性分析（沈殿や錯イオン形成），サリチル酸メチルの合成，銀鏡反応などのグルー
プ実験を行っていた。豊山女子高校では 1年次に中和滴定のグループ実験と濃度計算を行っていた。一方，
豊山高校では観察・実験を実施していなかった。以上の調査結果から，高校間で授業内での観察・実験体験
の時期や機会がそれぞれ異なることがわかった。
　アンケートを実施した 14 単元について各高校における体験記憶率の平均を比較すると，率の高い順に明
誠高校（36 名）が 36.0 ± 8.9％，豊山高校（39 名）が 22.3 ± 4.9％，豊山女子高校（14 名）が 15.4 ± 4.7％
となった。一元配置の分散分析の結果，3群の平均値は 0.1％水準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 37.0，
p＜ 0.001）。Tukey の HSD法による多重比較を行ったところ，各群の平均値の大小関係はすべて有意であ
った。アンケート直近において授業時にグループ実験や演示実験を実施した明誠高校の体験記憶率の平均値

図 2　「化学基礎」の各単元と体験記憶率

日本大学FD研究　第11号　1－11　2024

─ 5 ─



が最も高かったことから，直近の観察・実験体験のほうが記憶に残りやすかったと推測される。しかしなが
ら，想定していた率よりも低く，グループ実験や演示実験において実際に実験操作に加わったり，興味を持
ったりした生徒は体験として記憶に残したが，実験に参加せずに興味が持てなかった生徒は記憶に留めなか
ったことが推測される。一方，授業時に実験をあまり実施できなかった豊山・豊山女子高校の体験記憶率は
比較的低かったことから，実際に体験した機会が少なく，体験していたとしても時間の経過した体験記憶は
思い出しにくかったと考えられる。
　次に，各高校における単元ごとの体験記憶率を検討した。図 3に，高校の授業内で化学に関する観察や
実験を直近で比較的多く体験する機会のあった明誠高校の生徒（36 名）について，単元ごとの体験記憶率
を示す。
　アンケートを実施した 14 単元について，強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群における体験
記憶率の平均はそれぞれ 31.2 ± 9.1％，41.3 ± 12.2％および 33.4 ± 14.3％となった。一元配置の分散分析の
結果では 3群の平均値に対して 5％水準で有意差が認められなかった（F（2,39）＝ 2.70，p＝ 0.080）もの
の，弱苦手意識群が最も高く，強苦手意識群が最も低い傾向となった。各群の形状は図 2と類似していたが，
非苦手意識群の単元「原子の構造」については体験記憶率が比較的低くなった。これは，この単元では非苦
手意識群において豊山高校および豊山女子高校における体験記憶率が比較的高かったことが原因である。全
体（図中，×）の傾向を見ると，単元「化学反応式」「酸・塩基と中和」「酸化と還元」の体験記憶率は比較
的高かった。これらの単元については化学反応，中和滴定，電気分解，銀鏡反応などに関する実験に対応す
る単元であり，回答者にとって特に実験と単元を関連づけしやすかったと考えられる。群ごとの傾向として
は，強苦手意識群（図中，□）は標準偏差からもわかる通り単元間のバラツキが比較的小さく，観察・実験
体験と内容を結び付けずに大まかに記憶していると考えられる。弱苦手意識群（図中，△）は，全体の傾向
に最も近かった。一方，非苦手意識群は群ごとにバラツキが大きかった。調査した観察・実験内容から，比
較的体験記憶率が低かった「電子配置の周期表」「金属と金属結合」は印象として実験と結び付けにくく，
体験記憶率が高かった「物質の分離・精製」は金属イオンの定性分析と結び付けた可能性が考えられる。い
ずれにしても，非苦手意識群に属する生徒の多くは観察・実験体験を対応する単元と結び付けて回答してい

図 3　「化学基礎」の各単元と体験記憶率（明誠高校）
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たと推測される。
　続いて，高校の授業内で化学に関する観察や実験を体験する機会のなかった豊山高校の生徒（39 名）に
ついて，単元ごとの体験記憶率を検討した。アンケートを実施した 14 単元について，強苦手意識群（16
名），弱苦手意識群（10 名）および非苦手意識群（13 名）における体験記憶率の平均はそれぞれ 4.9 ± 2.7％，
49.2 ± 7.6％および 23.2 ± 6.7％となった。一元配置の分散分析を行った結果，3群の平均値に対して 0.1％水
準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 190.0，p ＜ 0.001）。Tukey の HSD法による多重比較を行ったところ，
平均値の大小関係は有意であった。明誠高校（図 3）と比較して単元ごとの体験記憶率のバラツキが小さく，
強苦手意識群，非苦手意識群については「化学が拓く世界」以外の単元はほぼ同率であった。弱苦手意識
群においては単元「単体と化合物」「原子と構造」の体験記憶率がともに 60.0％とやや高かったが，その他，
「化学が拓く世界」以外の単元ではほぼ同率であった。この結果は，非苦手意識群の回答者においても過去
の化学に関する観察や経験を思い出したとき，記憶が曖昧なために多くの単元に「実施した」と解答してい
ることが考えられる。また，群間の大小関係は変わらないものの，その平均値差が大きかった。強苦手意識
群の回答者は化学に関する観察・実験体験を記憶に留めにくく，体験記憶率が低かったと考えられるが，弱
苦手意識群の体験記憶率が高かった理由は今後，検討する必要がある。
　最後に，高校の授業内で 1年次に中和滴定を体験する機会のあった豊山女子高校の生徒（14 名）につい
て，単元ごとの体験記憶率を検討した。強苦手意識群（2名），弱苦手意識群および非苦手意識群（とも
に 6名）における体験記憶率の平均はそれぞれ 0.0 ± 0.0％，16.7 ± 6.5％および 19.3 ± 8.9％であった。各
群とも豊山高校と同様に多くの単元は同じ体験記憶率であったが，弱苦手意識群では「金属と金属結合」
（33.3%），非苦手意識群では「原子の構造」（50.0%）がそれぞれ比較的高い記憶率であった。1年次に体験
した中和滴定に関連付けしやすいと考えられる単元「酸・塩基と中和」の記憶率は特に高くなかった。人
数は少ないが一元配置の分散分析を行ったところ，3群の平均値に対して 0.1％水準で有意差が認められた
（F（2,39）＝ 37.8，p＜ 0.001）。Tukey の HSD法による多重比較を行ったところ，弱苦手意識群と非苦手意
識群間では 5％水準で有意差が認められなかったが，弱苦手意識群と非苦手意識群それぞれに対して，強苦
手意識群は有意に低かった。
　これまでの内容は苦手意識から観察・実験体験の記憶を検討したものであるが，逆に，観察・実験体験の
記憶の有無から強い苦手意識を持つ回答者の割合を検討した。全回答者（89 名）のうち，質問 2において
何らかの単元で「実施した」と回答した 38 名の中で強苦手意識群に属した回答者は 5名（13.2％）だった。
一方，「実施した」と回答した単元の全く無かった 51 名のうち，強苦手意識群に属した回答者は 24 名（48.0
％）だった。
　以上の結果から，観察や実験体験が無いか，体験する環境にあっても記憶に留めにくいことで，苦手意識
が助長されてしまう可能性があると考えられる。

２．４　単元ごとの苦手意識
　質問 3の回答について，各群に所属する回答者のデータから 14 単元の各選択肢（⑤～⓪）の回答数をそ
れぞれ抽出し，以下の式により各群の単元ごとの苦手意識ポイント（x’）を算出した。

　　　x’＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（各群の人数－⓪の回答数）

　各群の単元ごとの苦手意識ポイントを図 5に示す。参考として，高校 1年生を対象とした既報（上坂ら，
2021）の調査結果（男女計 40 名）も併載した。
　本研究における強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群の苦手意識ポイント平均は，それぞれ
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1.35 ± 0.07，0.25 ± 0.17 および－ 0.87 ± 0.22 となった。３群の平均値について一元配置の分散分析の結果，
３群の平均値は 0.1％水準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 636.1，p＜ 0.001）。Tukey の HSD法による
多重比較を行ったところ，各群の平均値の大小関係はすべて有意であった。苦手意識が強くなるにつれてバ
ラツキ（標準偏差）が小さくなったことから，苦手意識の強い生徒は特定の単元に対して苦手意識を持って
いるのではなく，全体に対して苦手意識を持っていることが示唆された。その中でも「物質量」「化学反応
式」「酸・塩基と中和」「酸化と還元」については強苦手意識群，弱苦手意識群ともポイントが比較的高く，
苦手意識が強いことが推察された。非苦手意識群については「酸・塩基と中和」「酸化と還元」についての
ポイントが比較的高く，この 2つの単元については高校生共通で苦手意識が高い内容であることが示唆され
た。上坂らの報告（2021）は高校 1年生を対象とした結果であるが，本研究において非苦手意識群と弱苦手
意識群の中間に位置していた。全体の傾向は非苦手意識群に似ており，特に，「物質量」「酸・塩基と中和」
に関して比較的苦手意識が高い傾向は本研究での結果と類似していた。

２．５　苦手意識と探究心
　質問 4は化学に対する探究心に関する質問である。探究心を定量的に取り扱うために，苦手意識（質問 3）
と同様，選択肢⑤，④，③，②および①に対して +2，+1，0，－ 1およびおよび－ポイントを割り当てた。
各群の単元ごとの探究心ポイント（y）を以下の式により算出した。

　　　y＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（各群の人数－⓪の回答数）

　図 6に単元ごとの探究心ポイントを示す。図 5と同様に既報（上坂ら，2021）の調査結果を併載した。強
苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群の探究心ポイント平均はそれぞれ－ 0.04 ± 0.05，0.15 ± 0.09
および 0.66 ± 0.15 となった。3群の平均値について一元配置の分散分析を行った結果，0.1％水準で有意差
が認められた（F（2,39）＝ 173.2，p＜ 0.001）。Tukey の HSD法による多重比較により，各群の平均値の大
小関係は有意であった。探究心については，本研究の苦手意識群間で比較すると苦手意識が弱いほど強くな

図 4　「化学基礎」各単元の苦手意識ポイント
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る傾向があることが推察された。
　苦手意識と探究心との相関をさらに詳しく検討するために，既報（上坂ら，2021）を含めた単元ごとの苦
手意識ポイント（x’）と探究心ポイント（y）を 2次元的にプロットした結果を図 6に示す。
　図 6 からも苦手意識が弱くなるにつれて探究心が強くなる傾向があることがわかる。既報（上坂ら，
2021）を含む 4 つの群の平均値は二次関数的に強い相関が認められた（y＝ 0.159x’2 － 0.3682x’ ＋ 0.1778，
R2 ＝ 0.9539）ことから，この傾向は学習環境や学力などに依らず共通の傾向である可能性がある。各群内
における 14 単元の一次関数的な相関に着目すると，強苦手意識群（図中，□）は苦手意識，探究心ポイン
トともバラツキが小さいが，弱苦手意識群（図中，△）は苦手意識ポイントのバラツキが大きくなり，探究

図 5　「化学基礎」各単元の探究心ポイント

図 6　苦手意識ポイントと探究心ポイントとの相関（中塗り記号は平均値を示す。）
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心に対して負の相関（y＝－ 0.3771x’ ＋ 0.2419，R² ＝ 0.4839）があった。一方，非苦手意識群（図中，〇）
では探求心ポイントのバラツキも大きくなり，苦手意識に対して正の弱い相関（y＝ 0.2463x’ ＋ 0.8765，R2

＝ 0.1404）になった。１年生の比較的成績の良好な生徒が集められた選抜クラスで実施された上坂らのデー
タ（2021）も正の弱い相関（y＝ 0.2262x’ ＋ 0.3766，R2 ＝ 0.2161）であったことから，個々の単元について
の苦手意識と探究心との相関については苦手意識の強さにより異なることが示唆された。

２．６　苦手意識と学習動機
　質問 5は化学に対する学習動機についての質問である。苦手意識群ごとに学習動機の比率を図 7にまと
めた。
　検討の結果，強・弱苦手意識群では「受験のため」「高校のカリキュラムで履修しなければいけないから」
と受動的な学習動機の比率が高かった。一方，非苦手意識群は「身近な現象への興味」「将来，化学の知識
を使う仕事をしたい」と能動的かつ未来志向な学習動機の比率が高いことがわかった。「受験のため」「高校
のカリキュラムで履修」の学習動機は大学進学後に無くなることから，これらの学習動機を有する高校生は
大学進学後に目標を失う可能性がある。この結果から，高校時に苦手意識を改善することは大学進学後の化
学に対するモチベーションを保ち，化学と将来像を繋げるのに非常に重要であることが示唆された。

むすびに

　以上，日本大学付属高校 3校の 2，3年生に対してアンケート調査を行い，化学に対する苦手意識と好き嫌
い，観察・実験の体験記憶，探究心あるいは学習動機との関連性について報告した。高校での化学に対する
苦手意識の改善は化学が好きになる，もっと化学のことを知りたくなる土台となり，将来的に化学的知識を
要する研究者，技術者を醸成するために重要であると考える。この改善には化学に対する理解を深めること
のできる質の高い観察・実験の体験が必要である。今後，大学の導入教育で教育効果のあった教材や授業法

図 7　苦手意識群ごとの学習動機
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を各付属高校で試行することを予定している。このような試みにより，化学に対する苦手意識が改善され，
化学が楽しいと思えるような生徒が少しでも増えることを期待する。
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はじめに

　高校１年生は理系・文系の進路選択において非常に重要な時期である。国立教育政策研究所が 2012 年に
行った「理系文系進路選択に関わる意識調査─学校属性別集計結果の概要─」によれば，多くの高校が理
系・文系のコース選択を 2年次 4月に行っている。文理選択は，大学進学時に選択する学部やコース，ある
いは卒業後の方向性を実質的に決めてしまう場合が多い。この文理選択の要因についてはいくつかの報告例
がある。

＊E-mail: nakagama.tatsurou@nihon-u.ac.jp 投稿：2023年1月20日　　受理：2023年4月8日

高校1年生男子の化学に対する苦手意識と文理志望，好き嫌い，
観察・実験体験の記憶，探究心および学習動機との関連性

キーワード：高校 1年生男子，化学に対する苦手意識，文理志望，探究心，学習動機

We examined the relationship between difficulty with chemistry for first-year high school male 
students and their aspiration to humanities or science, likes and dislikes, the memory of observation 
and experimental experiences, inquisitiveness or learning motivation for chemistry. We conducted a 
questionnaire survey of the students and divided the 79 students who responded into three groups: those 
with a strong diffi culty, a weak diffi culty and no diffi culty with chemistry. The results of the study showed 
that the group with less diffi culty is more likely to aspirate to science, and the percentage of students who 
like chemistry is higher. The results also suggest that the students’ diffi culty of retaining observation and 
experimental memory of chemistry may contribute to the diffi culty with chemistry. Furthermore, it was 
found that students with less diffi culty are more likely to have an inquisitive mind toward chemistry, and 
that their motivation for learning chemistry is more positive and future-oriented.

Keywords:

First-year High School Male Students, Difficulty with Chemistry, Aspiration to Humanities or Science, 
Inquisitiveness, Learning Motivation
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　野津田ら（2015）は，大学１年生 536 名を対象に文系理系学生の特徴を分析するためのアンケート調査を
行っている。その結果，理系・文系ともに「科目の嗜好」を選択理由とする学生の割合が最も多く，「科目
の嗜好」を理由とする文系学生の多くが「科目が不得意・嫌い」という消極的な理由を文理選択の理由だと
している。したがって，理系科目が得意・好きである学生を増やすことで，理系に進む学生数に好影響を
及ぼすと報告している。同調査で，理科を不得意・嫌いになった時期は小学校では 19％と比較的少ないが，
高校では 51％とかなり多くなっている。この要因を科学的な概念や思考力といったより抽象的な内容が入
ってくるためだとしている。花野木ら（2017）も，高校 1，2 年生 240 名を対象に文理選択の時期と要因に
ついてアンケート調査を行っている。文理選択の時期については中学校 3年生から高校 1年生の割合が多か
った。一方，文理選択の理由について文系・理系とも「教科の得意・不得意」が半数を超えて最も多く，苦
手としている教科については，文系コース選択者で数学・理科が苦手という傾向が非常に強いとしている。
　以上の報告から，高校 1年次に履修する「化学基礎」で「化学が得意・好き」になることが将来，大学の
化学系学科に進学する，あるいは化学に携わる研究者や技術者を増やそうとする立場からは非常に重要にな
ってくると考えた。「化学が不得意・嫌い」を「化学が得意・好き」にするためには，高校 1年生がどの内
容に苦手意識を持っているかを把握することが必要となる。上坂ら（2021）は，愛媛県内にある県立高校の
普通科に所属する 1年生 40 名（男性 19 名，女性 21 名）を対象に苦手意識の実態把握と観察・実験が及ぼ
す影響についてアンケート調査を行っている。その結果，各単元における苦手意識について「金属と金属結合」
,「物質量」および「酸・塩基と中和」の単元で苦手意識を感じている生徒が多かった。観察・実験の経験
が常に苦手意識の解消に結びつくわけではないが，「物質量」の単元については，観察・実験を「実施した」
と回答した生徒の方が「覚えていない・実施していない」と回答した生徒よりも有意に苦手意識が高かった
と報告している。
　本論文では付属高校に通う高校 1年生男子を対象に，化学に対する苦手意識が文理志望，好き嫌い，観察・
実験の体験記憶，探究心および学習動機にどのように関連しているかについて調査，分析した結果を報告す
る。

１　アンケート方法

　アンケートは，日本大学豊山高等学校の 1年生（男子 79 名）に対して化学基礎の履修が修了した 2022 年
11 月に実施した。実施に際してはGoogle Forms を使用した。なお，このアンケート調査は付属高校の教員
と日本大学生産工学部応用分子化学科教員が共同して取り組む化学の授業設計や教材開発のための情報収集
を目的とすること，回答の内容は成績とは無関係なこと，対外的に調査結果を公開する場合には個人を特定
できない完全匿名化処理を行った統計データとすることを明記した。問題文は以下のとおりである。過去の
調査例と比較できるように質問 3～ 5の問題文，単元および選択肢は既報（上坂ら，2021）の調査と同様に
した。質問 6は化学に対する学習動機を問う質問であり，本研究にて質問および選択肢を作成した。

【質問文・選択肢】
　化学が好きな人も嫌いな人も，得意な人も苦手な人も，正直に回答してください。
　（質問 1，ラジオボタン選択式）あなたは文系と理系，どちらを専攻したいと思っていますか。
　［選択肢］〇理系　〇文系　〇まだ決めていない
　（ 質問 2，ラジオボタン選択式）化学は好きですか？　どちらかといえば好きという場合は「好き」に，
どちらかといえば嫌いという場合は「嫌い」を選択してください。
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　［選択肢］〇好き　〇嫌い
　（ 質問 3，グリッド選択式）化学の次の各単元について，これまでに観察や実験を行ったことがあります
か？

　［ 単元］化学の特徴，物質の分離・精製，単体と化合物，熱運動と物質の三態，原子の構造，電子配置と
周期表，イオンとイオン結合，分子と共有結合，金属と金属結合，物質量，化学反応式，酸・塩基と中和，
酸化と還元，化学が拓く世界

　［選択肢］③実施した　②実施していない　①覚えていない　⓪まだ学校で習っていない単元
　（質問 4，グリッド選択式）化学の次の各単元について，苦手意識を感じますか？
　［単元］質問 3と同じ
　［ 選択肢］⑤強く感じる　④感じる　③どちらともいえない　②感じない　①全く感じない　⓪まだ学校
で習っていない単元

　（質問 5，グリッド選択式）化学の次の各単元について，深く学びたいと思いますか？
　［単元］質問 3と同じ
　［ 選択肢］⑤強く思う　④思う　③どちらともいえない　②思わない　①全く思わない　⓪まだ学校で習
っていない単元

　（ 質問 6，ラジオボタン選択式）あなたにとって化学を勉強する理由として最も近いものを一つ選んでく
ださい。

　［ 選択肢］〇受験のため　〇高校のカリキュラムで履修しなければいけないから　〇身近な現象への興味
　〇将来，化学の知識を使う仕事をしたい　〇特に理由はない　〇その他

２　結果および考察

２．１　苦手意識群の設定と分類
　苦手意識を定量的に取り扱うために，質問４の選択肢⑤，④，③，②および①に対して+2，+1，0，－ 1
およびおよび－ 2ポイントを割り当てた。14 単元の回答をもとに以下の式により各回答者の苦手意識ポイ
ント（x）を算出した。

　　　x＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（単元数 14 －⓪の回答数）

　xは－ 2≦ x≦ 2の値となる。0＜ xの生徒は化学基礎の内容に対して苦手意識を有し，x＜ 0の生徒は
苦手意識を持たないと判断される。計79名の生徒からの回答に対して算出したところ，0＜ xの生徒は46名，
x＝ 0の生徒は 9名，x＜ 0の生徒は 24 名であった。この結果から，化学に苦手意識を有する生徒は 6割ほ
どであると推察される。次に，算出した x値から各群ができるだけ同人数となるように回答者を 3つの群
にそれぞれ分割した。具体的には，1.0 ≦ x≦ 2.0 の群（26 名）を強苦手意識群，0.0 ≦ x＜ 1.0 の群（29 名）
を弱苦手意識群，－ 2.0 ≦ x＜ 0.0 の群（24 名）を非苦手意識群とした。xの平均値（AV）は全回答者で
0.35 ± 1.04 であり，全体としてもやや苦手意識を持っていることが伺える値であった。各群のAVは 1.48
± 0.44（強苦手意識群），0.34 ± 0.32（弱苦手意識群）および－ 0.88 ± 0.56（非苦手意識群）となり，値の
差はほぼ同じであった。
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２．２　苦手意識と文理志望
　質問 1の回答から得られた，全回答者と各苦手意識群における理系・文系志望の比率を図 1に示す。
　全体では理系志望が 37 名（46.8%），文系志望が 38 名（48.1％），未定が 4名（5.1%）と文理志望はほぼ
同数となった。しかしながら，苦手意識群別に見てみると非苦手意識群が理系志望 18 名（75.0%）だったの
に対して，弱苦手意識群が 13 名（44.8%），強苦手意識群が 6名（23.1%）と苦手意識が強くなるにつれて理
系志望率が低下する結果となった。この結果は，「得意・不得意」が理系志望者数に影響を与えるとするこ
れまでの報告（野津田ら，2015，花野木ら，2017）と矛盾しない内容であり，苦手意識の改善が理系を志望
する生徒を増やすことにつながると推測される。

２．３　苦手意識と「好き嫌い」
　質問 2の回答結果から得られた，全回答者と各苦手意識群における「化学好き・嫌い」の比率を図 2に示す。
全回答者では「化学好き」が 37 名（46.8%），「化学嫌い」が 42 名（53.2%）と「化学嫌い」がやや上回っ
た。また，「化学好き」が強苦手意識群では 2名（7.7%），弱苦手意識群では 13 名（44.8%），非苦手意識群
では 22 名（91.7%）だったことから，苦手意識が弱く（強く）なるほど「化学好き（嫌い）」の割合が高く

図 1　各苦手意識群における理系・文系志望の比率

図 2　各苦手意識群における「化学好き・嫌い」の比率
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なることがわかった。アンケート実施が化学基礎の終了直後だったことから，授業の理解度に対する印象が
直接的に「好き・嫌い」に影響したものと考えられる。文理志望と併せて考えると，強苦手意識群の文系志
望者 18 名のうち，「化学嫌い」の回答は 17 名（94.4%）だった。一方，非苦手意識群の理系志望者 18 名の
うち，「化学好き」の回答は 17 名（94.4%）であった。この結果からも，高校 1年生においては苦手意識の
改善が理系志望や「化学好き」を増加させる重要な要因であると推測される。

２．４　苦手意識と観察・実験体験の記憶
　質問 3は化学に関する観察や実験体験に関する質問である。アンケートを行った生徒はコロナ禍の影響で
高校では授業内において観察や実験を行っていない。したがって，アンケートにおいて「実施した」を選択
した生徒は中学校以前の授業，あるいは授業外などでの観察や実験体験を記憶していたと考えられる。この
質問の回答について，苦手意識群ごとに以下の式により各単元における観察・実験体験の体験記憶率を算出
した。

　　　各群の単元ごとの体験記憶率（％）＝選択肢③の回答数 /（各群の人数－選択肢⓪の回答数）

　単元ごとの体験記憶率を図 3に示す。
　アンケートを実施した 14 単元について，強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群における体験
記憶率の平均はそれぞれ 17.5 ± 3.3%，22.4 ± 9.2%および 20.7 ± 7.8%となった。一元配置の分散分析の結果，
3群の平均値は 5％水準で有意差が認められなかった（F（2,39）＝ 1.67，p＝ 0.20）。しかしながら，「化学
が拓く世界」については観察や実験が困難な単元であるため，これらの単元を除き，比較的観察や実験が実
施しやすい 13 単元についても検討した。強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群における体験記
憶率の平均はそれぞれ 18.3 ± 1.5%，24.1 ± 6.8%および 21.8 ± 6.7%となり，一元配置の分散分析では 3群
の平均値について 5％水準で有意差が認められた（F（2,36）＝ 3.57，p＝ 0.039）。Tukey の HSD 法による
多重比較を行ったところ，強苦手意識群の平均値は弱苦手意識群の平均値より 5％水準で有意に低かった。

図 3　「化学基礎」の各単元と体験記憶率
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　これまでの内容は苦手意識から観察・実験体験の記憶を検討したものであるが，逆に，観察・実験体験の
記憶の有無から強い苦手意識を持つ回答者の割合を検討した。全回答者（79 名）のうち，質問 3において
何らかの単元で「実施した」と回答した 24 名の中で強苦手意識群に属した回答者は 6名（25.0％）だった。
一方，「実施した」と回答した単元の全く無かった 55 名のうち，強苦手意識群に属した回答者は 20 名（36.4
％）だった。
　以上の結果から，観察や実験体験が無いか，体験する環境にあっても記憶に留めにくいことで，苦手意識
が助長されてしまう可能性があると考えられる。

２．５　単元ごとの苦手意識
　質問 4の回答について，各群に所属する回答者のデータから 14 単元の各選択肢（⑤～⓪）の回答数をそ
れぞれ抽出し，以下の式により各群の単元ごとの苦手意識ポイント（x’）を算出した。

　　　x’＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（各群の人数－⓪の回答数）

　各群の単元ごとの苦手意識ポイントを図 4に示す。参考として，1年生男子（19 名）を対象とした既報
（上坂ら，2021）の調査結果も併載した。
　アンケートを実施した 14 単元について，強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群における苦
手意識ポイントの平均は，それぞれ 1.49 ± 0.15，0.32 ± 0.23 および－ 0.86 ± 0.12 となった。3 群の平均
値について一元配置の分散分析の結果，3群の平均値は 0.1％水準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 625.4，
p＜ 0.001）。Tukey の HSD法による多重比較を行ったところ，各群の平均値の大小関係はすべて有意であ
った。各群とも単元ごとにそれほど大きなポイント差は見られなかったが，その中でも「イオンとイオン結
合」「物質量」「酸・塩基と中和」については強苦手意識群，弱苦手意識群ともポイントが比較的高く，比較
的苦手意識が強いことが推察された。非苦手意識群については「化学の特徴」「イオンとイオン結合」「金属
と金属結合」「化学が拓く世界」についてのポイントが比較的高く，「イオンとイオン結合」については回答

図 4　「化学基礎」各単元の苦手意識ポイント
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した 1年生共通で苦手意識が高い内容であることが示唆された。上坂らの報告（2021）は，比較的成績の良
好な生徒が集められた 1年生選抜クラスで実施された男子生徒の結果である。苦手意識の高い単元は本研究
の弱苦手意識群に類似しており，特に，「物質量」「酸・塩基と中和」に関しては共通の苦手とする単元であ
ると考えられた。

２．６　苦手意識と探究心
　質問 5は化学に対する探究心に関する質問である。探究心を定量的に取り扱うために，苦手意識（質問 3）
と同様，選択肢⑤，④，③，②および①に対して +2，+1，0，－ 1 および－ 2ポイントを割り当てた。各
群の単元ごとの探究心ポイント（y）を以下の式により算出した。

　　　y＝｛（⑤の回答数× 2＋④の回答数）－（②の回答数＋①の回答数× 2）｝/（各群の人数－⓪の回答数）

　図 5に単元ごとの探究心ポイントを示す。図 4と同様に既報（上坂ら，2021）の調査結果を併載した。
　強苦手意識群，弱苦手意識群および非苦手意識群の探究心ポイント平均はそれぞれ－ 0.59 ± 0.03，0.07
± 0.10 および 0.48 ± 0.15 となり，苦手意識が弱いほど探究心が強くなる傾向があった。3群の平均値につ
いて一元配置の分散分析を行った結果，0.1％水準で有意差が認められた（F（2,39）＝ 348.9，p＜ 0.001）。
TukeyのHSD法による多重比較により，各群の平均値の大小関係は有意であった。非苦手意識群では特に「原
子の構造」「物質量」「化学反応式」「酸・塩基と中和」のポイントが高く，後 3者は既報（上坂ら，2021）
とポイントが類似していた。
　苦手意識と探究心との相関をさらに詳しく検討するために，既報（上坂ら，2022）を含めた単元ごとの苦
手意識ポイント（x’）と探究心ポイント（y）を 2次元的にプロットした結果を図 6に示す。全体としては
苦手意識が弱くなるにつれて探究心が強くなる傾向があることがわかる。既報（上坂ら，2021）を含む 4つ
の群の平均値は二次関数的に強い相関が認められた（y＝－ 0.0872x’2 － 0.3833x’ ＋ 0.1795，R2 ＝ 0.9932）こ
とから，この傾向は学習環境や学力などに依らず共通の傾向である可能性がある。また，各苦手意識群にお

図 5　「化学基礎」各単元の探究心ポイント
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いては 14 単元の探究心ポイントの標準偏差からも，苦手意識が弱くなるにつれて探究心ポイントのバラツ
キが大きくなり，探求しようとする内容に差が出てくることが推察された。
　各群内における 14 単元の一次関数的な相関に着目すると，強苦手意識群（図中，□）では y＝ 0.0755x’
－ 0.7018（R2 ＝ 0.1154），弱苦手意識群（図中，△）では y＝ 0.1451x’ ＋ 0.0278（R2 ＝ 0.1039），非苦手意
識群（図中，〇）では y＝－ 0.8967x’ － 0.2982（R2 ＝ 0.5456）となった。非苦手意識群は相関が比較的強く，
単元間でも苦手意識が弱いほど探究心が強くなる傾向が見られた。一方，既報（上坂ら，2021）の平均値は
非苦手意識群の平均値に比較的近いが，14 単元の相関（図中，◇）は y＝ 0.3183x’ ＋ 0.5060（R2 ＝ 0.2776）
であり，相関は比較的弱いものの，苦手意識が強いほど探究心が強い傾向が見られた。以上の結果から，個々
の単元についての苦手意識と探究心との相関については学習環境や学力などにより異なることが示唆され
た。

２．７　苦手意識と学習動機
　質問6は化学に対する学習動機に関する質問である。苦手意識群ごとに学習動機の比率を図7にまとめた。
強苦手意識群では「高校のカリキュラムで履修しなければいけないから」「特に理由はない」と受動的な学
習動機の比率が高かった。弱苦手意識群ではこれらの比率が低く，「受験のため」「身近な現象への興味」と
能動的な学習動機の比率が高かった。一方，非苦手意識群では受動的な学習動機の比率がさらに低くなり，
「将来，化学の知識を使う仕事をしたい」の比率が高くなった。この結果から，化学に対する苦手意識を改
善するような授業や指導などを行うことによって，生徒の化学に対する学習動機が能動的かつ将来を見据え
たものに変化する可能性があると考える。

図 6　苦手意識ポイントと探究心ポイントとの相関（中塗り記号は平均値を示す。）

日本大学FD研究　第11号　13－22　2024

─ 20 ─



むすびに

　以上，付属高校に通う 1年生男子に対してアンケート調査を行い，化学に対する苦手意識と文理選択，好
き嫌い，観察・実験の体験記憶，探究心あるいは学習動機との関連性について報告した。高校 1年次の化学
に対する苦手意識の改善が「化学好き」で理系志望の生徒を増やし，化学に対する探究心を強くして将来，
化学に関わる仕事につきたいと思う生徒が増えることにつながることを示唆した。今後，共学校や女子校で
のアンケートを実施し，苦手意識を改善できるような授業や取り組みを展開することにより，化学が楽しい
と思えるような生徒が少しでも増えることを期待する。

謝　　辞

　本研究は令和 4年度日本大学学術研究助成金（高校教員研究（共同研究））「「化が苦（く）」を「化楽（が
く）」へ　─化学嫌いをなくす高大連携研究と実践─」の一環として行われました。また，本論文でのアン
ケートには日大豊山高等学校１年生の皆様にご協力いただました。関係者各位にこの場を借りまして深く感
謝申し上げます。

図 7　苦手意識群ごとの学習動機
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はじめに

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により，録画した動画を配信する「オンデマンド型」や
zoomなどのWEB会議システムを用いた「同時双方向型」などオンライン授業の実施によってDXが大学
教育においても一気に進み，教育効果を高めるためや授業運用を円滑に進めるために多くの工夫がなされた。
一方，新型コロナウイルスの感染拡大が落ち着きを見せたこともあり，感染防止の対策を講じながら対面授
業も徐々に再開しだしている。その中で，コロナ禍前の授業にただ戻すのではなく，コロナ禍に実践したオ
ンライン授業において効果的だった授業の工夫を対面授業に落とし込みが行われ，これまで以上に対面授業
においても変革がもたらされていると考える。
　著者も同時双方向型のオンライン授業において，学生のネット接続に関わる負担を軽減するために事前に
ノート資料を配信し，講義ノートを作成した上で授業に参加させる工夫を行い，学生の理解に寄与する授業
運用ができた（間田潤，2021）。一方，コロナ禍前にも事前に授業内容を理解してもらう工夫として，反転
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事前ノート作成による簡易反転授業の実践
─コロナ禍の経験を活かした微分積分学の授業改善─
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To reduce the burden on students in online lessons, I told them to prepare lecture notes before 
participating in my simultaneous interactive lessons during the COVID-19 pandemic. As a result, prior 
learning was encouraged, and class satisfaction was increased. Therefore, I introduced the method of having 
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been used for writing on the board for exercises and active learning practices. In this paper, I discuss the 
effectiveness of a simplifi ed fl ipped classroom with the pre-note-taking activity.
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授業の事例（塙雅典，2014）を参考に，線形代数学において学生が苦手としている内容について，事前学習
動画を利用した授業運用も行ってきた（間田潤，2019，2020）。ただし，反転授業として授業内容の理解を
動画のみで実施するまでには至らず，授業内で学生が主体的に考える時間を確保することはできずにいた。
　このような中，大学コンソーシアム京都の FDフォーラムにおいて，反転授業に関わる講演（澁川幸加，
2021）で，反転授業は「対面授業の時間の使い方を変えるため」の手法であることを改めて確認することが
でき，動画という手法に囚われず，事前のノート作成を利用して対面授業で負担となっていた板書の時間を
短縮できると考え，学生が考えるための時間の確保のため，事前のノート作成を授業設計に組み込むに至っ
た。本稿においては，完全とは言えないまでも，反転授業としてノート作成を授業時間前に学生に実施させ，
そこで生まれた授業時間の余裕において，理解を深めるためのアクティブラーニングを導入したので，その
運用と効果について議論していく。
　本稿では，令和 3年度と令和 4年度に実施した微分積分学Ⅰ（１変数関数の微分と積分を扱う）の授業を
対象にし，令和 3年度が 16 名，47 名の 2 クラス，令和 4年度が 33 名，71 名，68 名，77 名，37 名の 5 ク
ラスで実践した内容について検討する。なお，生産工学部ではクオーター制を導入しており，週 2回で授業
が実施されていることを記しておく。

１　授業の実施方法

　微分積分学Ⅰの授業は，１回 90 分の授業を 15 回実施する形で運用されている。表 1左で示すように，コ
ロナ禍前は講義の 90 分の中に板書の時間を入れて運用していたが，演習という実際に手を動かす理解の時
間をより効果的に実施するため，さらに演習以外にも学生が「考える」ための取り組みの時間を確保するた
め，コロナ禍の同時双方向型で学習効果が見られた事前のノート作成を表 1右のように取り入れた授業運用
への転換を試みた。具体的には，図 1の左にあるようなノート資料を Classroom から事前に配信し，ノー
トを事前に作成して授業に参加させる運用に切り替えた。実際の授業においては，図 1の右にあるように配
信したノート資料に基づいたスライド資料により，必要なまた付加的な説明を加えていき，学生は必要と感
じた内容を作成してきたノートに加筆していった。これにより，おおよそ 30 分程度の時間が授業内で確保
できたことから，これまで詳細な解答例を配付して自己添削させて終わっていた演習課題についても相互理

表 1　コロナ禍前とコロナ禍後の授業設計
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解を促す相互採点を授業内で実施することができ，さらに学生が主体的に考え，気づきを与える課題を表 2
のシラバスに示すように実施することが可能となった。図 2にトピックス課題に取り組んでいる様子を示
すが，まずは個人で与えられた課題について自分の考えをまとめ，その後に自分の考えをグループ内で共有
し，意見交換を行うことにより理解を深める活動を行った。

図 1　板書資料（左：配信版，右：講義版）

表 2　考える課題を取り入れた令和 4年度のシラバス
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２　効果の検証

　学生に実施したアンケートの結果をもとに，事前ノート作成などを行った授業の効果について検証を行う。
まず，事前にノートを作成したことで得られた時間に著者が独自に実施したトピックス課題について検討す
る。トピックス課題とは，「アキレスと亀」のパラドックスを考えることを通して極限の概念を理解しても
らうような間接的な取り組みである。そこで，内容を理解するための直接的な理解促進とアクティブラーニ
ングとしての能動的な学習効果を検証するために初回となる令和 3年度に実施したアンケート結果を図 3に
示す。直接的な理解にも役立っているようであるが，どちらかと言えば学生自身が考えるために役立ったこ
とが伺えた。そこで，令和 4年度にも同様の課題を実施したアンケート結果を図 4に示す。こちらでも同様

図 2　トピックス課題の取組風景（左：個人ワーク，右：グループワーク）

図 3　トピックス課題のアンケート結果（令和 3年度，N=226）

図 4　トピックス課題のアンケート結果（令和 4年度，N=797）
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に，学生が考えるために役立つことが伺え，単なる知識の授業にならないようにコロナ禍前の授業から改善
できたと考える。なお，概念の理解や能動的な学習効果は，試験などにより単に計算できるかを確認する方
法では測定することができないため，本当の意味での理解や効果は今後の学生の学習活動を追跡する必要が
あると考える。
　加えて，コロナ禍後に行った授業の工夫において，トピックス課題を含め，何が学生の役に立ったのかを
調査した結果を図 5に示す。前述のように個別で見ると役立っているトピックス課題ではあるが，それ以上
に事前のノート作成が理解に貢献していることが確認された。学生からは，「事前学習がスムーズに行える」，
「ノートが既にあるので，授業に集中できる」，「分からない部分を事前に把握して授業に臨める」などの声
が得られており，教員側が授業内の時間確保を目的としていた以外に副次的な効果が発生した。また，学生
の自由記述をユーザーローカルが提供するテキストマイニングツール（https://textmining.userlocal.jp/）に
より分析した結果を図 6に示す。学生にとって重要な「できる」と言うキーワードについて，事前のノー

図 5　授業内容の理解に役立った工夫（令和 4年度，複数選択可，N=279）

図 6　共起キーワード：授業内容の理解に役立った工夫の選択理由（令和 4年度，N=279）
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ト作成が紐付いていることが確認され，理解につながっていることが伺える。なお，前述したようにトピッ
クス課題が学習内容の理解という点では間接的な取り組みであることから，直接的に理解に役立つ演習問題
などが選択されたと思われる。繰り返しにはなるが，トピックス課題のようなアクティブラーニングは内容
の理解に加え，学生の学習活動を「覚える」から「考える」へと転換させる効果も期待され，この点につい
ては既出の図 3と図 4でも伺うことができていることから意味のある取り組みになっていたと考える。
　また次点として，演習の自己添削および相互採点が学生には効果的だったことが確認できる。完全ではな
いが，授業での演習に余裕を持たせるために，事前にノートを作成するという反転授業が機能したと考える。
ちなみに，授業内においてもノートへのメモ書きに対して，スライドの切れ目に 2分程度の時間を取ること
にしているが，相互確認としての時間としても活用している。理解が追いついていない学生のためもあるが，
ラーニングピラミッドのように質問に答える側も教えることにより，自分の理解を更に深める効果をねらっ
ている。
　次に，このように工夫を行った授業の満足度についても検討を行う。図 7の左に独自で行ったアンケート
「この授業の満足度を教えてください。」の結果を，右に学部で行われている授業評価アンケート（教育開発
センター，2022）の 1項目となる「総合的に判断して，この授業は意義のあるものでしたか？」の結果を示
す。独自に行っているアンケートからも概ね高い満足度が得られていると考えるが，授業評価アンケートに
よる他の教員との比較からも高い満足度が得られていることが伺える。なお，授業評価アンケートにおい
て，オンライン授業が行われた令和 2年度については，他ではオンデマンド型で授業が実施されたのに対し
て，著者の担当クラスでは同時双方向型で実施したことによる差が大きく現れていると考える。また，令和
3年度は他教員の評価が向上しているように読み取れるが，グラフの下に示した年度ごとのアンケートの回
答数および回答率を見ると，これらが下がったことに起因すると考えられる。そして，コロナ禍の前後で授
業スタイルが大きく変化したほか，各年度で受講者数や対象学科が異なるため安定した評価とは言い難いが，
授業クラスごとの平均値で最大評価のクラスのみを抽出すると，オンライン授業であった令和 2年度を除け

図 7　令和 4年度の授業満足度（左：授業内アンケート（5段階評価），右：授業評価アンケート）
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ば，教育効果が高まっていることも伺える。もちろん，受講者人数が少なければ評価が高い傾向にはあるが，
図 8に示すように，受講者人数が多くとも高い評価を受ける授業になっていることが分かる。
　以上のことから，事前にノートを作成する作業は，授業時間に余裕を生む効果のほかに，学生の事前学習
を促進させる効果，さらには授業に集中する効果，そして総合的に満足度を高める効果があることが分かっ
た。また，概念の理解のために実施したトピックス課題については，学生自身には直接的な理解深化の貢献
は見られなかったが，アクティブラーニングとしての学習への意識改革に効果があったことが伺えた。なお，
上述の取組に対して，理解度についても効果を感じているが，コロナ禍におけるオンライン対応があったた
め，試験や評価などの方式がコロナ前後で変化し，単純比較ができないことから議論は行わないことにする。

むすびに

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により，オンライン授業が強制的に実施され，これまで
行われてきた授業に変革がもたらされたと考えるが，その変革が一過性の物になるのは勿体ないと思われる。
そこで，著者自身でもオンライン授業での取り組みを活かした対面授業の運用を検討し，特に事前のノート
作成の導入による授業設計の再構築によってアクティブラーニング（演習の相互理解，考える課題によるグ
ループワーク）を実践した。受講した学生のアンケート結果として，アクティブラーニング自体にも効果が
あったことが伺えたほか，事前のノート作成における事前および授業時における副次的な学習意欲向上の効
果も確認された。そして，その結果として授業の満足度も高まったことも学生の声として伺えた。
　今後も対面授業では発想できなかったオンライン授業での工夫を対面授業に落とし込み，より良い授業の
設計に向けた改善が出来ればと考える。

図 8　最大評価と受講者数の相関図
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はじめに

　世界で拡散したコロナは，2020 年以降日本でも猛威を奮い，大学教育のあり方に大きな影響を及ぼした。
2020 年の春学期には，多くの大学で感染予防対策として従来の対面式授業の実践が困難になり，遠隔授業
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ポストコロナにおける対面式大学英語教育の意義の検討
─コロナ禍前・中の授業評価アンケートとインタビュー調査から─

キーワード：大学英語教育，対面式授業，同時双方向型授業，授業評価アンケート，インタビュー

This study examined the quality assurance of online classes conducted during the COVID-19 pandemic 
and students’ perception of online learning. Using the case of an English language course, this study aimed 
to fi nd ways to make post pandemic in-person lessons more effective and meaningful.

First, an examination of student class surveys conducted before and during the pandemic revealed no 
statistically signifi cant difference in quality between in-person and online classes except in the following 
two areas: having studied with other classmates outside the class time and the percentage of being late 
or leaving early from the lessons attended. Second, the results of simple tabulation showed that students 
tended to reply more positively to online lessons.

Next, interviews were conducted to understand students’ perceptions of online learning offered during 
the pandemic. The results of thematic analysis revealed three major themes: 1) preference for the type of 
class implemented (in-person or online) differed depending on students’ personal preference, 2) no difference 
in effectiveness was reported between online and in-person lessons, and 3) preference for future class 
type differed amongst those who emphasise direct communication in English (in-person class), personal 
inclination (online class), and utilizing advantages of both types of lessons (mixed).

Thus, the fi ndings highlight the potential of online classes, assuring quality equivalent to in-person 
classes if they are implemented appropriately. Post the pandemic, therefore, it is important to implement 
in-person classes focusing on aspects that can only be offered through physical presence while utilizing 
technology to the fullest.
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が導入された（文部科学省，2020a）。教員の多くは急遽遠隔による授業実践を迫られ，新たな形での実践方
法の模索やそれに合う教材作成に追われた。学生はキャンパスライフが極力制限され，自宅からの遠隔学習
を強いられることとなった。
　遠隔授業の導入初期は，いかに通信環境を整えて授業を実践し，学生の学びの機会を確保するかに教員の
労力と大学の経費が注がれた。その後，遠隔授業が実施され始めると，遠隔授業による学びの質保証が懸念
され，対面式授業再開の要望が政府の発表やメディアを通して報道された。例えば 2020 年 8 月 16 日の読売
新聞社説（2020）では，「... 大学教育は，授業だけでなく，学生同士や教員との人格的なふれ合いも大切であ
る。大学は工夫を凝らし，対面授業の再開を目指すべきだ」として，対面式授業の再開を迫った。2020 年
10 月 16 日には，当時の萩生田光一文部科学大臣が記者会見で，学習機会を確保する目的から対面式授業の
実施が半数未満の大学名を公表すると発表した（文部科学省，2020b）。
　2023 年度から，首都圏の大学教育においてコロナ禍以前のような対面式授業の実施状況におおよそ戻る
ことが予想される（文部科学省，2022）。遠隔授業が対面式授業と比較して質保証の面で劣るのであれば，
単にコロナ禍以前の授業に戻せば良いだろう。しかし果たしてそうであろうか。コロナ禍の教育経験から得
たものはなかったのか。例えば，コロナ禍になり多くの教員間でオンデマンド（非同期型）や双方向型の遠
隔授業を実践するための技術や学習支援システム（LMS）を活用する技術が普及した（両角ら，2021）。こ
のことは，金子（2021）が述べるようにコロナ禍で「情報技術の利用がさらに広くまた高度なものに発展す
る基礎がつくられた」（p.4）と言える。そのため，コロナ禍での経験を活かしさらに高度な対面式授業を実
践するためには，遠隔授業においてどのような点で学びの質保証が可能であったかを検討し把握することが
求められている。
　本研究ではコロナ禍前・中の授業評価アンケートから，遠隔授業がどの側面において質を確保できていた
のか検討し，さらにインタビューからコロナ禍の遠隔による学びについて学生の捉え方を理解することを目
指した。英語の授業を事例として，遠隔授業の可能性と限界を把握した上で，ポストコロナの対面式授業実
践をより充実したものにするための方策を検討する。

１　関連する研究

コロナ禍中の遠隔授業に対する学生の意識と評価
　2020 年度以降，コロナ禍における遠隔授業の導入形式や学生の意識に関する調査が多く実施された。そ
して，学生の遠隔授業に対する評価が，在籍学年，遠隔の形態や授業の種類によって異なることが報告された。
例えば，九州大学（九州大学教育改革推進本部，2020）は 2020 年春学期に学部生・大学院生を対象に実施
した調査で，新入生とそれ以外の学生で遠隔授業に対する意識が異なること，また授業形態によっても学生
の評価が分かれたことを報告した。大川内ら（2021）が日本大学の学部生を対象に 2回実施した調査（2020
年 8 月と 2021 年 1 月に実施）では，5つの選択肢から学生が学びやすいと感じた遠隔の授業形態の上位が
「教員自身によって録画された動画配信が中心」（1位）と「YouTube 等の一般公開されている動画のリン
クが中心」（2位）であるのに対し，下位が「同時双方向のライブ授業が中心」（4位）と「教材はなく課題
出題や指導が中心」（5位）であった。大川内ら（2021）は「授業によって向き／不向きもあり一概には言
えない」としながらも，下位になった授業形態の理由として「教員側の授業準備としてはおそらく労力が低
く，それを理由に選択する教員も一部いるのかもしれない」（p.5）点と，録画教材のように学生が繰り返し
視聴して学ぶことができないデメリットを挙げた。
　一方，立教大学の調査では日本大学の場合と異なる結果が報告されている。1学部の学生を対象に 2020
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年 7月に実施した第 1回調査では，「「双方向型授業に対する満足度は高」」く，「「一方向型授業や課題のみ
の授業に対する満足度はやや低い」傾向」（p.3）が確認された（山口，2020）。付け加えると，2021 年 1 月
に実施された第 2回調査では，第 1回調査で満足度がすでに 7割を超えていた双方向型授業に対する評価の
変動は見られなかった一方，「オンライン授業に対する全般的満足度」に対して，満足層（11 段階中 9以上）
の割合が第 1回調査の 16.7％から第 2回調査の 43.1％へと大幅に上昇した（山口，2021）。遠隔授業に対す
るポジティブ評価が向上した理由の上位は順に，「インタラクティブに学べた」，「授業に集中できた」，「学
ぶ意欲がかき立てられた」（山口，2021，p.7）であり，このことは遠隔の授業形態に関わらず教員の工夫と
大学のサポート次第で学生の満足度が得られることを示唆している。
　授業の種類によって遠隔授業を継続することについて学生の意識が異なることも報告されている。例えば
九州大学の調査（九州大学教育改革推進本部，2020）では，コロナ禍開始直後の遠隔授業を半期受けた時点
で 9割以上の学生が「科目によってはオンライン授業でも十分学習できると思った」（p.9）と回答している。
教員も学生も遠隔授業の実施や学習に少し慣れた 2020 年度終盤では，語学系の科目であってもオンライン
での授業を希望する割合の増加が報告されている（山口，2021）。
　これらの意識調査は，遠隔授業の評価を過去の対面式授業と比較して回答した主観評価であるが，遠隔授
業に対する学生の意識を把握するのに有効である。しかし，遠隔授業と対面式授業に対する評価を厳密に比
較検討するには，コロナ禍前のデータを採用した検討が必要である。

教育効果の検討
　コロナ禍前・中で収集したデータを用いて遠隔授業の質保証を検討した研究は少なく，立教大学と日本大
学の調査は，コロナ禍前・中のデータを用いて教育効果について検討した数少ない研究である。日本大学の
調査（大川内ら，2021）では，可能な限り同じ条件で比較できる科目として，大規模クラスの学部必修科目
の成績評価をコロナ禍前・中で比較した。コロナ禍前は対面式で，コロナ禍中はオンデマンド型で授業が実
施され，成績の評価方法から講義形式の科目だと推測される。分析の結果，平均点に大きな差は見られなか
ったものの，「（高成績（90 点以上）を）収める学生が大幅に増えている反面，59 点以下で単位の取得に至
らない学生についても ... 大きく増加して」（p.7）いると成績の二極化を報告している。
　立教大学の調査（山口，2020）では，コロナ禍で双方向・対話型で実施された１科目で，学習目標に関連
した記述形式の試験問題の結果をコロナ禍前・中で比較検討している。結果は，双方向型で実施した 2020
年度（コロナ禍中）の方が対面式で実施した 2019 年度（コロナ禍前）よりも正解率が 6.5％高かったことから，
双方向型で実施した当該科目の「教育効果は対面授業（昨年）より高」い（山口，2020，p.3）と結論づけた。
　教育効果を検討する目的で，コロナ禍前・中の 2時点のデータを用いることは有意義である。しかし上述
の研究の場合，最終成績や一試験の一部分の結果のみの比較検討であり，その検討範囲が非常に限定的であ
る。教育効果を検討するには，最終的な成果として知識の習得や理解度の測定だけでなく，たとえば学習者
の動機づけに関連した授業への参加のしやすさ，学習者の発言機会，クラスメートとの学習機会など教育の
効果に関連するさまざまな要因を検討することも重要であると考える。そのため，より多くの側面において
遠隔授業の質保証の検討が求められる。

英語科目における遠隔授業
　アクティブラーニングを重視する英語科目においてもコロナ禍の遠隔授業の実践報告や学生の意識につい
て報告されている。英語によるプレゼンテーション技術の向上を目指す授業で積極的にインタラアクティブ
な活動の採用を試みた結果，同時双方向型であっても対面式とほぼ同等の効果をもたらすことができると結
論付けている報告（Mcilroy and Takefuta，2022）や，試行錯誤で実施した同時双方向型が学生に一定程度
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肯定的に受け止められたことからその意義を述べた実践報告（大嶋，2021）があるが，ここでは，英語科
目で遠隔と対面式授業を比較検討している事例として今村（2021）の研究を挙げる。今村（2021）は 2020
年度の前期に遠隔（同時双方向型とオンデマンド型の組み合わせ），後期に対面式を導入した通年の必修英
語科目の履修者（33 名）に対して，後期の終わりに前期の遠隔と後期の対面式でどちらの授業形態の方が
1）学びがあったか，そして 2）授業に参加しやすかったか記述回答を求めた。その結果，両方の問いに対
し 8割以上の学生が対面式と回答した。学生が質問 1）に対し対面式を選んだ理由の上位に「直接聞く／訊
ねやすい」「先生の解説（がある）」「コミュニケーション／人と会話（が可能）」が上がり，遠隔を選択した
理由には「発表が多かった」「自分のペース」が上がった（p.195，p.196）。質問 2）に対して対面式を選ん
だ上位の理由は，「通信環境（の問題）」「友達／仲間／みんな（と共に受講が可能）」「授業を受けていると
いう感覚（実感）」で，遠隔を選択した理由には「都合がよい」「クラスメイト／友達」と対話が可能が上が
った（p.197，p.198）。
　今村（2021）の対象者が遠隔授業を受けたのはコロナ禍になり初めての学期であり，通信環境の整備が不
十分で，遠隔授業の実践や学びに教員も学生も不慣れな時期であった。そのため今村（2021）は，学生が遠
隔授業に慣れれば授業評価が大きく異なる可能性があることや，教員の解説についても資料や動画をアップ
ロードしたりするなどの改善策が可能であるとして，今後の遠隔授業の可能性を指摘している。そして，遠
隔授業の方が「学びがあった」と回答した学生の理由に発表の機会が多かったことが挙げられている点に着
目し，「発表の機会を担保できるよう教員が授業設計を工夫していく」（p.200）ことが英語科目における遠
隔授業の質が担保できる鍵だと述べている。また，授業への参加しやすさでは，遠隔を好む学生が事情や場
所に関係なく授業に参加できる利便性や遠隔の方がクラスメートと話すことができるという点を上げたが，
「仲間意識を高めたアクティブ・ラーニングを実行するためには，対面授業が必要」であろうと今村（2021）
は結論付けている（p.200）。
　今村（2021）は学生が記述回答したデータを分析に用いたが，インタビューであればより詳細な把握が可
能である。また遠隔授業に慣れた段階での学生の意識の把握についても求められる。
　本稿では，上述の先行研究で課題として残されている点に着目し，以下の問いを検討する。文部科学省
（2012）は大学教育における能動的学修（アクティブ・ラーニング）を重視し，「ディスカッションやディベ
ートといった双方向」の教授法により「学生の主体的な学修を促す」教育（p.9）を要求しているが，アク
ティブラーニングを重視する英語科目において，
　1） 同時双方向型授業は対面式授業と比較して同等の質を確保することができるのか。確保できるとすれ

ばどの側面においてか。
　2） コロナ禍に導入した同時双方向型授業を学生はどのように捉えているか。同時双方向型授業の可能性

と限界の検討から，今後の対面式授業の意義を探る。
　問 1に対してはコロナ禍前・中の学生による授業評価アンケートを用いて，また問 2に対してはインタビ
ューを通して検討する。

２　研　究

2. 1　調査対象と授業内容
　本研究は，首都圏にある私立大学で筆者が担当する初年次必修英語科目の履修者を対象としている。授業
は前・後期共に 15 週にわたり，週 1回 90 分実施される。クラスは共通の英語試験の結果を元に習熟度別に
編成され，前・後期で授業担当者と履修者は原則変更しない。クラスの履修者数と英語の習熟度については
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2.2 で詳細するが，履修者の英語習熟度はCEFRのA1レベルに該当した。
　当該科目の目標は学部で統一され，その一つは多様な社会的内容や状況について，英語を用いて学生自ら
発信する機会を設けることである。リスニング力とスピーキング力の向上に重点を置き，英語によるコミュ
ニケーションの育成を目指している。授業担当者（筆者）は講義形式ではなく，学生が自ら考え，取り組む
ことを促すアクティブ・ラーニング型の授業実践と課題の採用を心掛けた。
　後述するとおり，本研究ではコロナ禍前・中に実施した「学生による授業評価アンケート」結果を用いて
授業形態の違いによる学生評価の差異の検討を行うが，2019 年度をコロナ禍前，2021 年度をコロナ禍中の
授業実践として採用する。両年とも同一科目であるが，コロナ禍の制約により授業内容に多少の変化が生じ
た（表 1）。
　学部のカリキュラム改定に伴い 2019 年度と 2021 年度で指定教科書が異なるが，両年とも欧米出版社の教
科書を用いた１。扱うトピックはテクノロジーや旅行といった共通の内容や異なるものもあったが，いずれ
の場合も当該科目の目標に沿いリスニングやスピーキングの課題に重点を置き，文法の復習や語彙を増やし
ながら文章を書く活動も導入した。コロナ禍になり紙媒体と全く同じ内容のデジタル教科書の使用が出版社
より無償で提供されたことで，2021 年度は遠隔授業でもコンピューターの画面上で視覚的に教科書を共有
しながらどの箇所に取り組んでいるか明確に示すことができた２。さらにデジタル教科書の導入で視覚教材
（DVD）も容易に使用できるようになったため積極的に活用した。
　コロナ禍では学生の学習状況が把握しにくくなった。そのため，学生が英語を学習する機会を可能な限り
確保する目的で教科書に付随している e-learning 教材を授業時間外の課題として活用した。e-learning 教材

表 1　コロナ禍前・中に扱った教材，内容，課題，LMSの使用有無と試験実施方法
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には，教科書の内容に関連したアクティビティがデジタル教材として準備されている。ビデオを見て視覚的，
聴覚的に取り組めるものや，音声のみのリスニング問題，選択肢から選ぶまたは並べ替え形式の文法問題な
ど様々な内容と形式のアクティビティが含まれている。授業外学習として平均隔週毎に e-learning 教材を宿
題として課した。2019 年度に使用した教科書に e-learning 教材が備わっていなかったためコロナ禍で初め
て採用したが，コロナ禍下という新たな状況に直面していなければ，e-learning 教材をここまで活用してい
たかは疑わしい。
　対面式授業を実施した 2019 年度は，教科書の内容に加え「国際共通語としての英語」（English as an 
international language（EIL），English as a lingua franca（ELF））に関連した内容を扱った。EIL・ELF
の内容を導入した理由は，母語話者を規範とした英語習得を目標とするのではなく，自分の英語に自信を持
ち意見を発信していく意識と姿勢の育成を一層促すためであった。その一環として英語を母語としない留学
生 2名をゲストスピーカーとして招き，直接英語を用いて交流する機会を設けた。コロナ禍下の 2021 年度
は遠隔授業となり，様々な制約からEIL・ELFの概念導入やゲストスピーカーの招聘は断念した。そのため，
コロナ禍中の学生が実際に英語を用いて外部の人と交流する機会は一切なかった。コロナ禍の学生が実践的
に英語を使用する機会が減ったことで，授業評価に違いが生じるのではないかと予想した。
　コロナ禍下でスピーキング課題への取り組み方にも変化を強いられた。コロナ禍前は，個人とグループで
取り組む 2種類のスピーキング課題を課していた。コロナ禍下は，遠隔授業であり，わずかな対面式授業で
あってもソーシャルディスタンスを保たなければいけなかったことから，グループで行う課題は断念した。
そのため，学生にとってはコロナ禍前の対面式授業の時のように課題を通して横のつながりを築くことが困
難であったと考えられる。
　学修支援システム（LMS）は，種類は異なるもののコロナ禍前より使用していた。ただし，活用する頻
度はコロナ禍中で増え，資料配布，宿題提出や小テスト実施の際に活用した。遠隔授業で学生の様子を把
握しにくいことから，授業で説明した内容や課題について LMSを活用してより明確に指示することも心掛
けた。
　最終試験は，2021 年度前期の頃は緊急事態宣言下にあり同時双方向型で実施した。その際，カンニング
防止対策として，試験実施中は各自コンピューターの画面上で顔を出しておくことが条件であった。後期は，
教室内での受験を薦めると同時に，学生の置かれた様々な状況を鑑み，同時双方向型で各々の場所から受験
することも認めた。前後期共にカンニングしにくいような試験問題の形式や時間配分の設定に努めた。
　授業で採用した教授法は，対面式の場合と同様問いに対して単に学生から正解を求めるのではなく，なぜ
そう思うかなどたずね，可能な限り学生が考える授業実践に努めた。コロナ禍の授業実践で工夫した点は，
同時双方向型とはいえ画面の向こう側で学生が実際どのように授業に取り組んでいるかを把握することがで
きないため，可能な限り学生が参加して発言する機会をつくった。例えば，ブレイクアウトで小グループに
なって英語で課題に取り組むようにしたり，授業の冒頭で教員と学生が交わす簡単な挨拶の会話も教員が聞
いて学生が答える方式を繰り返すのではなく，教員が一人目の学生と挨拶の会話を交わした後は，その学生
が次の学生に質問していくというリレー方式にして，少しでも多くの学生が授業内で発言するよう工夫した。
また挙手性よりランダムに学生を当てることにより，学生に緊張感をもって授業に集中することを期待した。
対面式と同等の質を確保することを意識してインプットとアウトプットの活動を導入した。結果的に対面式
の時よりも学生の授業参加を促そうとする意識が強かったように思われる。

2. 2　データと分析方法
　本研究で扱うデータは，「学生による授業評価アンケート」結果３とコロナ禍下に実施したインタビュー
調査の結果である。
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2. 2. 1　授業評価アンケート
　「学生による授業評価アンケート」は，学部共通の質問から成り，英語科目のみを対象として用意された
ものではない。コロナ禍前・中で授業形態が異なったことで，授業の質に差異が生じたかを検討するため，
コロナ禍前は 2019 年度を，コロナ禍中は 2021 年度４に実施した「学生による授業評価アンケート」を用いた。
アンケート結果は，両年共に筆者が担当した同科目 2クラス分を統合した（表 2）。各クラスの履修者数や
英語習熟度は表 2の通りである。統計分析にはR（version 4.2.1）を用いて差の検定（χ二乗検定，Fisher’s 
Test）を実施し，有意差の判定基準はすべて 5％未満とした。

2. 2. 2　インタビュー調査
　「学生による授業評価アンケート」結果だけでなく，対面式授業の代替として導入した同時双方向型授業
における学びについて学生がどのように捉えているのか理解を深めるためインタビュー調査を実施した。
2021 年度に当該科目 2クラスの履修者全員（表 2のクラス Cと D）に，調査の目的と概要を記した案内を
学内メールにて送信した。その結果，7名の協力者（表 3）に対し Zoomでそれぞれ 1時間程度のインタビ
ューを実施した（2022 年 1 月 20 日～ 1月 30 日）。対面式授業と比較して同時双方向型授業での参加のしや
すさやアクティブラーニングが実施できていたかを中心にたずね，その他「学生による授業評価アンケー
ト」内の質問項目にも触れながら半構造化インタビューを実施した。インタビュー内容は協力者の同意を得
て録音し，すべて書き起こしたものをNVivo12 を用いてテーマ分析を行った。

表 2　「学生による授業評価アンケート」の概要

表 3　インタビュー協力者の概要
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３　結　果

3. 1　アンケート結果
　コロナ禍前・中で授業形態が変化したことによる学生評価の差異を検討するために用いた「学生による授
業評価アンケート」の質問内容と回答結果は，文末の付録のとおりである。2019 年度と 2021 年度でたずね
た同様の質問すべてに対し差の検定を行った（文末一覧表内問 9-1，問 9-2，問 16，問 22，問 23 を除く）。
満足度に関する質問（問 19）は，両年度でたずね方が若干異なるが，重要な質問項目であるため以下の手
順で分析対象に採用した。2019 年度では「この授業は全体として充実したものであったと思いますか。（問
19-0）」とたずねているのに対し，2021 年度では「この授業は全体として有益であったと思いますか。（問
19-1）」と「この授業は総合的にみて満足度は高かったですか。（問 19-2）」（下線は筆者加筆）になっている。
2021 年度の問 19-1 と問 19-2 それぞれに 2019 年度の問 19-0 との差の検定を行った。以上の手順で該当する
全質問項目のχ二乗検定（Fisher’s test）の結果，「この授業科目に関し，授業時間外に学生間でともに学修
しましたか。」（問 14）と「この授業において，出席した回数のうち，どのくらいの割合で遅刻・早退しま
したか。」（問 20）で有意差が認められ，それ以外の質問では認められなかった。したがって，問 14 と問 20
以外では，コロナ禍前・中で授業形態が異なったことと学生の授業評価との間に関連は認められず，同時双
方向型になったことで授業評価が低下したということは認められなかった。
　統計分析では差の検討を行ったが，実態をより詳細に把握するため以下に単純集計結果を確認する。ここ
では紙幅の都合上，本研究が特に重視する学生の授業に対する満足度（問 19），内容の理解度（問 21），そ
してアクティブラーニングに関連する評価（問 5，6，17，18）について言及し，統計分析で有意差が確認
された設問（問 14 と問 20），そして学生が考える当該授業の最適な授業形態（問 23）について確認する。
　まず当該授業に対する満足度については，前述のとおり 2019 年度と 2021 年度で質問の仕方が異なるた
め，2019 年度の問 19-0 と 2021 年度の問 19-1 と 19-2 を比較する（図 1）。5段階評価でたずねた結果，肯定
的（「強くそう思う」「そう思う」）な回答の割合が 2019 年度で 86.9％（問 19-0），2021 年度で問 19-1 は 87.5
％，問 19-2 は 87.8%となり僅かに上がっている。
　授業内容の理解度は，対面式を実施していた 2019 年度よりも同時双方向型を導入した 2021 年度の方が，
学生が授業内容を理解したと捉える割合が高くなっている。特に「80％以上」と回答した割合が 2019 年度
と比較して 2021 年度で 10 ポイント以上伸びている（図 2）。
　アクティブラーニングを表す項目として，授業参加の機会，考える機会，そして考える力と自分の考えを
表現・発表する力が伸びたかに着目した（図 3）。授業にアクティブに参加する機会（問 6「この授業では，
学生の発言など授業参加の機会が多かったと思いますか。」）については，肯定的（「強くそう思う」「そう思
う」）な回答の割合が 2019 年度で 93.6％，2021 年度で 85.7%とコロナ禍前の方が高い一方，「強くそう思う」
の回答のみに着目すると，コロナ禍の 2021 年度の方が 10 ポイント近く高くなっている。自ら考える機会の
有無（問 5「この授業では，考える機会を与えてくれましたか。」）に対する回答では，肯定的（「強くそう思
う」「そう思う」）な回答の割合が 2019 年度より 2021 年度で 10 ポイント高く，その中でも「強くそう思う」
と回答した割合がコロナ禍の 2021 年度で 14 ポイント以上伸びている。
　アクティブな姿勢で学んでこそ伸びる考える力（問 17）と自分の考えを表現・発表する力（問 18）は，
肯定的な回答（「強くそう思う」「そう思う」）の割合が 2019 年度より 2021 年度で問 17 は 4.5 ポイント，問
18 は 9 ポイント高い。「強くそう思う」のみの回答の割合では，2021 年度の方がそれぞれ 5.1 ポイントと
7.2 ポイント高い。
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図 1　授業に対する充実・有益・満足度（%）
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図 2　授業内容の理解度（%）

図 3　アクティブラーニングに関する学生の評価（%）
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　図 4は統計分析で有意差が確認された質問項目の結果である。コロナ禍下で授業外に学生間で学修でき
たと捉える学生の割合が大幅に減っている（問 14）。一方，遅刻・早退した回数については，2019 年の対面
式授業の時よりも遠隔の同時双方向型授業の方が明らかに学生の出席状況が良くなっている（問 20）。
　最後に，当該科目について学生が考える最適な授業形態（問 23）は，「対面式での面接授業」と考える学
生の割合が一番多く（35.1%），「オンライン授業と面接授業の組合せ」（29.7%）と「同時双方向型（Zoom等）
でのオンライン」（24.3%）が続いた（図 5）。
　統計的な差は検出されなかったが，単純集計結果では，満足度，理解度，アクティブラーニングの多側面
で同時双方向型授業実践について対面式より肯定的に回答する傾向がみられた。
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図 4　統計分析で有意差が確認された項目（%）
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3. 2　インタビュー結果
　インタビューでは，同時双方向型授業による英語の学びについて学生がどのように捉えているのか理解を
深めることを目指した。インタビューでは，同時双方向型授業での質問や発言のしやすさ，教員やクラスメ
ートとのコミュニケーションの取りやすさ，授業参加機会，グループワークのしやすさなどについてたずね
た。まず対象者ごとに，次に対象者間でBraun & Clarke （2022）の手順に従いテーマ分析を行った。その結果，
同時双方向型による英語学習について，1）個人の学習スタイル，2）授業形態の違いによる効果，3）今後
の好ましい授業形態というテーマが表出した（表 4）。

3. 2. 1　個人の学習スタイル
　英語を学ぶ場合，個人的に好む授業形態として 4人が対面式，2人が同時双方向型，1人がどちらでも良
いという結果となった（表１の「好み」）。回答が分かれた背景には，それぞれの学習スタイルが反映していた。
　例えば，対面式授業を選ぶ理由には「意見の交換がしやすい（表 4における協力者 2，以下 #2）」「クラ
スメートと気軽に英語で話せる。共同作業ができる（#4）」「友達に質問が聞ける（#5）」「クラスメートと
教員共に目を見て話せる（#7）」といったクラスメートや教員と直接の関わり合いのある学習スタイルを好
む回答や，「（他のクラスメートと比較して）自分が遅れていないか不安になる（#4）」ことから，同じ空間
にいて安心感が得られる対面式の利点も挙げられた。
　同時双方向型を選ぶ理由には，「発言しやすさ」（#3，#6）が挙がった。同時双方向型では発言する際に
緊張が和らぐ（#6）こと，教室だと学生は一斉に前方を向いているのに対し同時双方向型だとコンピュー
ターの画面上でクラスメートの顔が見えること（#3），また人目を気にせず色々調べながら発言できる（#3）

表 4　対面式授業代替としての同時双方向型授業に関するインタビュー結果

✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

✓ ✓ ✓ ✓

✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

✓
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ことが指摘された。
　授業形態にこだわらない学生（#1）は，その理由を自身に「学ぶ意欲があった」ためだと述べた。

3. 2. 2　授業形態の違いによる効果
　授業形態の違いによる効果の差について，調査協力者全員がないと捉えていた７。その理由の一つとして，
同時双方向型であってもアクティブに考えたり，英語を使って発言・発表したりする機会があったことや，
当該授業が英語を使って発言・発表したりする際に必要なスキルの習得に有効であると全員捉えていた。ま
た e-learning の活用で，授業外での学習機会を確保できていたことも理由として考えられる。
　学生は，「自分の考えとか自分のことについて発表する機会があった ... 結構良かった（#1）」，「話す機会
がこの授業で多（い）（#7）」，「当てる方式だったので当てられたら話すしかない，どうしても考えざるを
得なかった ... 自分が使える英語で話そうと努力できた（#5）」として，同時双方向型でも学生にとって授業
に能動的に参加する機会があったことがわかる。さらに具体的な活動に触れ，「あなたはどのタイプでしたか，
なぜそう思うのですかみたいなこと ... を答えるのに自分で考えて発言した」（#4）や「課題で自分の意見を
文章にしてスピーキング録音（する）のがあった。それが一番自分で英文も考えられるし，発音したのを自
分でも聞いて ... 自分のことをまず理解できたりするので ... 良かった」（#6）と述べた。学生同士が交わす挨
拶程度の短い会話についても，「相手に話しやすそうな話題を振らなきゃ（いけない）。（英語で）話題を考
え（た）」（#3）や「他の学生と話す時に決まった文章じゃなくて相手に合わせて質問とか答えなきゃいけ
なかったので，そういう意味ではちょっとはとっさに（英語で）話せるようになった ... 色々質問を考えた
り答えたり ... 英語を話すの（に）すごく良かった。」（#7）と述べた。
　コロナ禍になり，英語の学習機会を確保するために初めて e-learning 教材を導入し，主に授業時間外学
習に用いたことも学生の英語学習の面で貢献した。e-learning 教材は動画や音声を繰り返し見たり聞いたり
することができる利点があった（#1，#6）とし，「（教科書の内容の）理解が深まった（#6）」や，リスニ
ング力が「結構伸びた（#6）」，「向上した（#3）」のように学生は自身の英語力向上を実感していた。また
「映像を見て問題解く機会が（他の機会では）ないので，宿題でやれる機会があったのは良かった（#7）」
ことや，「色々な問題形式があったのでメリットがあったと思う（#5）」など，5名がスピーキング，リスニ
ング，語彙，スペリングといった課題の種類を複数挙げており，調査参加者全員が e-learning 教材の活用に
ついて英語学習上有効であると捉えていた。
　このように，授業参加の機会や課題内容に留意し工夫することで，学生は対面式と比較して同時双方向型
授業の学習効果の差や，質保証について問題視していない結果となった。

3. 2. 3　好ましい今後の授業形態
　コロナ禍収束後の当該授業の好ましい授業形態については，3名が対面，1名が同時双方向型，そして 3
名が対面と同時双方向型の混合と捉えていた。例えば以下のようなコメントがあった。
　対面式を好ましいと考える理由は，個人の学習スタイルと合致しているほか，英語によるコミュニケーシ
ョンを重視していることである。
　「対面の方が生徒同士のコミュニケーションも取りやすい ... グループワークで積極的に英語を話せる。気
まずくならないでグループワークが出来て，なおかつ英語を喋る時間の長さっていうのも対面の方が多いと
思う」（#4）
　「英語でグループワークとかするとなった時に直接の方がよりスムーズに進められると思った。せっかく
授業を受けるならやっぱり英語力あげたいなって思うので，そういう面ではオンライン上より，画面越しよ
りは結局コミュニケーションがとれると思った」（#7）
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　時々の対面式授業の導入を良しとしながら，1名は同時双方向型を選択した。その理由に個人的な学習ス
タイルを挙げた。
　「ちょくちょく対面があっても良いんですけど ... 語学系の授業ってだいたい生徒に当てるじゃないですか。
その時に Zoomの方が僕はありがたいっていうのが一番大きいです。やっぱり当てられた時に恥ずかしくな
い」（#6）。
　また同時双方向型のみを今後の好ましい授業形態に選んでいないが，対面式だと周りの目を気にして授
業に集中できる場合がある一方，「Zoomだとさぼっててもわからない ... 見えててもさぼる人はさぼるので，
だったらさぼってる姿が見えない方が良い」（#5）として他の学生によってやる気を削がれることがない同
時双方向型の利点も指摘された。さらに，「自分で割と調べながら解けたりする」（#5）利点が上がり，こ
れは対面式を今後の好ましい授業形態として選んだ学生（#1）からも上がった。
　対面式と同時双方向型の混合を選んだ学生は，異なる授業形態のそれぞれの利点に触れている。3名とも
共通して対面式授業ではグループワークなどクラスメートと直接交流することの良さがあることや同時双方
向型では通学時間の有効活用が可能な点に触れた。また，同時双方向型で提供できる授業内容を対面式で実
施する必要がない点について言及しており（#2，#3），今後それぞれの授業形態の利点を活かした授業設計
を望む声を上げた。
　「対面でグループワークとか楽しかったので，グループワークがあるときとかは対面（が）良い。だけど
他の授業とかでもわざわざ今日対面にする必要あったのかなこの授業みたいな，Zoomでやってること（と）
同じみたいなのを思うとじゃあ Zoomでも良いのかなって思いました。完全に全部対面にしなくても良いの
かなみたいな感じはあります」（#3）。
　「コロナ禍が終わっても（遠隔授業を）継続するべきだと思うんですよ。みんなの前で発表したりとかす
る時は絶対対面の方が良いと思うんですよ。Zoomはそこに行かなくて良いっていうのがやっぱり大きなメ
リットなんですよね ...（他の授業で）先生が一方的にスライドを見せて教える授業とかあるんですよ，オン
ラインです ... 逆にこれが対面で受けていたらただ先生の話を聞く退屈な 90分だなってなっちゃう。例えば，
（英語の授業内）のアドベンチャーはどう？みたいな話し合いは対面で話し合ったほうが絶対楽しいよね
... 今回は生徒側も先生側もオンラインの良さに気づくことができたんだから，良い点はこのまま継続しよう
よと思う。大学はもう 8割方対面に戻そうみたいなこと言ってましたけど，無理にそれをやる必要ないのか
な」（#2）。
　今後の好ましい授業形態についての結果は，単純集計結果の傾向とおおよそ同じであり，インタビューよ
りその理由の詳細が明らかになった。

４　考　察

　本研究のアンケートとインタビュー調査の結果から，対面式授業の代替としてコロナ禍に実施した同時双
方向型授業が，それ以前の対面式授業と比較して大差なく質保証できていたと考えられる。その論拠は以下
の通りである。
　まず，アンケートの定量分析から，コロナ禍前・中に実施された異なる授業形態と学生の授業評価との間
に2項目を除いて有意差は認められなかった。それはアクティブラーニングの側面においても同じであった。
すなわち，同時双方向型授業であっても，対面式授業と同等の教育効果を得ることが可能であることを示唆
している。
　また有意差は認められなかったものの，単純集計結果から授業全体に対する有益感や満足度，授業内容の
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理解度，そしてアクティブ・ラーニングの多くの側面において対面式の時よりも同時双方向型の方が肯定的
な回答が多かった。これは授業形態の違いによって引き出された差異というより，授業実践の工夫次第で
今まで実施してきた対面式と同等，さらにはそれ以上の学習効果が期待できる可能性を示している（山口，
2021）。逆に授業を提供する側に工夫がなければ，同時双方向型の授業に対する学生の有益感や満足度は低
下する可能性がある（大川内ら，2021）。
　統計分析結果で有意差が確認された 2項目は，授業内容や実践方法といった質に起因する差というより
は，コロナ禍の活動制限の影響（問 14「この授業科目に関し，授業時間外に学生間で学修しましたか。」）や，
通信技術の利便性による結果（問 20「この授業において，出席した回数のうち，どのくらいの割合で遅刻・
早退しましたか。」）であったと言える。問 14 に対しては，ポストコロナではグループで取り組む課題など
を積極的に導入することで，学生間の学修を通して学生が充足感を増すことが期待できる。問 20 は，コロ
ナ禍下の方が学生の出席状況が良かったという結果である。同時双方向型での出席状況は必ずしも学生が画
面に向かってまじめに授業に参加していることと同一ではないが，テクノロジーの活用で授業にアクセスし
やすくなったことは事実であろう。ポストコロナでは通信技術の活用方法に磨きをかけていく。それと同時
に，その利便性があってもなお，当該授業の最適な授業形態について多くの学生が対面式授業を選んでいる
ことを念頭に入れ，授業設計をしていく必要がある。
　インタビューから，英語を学ぶ際に対面式と同時双方向型とでは学習効果に差はないと学生が捉えている
ことが明らかになった。そして学習効果に差がないと捉える理由には，アクティブラーニングの機会や活動
が確保されていた点が関連していることが示された。九州大学教育改革推進本部（2020）が実施したアンケー
ト調査より学生が「科目によってはオンライン授業でも十分学習できると思った」（p.9）との結果が出ている
が，講義形式の授業だけでなくアクティブラーニングを重視する英語科目においても該当すると言えよう。
　本研究結果が示す通り，コロナ禍の遠隔授業の実践経験から得たことは，取り組み方次第で同時双方向型
でも多側面において対面式に匹敵する質保証が可能であるということである。これは，再開した対面式授業
を単にコロナ禍前と同様の授業実践に戻すのではなく，遠隔で可能な内容は遠隔で実施し，逆に遠隔では困
難な資質や能力の育成に焦点を当てた対面式授業設計が求められていることを意味する。この点は，インタ
ビュー内の今後の好ましい授業形態に対する学生の回答にも含まれていた。
　ではポストコロナの対面式の授業設計をどうすべきか。まず教員は遠隔で学習できる授業内容とそうでな
いものとを整理し，その上で対面式でしか経験できない内容，またはより効果が得られる授業内容を対面式
にて重点的に実施すべきである。アクティブラーニングを重視した当該英語科目では，同じ空間で直接学生
が相互にアクティブに活動できる内容に多く時間を費やすことが有用であろう。スタンフォード大学オンラ
インハイスクールで校長を務める星は対面式授業の価値について，「オンラインではできないと思われてい
ることの大半は思い込みで，うまくやればできることはいっぱいある。だけど，ボディーランゲージのよう
な非言語コミュニケーションは対面のほうが濃厚です」（朝日新聞 be，2022，p.1）と述べている。実際，グ
ループやペアワークで話し合う機会は双方向型でもブレイクアウトを活用するなどして可能である。学生が
小グループでコンピューターの画面上でリアルタイムに情報を共有して資料を作成することも，遠隔で英語
のプレゼンテーション行うことも可能である。しかし，それは教室で，同じ空間で共同作業をしたりプレゼ
ンテーションを実践したりすることとは異なる経験である。聴衆を目前にしたときの緊張感，聴衆の反応を
直に感じながら効果的に伝える方法の検討，ボディーランゲージを含む聴衆の惹きつけ方などは対面式でし
か経験することのできない活動である。
　コロナ禍前の当該授業では，より実践的な英語使用を身に付けるためELF・EIL の概念を導入してゲスト
スピーカーを招聘し，学生が直接英語を用いてゲストスピーカーとコミュニケーションを取る機会を設けた。
予想に反してこの活動を導入した対面式がコロナ禍中の同時双方向型との間で統計的有意差は認められなか
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った。しかし，ゲストスピーカーと直接のやりとりからある学生は「話すときにボディーランゲージを多く
使うのですね」と率直な感想を述べた。また他の学生が「英語を使ったコミュニケーションができる貴重な
体験ができたので抵抗感が薄まった ... 他国の文化や日常など色々な情報が聞け，自分の視野を広げられる」
や「クラスの皆がいつもより積極的に英語を話していたので，自分も恥ずかしさがまったくなく話せた ... で
きる限り言いたいことを伝えられるよう単語の引き出しを増やして，英語を使う機会を増やしたい」とコメ
ントを記しているように，このような活動も対面式によって得るものが多い活動の 1つであると考える。

む　す　び

　本研究では，大学生の英語の学びの質保証についてコロナ禍前の対面式授業とコロナ禍中の遠隔授業の実
践を比較検討した。その結果，コロナ禍の遠隔授業は対面式の場合と同等の学びの機会と質が提供されてい
ると学生が捉えていることが確認できた。そのため，ポストコロナの対面式授業の意義は，単にコロナ禍前
の授業実践に戻るのではなく，コロナ禍の遠隔授業実践で得た経験値を活かした対面式授業設計と実践にあ
る。それには，遠隔授業の利点を活用し，対面式授業の質を高めるために教員側の持続した改善と努力，そ
れをサポートする大学側のシステム・体制が重要となる。テクノロジーによって何が可能になり，あるいは
時間を有効活用できるようになるなど具体的な研修を通して，コロナ禍で蓄積したテクノロジーのノウハウ
に磨きをかけることで，コロナ禍以前とは異なるポストコロナの対面式授業の充実につなげることができる。
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注

1． 採用教科書は，2019 年度は Saslow, J. &Ascher, A.（2015）．Top Notch: English for Today’s World 1, 3rd Edition. NY: 

Pearson Education, Inc.，2021 年度は Fettig, C. & Najafi , K.（2018）．Pathways Foundations: Listening, Speaking, and 

Critical Thinking, 2nd Edition. Boston: National Geographic Learning, a Cengage Learning Company であった。

2． 遠隔授業実践の際に，コンピューターの画面上でデジタル教科書を用いて授業を進めることについて出版社より許可を得

ている。コロナ禍下でのデジタル教科書の無償利用は教員にのみ許されており，学生にそのアクセス権は与えられていな

かった。

3． 「学生による授業評価アンケート」の研究目的の使用については，学内のポータルシステムを通じてすべての学生に連絡し

た。退学者や賛同を得られなかった学生のデータを除外したデータセットを使用しているが，その際に必要な学生とのや

りとりや処理はデータを管理する担当部署が実施し，個人情報を筆者が把握することは一切なかった。

4． 「学生による授業評価アンケート」を 2019 年度は年度末に 1回実施していたが，その後のカリキュラム変更に伴い 2021 年
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度は前期末と後期末の 2回実施した。本稿では 2021 年度後期末に実施したものを用いた。

5． 出席不良の理由から成績対象者外になった学生は除いている。

6． 習熟度別クラス編成のために採用した英語試験と本調査対象者の結果は，2019 年度は TOEIC IP で結果が 345-463 点域

内，2021 年度は GTEC（Basic）4 スキルの内 Listening & Speaking で結果が 208-238 点域内であった（学生にとっては，

Reading & Writing の点数を合わせた結果がGTECの最終結果となる）。これらの結果を文部科学省が提供するCommon 

European Framework of Reference for Languages（CEFR，ヨーロッパ言語共通参照枠）との対照表（平成 30 年 3 月版）

に当てはめた。

7． 英語を学ぶ上で，学習の効果は「個人差」による（#2）という回答を含む。
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付録　コロナ禍前・中の「学生による授業評価アンケート」の基礎集計表
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運動経験，性別，学問領域が
大学1年生の社会情緒的コンピテンスに与える影響

─文理学部における健康・スポーツ教育科目の受講生を対象として─

キーワード：健康・スポーツ教育実習，情動コンピテンスプロフィール，社会的スキル

Introduction: This study aimed to examine the effects of exercise experience, gender, and academic 
major on first-year college students’ socioemotional competence. Method: In the first semester of 2023, 
students who took health and sports education class were asked to respond to a shortened, Japanese-
language version of the Profi le of Emotional competence. Of the 1,263 responses collected, 773 fi rst-year 
students who agreed to cooperate with the survey and whose responses were complete were selected as the 
survey subjects. For a comparison on the basis of exercise experience, the subjects were divided into three 
groups based on their experience in middle and high school: the long years of exercise experience group 
(n=477), the short years of exercise experience group (n=178), and the no exercise experience group (n=118). 
For a comparison by gender, the students were divided into two groups based on their responses: male 
(n=476) and female (n=291). To compare by academic major, students were divided into three groups based 
on the College of Humanities and Sciences curriculum: Humanities (n=202), Social Sciences (n=278), and 
Sciences (n=293). Results: The long years of exercise experience group showed signifi cantly higher values 
for the Profi le of Emotional competence total score (p<0.01), Self-domain score (p<0.05), and Other-domain 
score (p<0.01), compared with the short years of exercise experience group. In the gender comparison, 
female students showed signifi cantly higher values for the Other-domain score (p<0.01) compared with male 
students. Compared with the Sciences group, the Social Sciences group showed signifi cantly higher values 
for the Profi le of Emotional competence total score (p<0.05) and Other-domain score (p<0.05). Conclusion: 
Students with more exercise experience showed higher socioemotional competence, including in the Self and 
Other domains; female students and students from Social Sciences also showed greater competence in the 
Other domain.

Keywords:

Health and sports educational class, Profi le of Emotional competence, Social skills
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緒　　言

　近年，知能指数（IQ）に代表されるような認知的能力だけではなく，社会的スキルや情動知能といった
非認知的能力に注目が集まっている。その背景には，Artifi cial Intelligence（以下「AI」と略す）などのテ
クノロジーの進化や急速に変化する社会の不確実性があり，これらの変化に対応できる人材の育成が必要と
なっている。中央教育審議会（2018）は「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」の中で，
2040 年に必要とされる人材を「AI には果たせない真に人が果たすべき役割を考え，実行できる人材」と
して，高等教育が目指すべき姿を示している。また，経済協力開発機構（2018）は，「The OECD Leaning 
Framework 2030」でこれからの教育指針を示し，知識以外のスキルの重要性にも触れ，社会的・情緒的ス
キルの必要性を述べている。その中で，経済協力開発機構（2018）はコンピテンシーという概念を示し，コ
ンピテンシーを「単なる知識・スキルの獲得ではなく，複雑な要求に対して獲得したものを動員すること」
としている。さらに，松尾（2017）はコンピテンシーの概念について，「コンピテンシーとは，知識だけで
はなく，スキル，さらに態度を含んだ人間の全体的な資質・能力と考えたい。」と述べている。つまり，社
会的・情緒的コンピテンシーとは，単にスキルや知識を有しているだけではなく，複雑な要求に対して社会的・
情緒的スキルを動員できる資質・能力を指す。したがって，社会の変化に対応できる人材育成のため，高等
教育機関においても社会的・情緒的コンピテンシーを育成することが今後ますます重要になってくる。国立
教育政策研究所（2017）は，これらの能力を社会情緒的コンピテンスと表現し，自分・他者・自他関係の 3
領域から構成されると報告している。具体的には，自己の感情特性や感情制御，自尊感情などの「自分に関
する領域」，他者の感情や視点，立場の理解などの「他者に関する領域」，共感性や向社会性，コミュニケー
ションなどの「自分と他者や集団との関係に関する領域」の 3領域に整理している。つまり，社会情緒的コ
ンピテンスとは，状況の変化に応じて自己や他者の感情を適切に把握し，他者や集団と関わっていく能力と
捉えることができる。これらの能力はコンピテンシーという用語で表現される場合もあるが，本論文では，
社会情緒的コンピテンスと定義し，論を進めることとする。
　日本大学教育憲章に記されているように，日本大学の教育理念は「自主創造」であり，その理念を達成す
るための教育目標は，「自ら学ぶ」，「自ら考える」，「自ら道をひらく」という 3つの要素から構成されている。
「自ら道をひらく」という要素に焦点をあてると，「コミュニケーション力」や「リーダーシップ・協働力」
などの能力の育成を目指していることがうかがえる。これらの能力は，先述した社会情緒的コンピテンスに
関わる部分であり，社会情緒的コンピテンスを育成することは，日本大学の教育理念の達成に必要な要素で
あることがわかる。しかし，本学に入学した大学 1年生の社会情緒的コンピテンスの特徴については，いま
だ明らかにされていない部分が多い。これまでの研究成果を概観すると，中学生や高校生，大学生の社会情
緒的コンピテンスに着目した報告は極めて少ない。そのため，ここでは類似した概念である社会的スキルや
ライフスキル，情動知能について調査した報告を概観する。国立教育政策研究所（2017）が行った社会情緒
的コンピテンスを育成する教育環境についてのレビューによると，学校行事やホームルーム活動，児童・生
徒会活動といった特別活動，さらには部活動といった教科指導以外の活動において育成される可能性を指摘
している。社会的スキルや情動知能についても，運動部活動などの影響が報告されている。上野と中込（1998）
は，高校生を対象に運動部活動への参加の有無がライフスキルに及ぼす影響を検討し，部活動参加者は一般
生徒と比較して対人スキルが高いことを明らかにしている。島本と米川（2014）はゴルフ部に所属している
高校生を対象に調査し，運動部活動による運動経験が自尊心や対人スキルに正の影響を及ぼすことを報告し
ている。さらに，大学生を対象に運動経験が情動知能に与える影響を調査した報告では，大学において運動
部活動を継続している現役選手は自己対応，対人対応，状況対応のスキルが高いことがわかっている（高
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木ら，2008）。このように，運動部活動などでの運動経験は社会的スキルや情動知能の向上につながること
がわかる。運動経験に加えて，性別も情動知能に影響を与える可能性が指摘されている。上述した高木ら
（2008）の報告では，有意ではないが「対人対応」領域に関して，女性の方が男性より得点が高い傾向を示
したと述べている。また，梅垣ら（2022）は，情動知能の育成を目的とした体育授業の内容を検討した研究
において，情動知能の性差について検討している。その結果，コミュニケーションを基盤としてチームづく
りを行う授業を実施し，情動知能の変化に性差が認められたと報告しており，「自分の感情の表現能力及び
自分の感情の制御能力については，男性が女性よりも高値を示したのに対し，相手の感情の認知能力につい
ては，女性が男性よりも高値を示した」と述べている。さらに，運動経験や性別に加え，学生の学問領域も
情動知能に影響を及ぼすことが指摘されている。橋本と平井（2014）は，看護学生の情動知能特性を明らか
にするため，学生の専攻別に情動知能の差異を検討している。看護学生と文系学生，理系学生を比較するため，
「自己対応」，「対人対応」，「状況対応」に関する質問紙調査を行い，「対人対応」の得点は理系学生が最も低
く，理系学生と比較し看護学生が有意に高い値を示したと報告している。また，岩田（2023）は大学 3年生
を対象とし，これまでの大学生活で身についたと思われる能力について調査し，コミュニケーション能力に
ついて文系学生と理系学生で有意差があることを明らかにしている。以上の報告より，過去の運動経験や性
別，学問領域は社会的スキルや情動知能に影響することがうかがえる。社会情緒的コンピテンスはこれらの
スキルを動員する能力とされており，過去の運動経験や性別，学問領域が社会情緒的コンピテンスにも影響
する可能性があるが，いまだ明らかにされていない。
　文理学部において開講されている健康・スポーツ教育実習（以下「健スポ実習」と略す）は，大学 1年生
が履修する必修科目であり，各種スポーツ種目を通じて知識や技能を習得し，スポーツに対する理解を深め
るとともに，他者とのコミュニケーションを図り社会情緒的コンピテンスを向上させることを目標としてい
る。文理学部は 18 の学科からなる文理融合型の学部であり，それぞれの学科は「人文系」，「社会系」，「理学
系」の 3つの学問領域に分類されている。18 学科全ての学生が健スポ実習を履修し，希望するスポーツ種
目を選択するカリキュラムとなっており，多様な学問領域の学生が同じクラスで実技を実施している１。し
たがって，受講生の社会情動的コンピテンスの特徴を明らかにすることは，授業担当者にとって有益な資料
になると考えられる。つまり，授業担当者は受講生の運動経験，性別，学問領域によって，授業の展開や学
生への対応を変えることができ，ひとりひとりの学生に合った教育を行うための有用な知見になりうる。し
たがって，本研究は文理学部の大学 1年生を対象に，運動経験や性別，学問領域が社会情緒的コンピテンス
に与える影響を検討することを目的とした。

対象と方法

1．対象
　2023 年度前期に文理学部にて健スポ実習及び健康・スポーツ教育論（以下「健スポ論」と略す）を受講
した学生を対象とし，計 1,263 名分の回答を収集した。収集した回答のうち，回答に不備が無く，調査への
協力に同意をした 1年生 773 名分の回答を調査対象とした。本研究は学生の社会情緒的コンピテンスを運動
経験，性別，学問領域別に比較することを目的とするため，調査対象の回答を以下のような手順で分類した。
　1） 運動経験による比較を行うため，中学校 3年間及び高等学校 3年間（以下「中学高校」と略す）での

運動経験を調査した。アンケートでは，中学高校での運動経験について調査するため，「スポーツ・
運動部活動」の有無について選択するよう求めた。なお，上記の活動は学校での活動に限らず，各個
人の習い事や地域クラブ活動等も含めることを併記した。また，調査対象者が行っていた活動の継続
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期間を調査するため，活動を行っていた場合，「2～ 3 年」，「1～ 2 年」，「1年未満」の項目から自身
に当てはまるものを選択するよう求めた。調査対象者の回答をもとに，中学高校ともに運動経験のあ
る群を「運動活動歴（長）群」，中学高校のどちらかでのみ運動を行っていた群を「運動活動歴（短）
群」，「スポーツ・運動部活動」を選択しなかった群を「運動活動歴（無し）群」とした。「運動活動歴
（長）群」は 477 名，「運動活動歴（短）群」は 178 名，「運動活動歴（無し）群」は 118 名であった。
運動継続期間の調査項目において，中学高校ともに運動経験があるが，どちらも継続期間が 1年未満
の場合，運動継続期間は 2年未満となる。一方，中学高校どちらかでのみ運動経験があり，継続期間
が 2～ 3 年である場合，運動活動歴（長）群よりも運動活動歴（短）群の運動継続期間が長いという
場合が考えられる。しかし，本研究の調査対象者では，運動活動歴（長）群の運動継続期間を運動活
動歴（短）群が上回ることは無かった。

　2） 性別による群分けは，受講生からの回答をもとに「男性」，「女性」，「無回答」とし，「男性」は 476 名，
「女性」は 291 名，「無回答」は 6名であった。アンケートでは，調査対象者の性的指向や性自認を考
慮し，「無回答」の項目を設けた。「無回答」の学生は「男性」及び「女性」と比較し少数であったた
め，本調査においては，「男性」及び「女性」と回答したもの（767 名分）を調査対象とした。

　3） 学問領域による群分けは，文理学部における各学科のカリキュラムに基づき「人文系」，「社会系」，
「理学系」とした。哲学，史学，国文学，中国語中国文化学，英文学，ドイツ文学に所属する 202 名を
「人文系」，社会学，教育学，体育学，心理学，社会福祉学，地理学に所属する 278 名を「社会系」，地
球科学，数学，情報科学，物理学，生命科学，化学に所属する 293 名を「理学系」とした。

　受講生には事前に，研究目的で資料を活用する可能性があること，学会発表や学会誌への掲載にあたって
個人情報は完全に秘匿されること，研究への参加に同意しなくても不利益を被ることはないということ，一
旦同意した場合でもいつでも同意を取り消すことができ，同意を取り消しても不利益を被ることがないとい
うことを説明し，研究への参加に同意を得た。なお，本研究は日本大学文理学部研究倫理委員会によって承
認されている（倫理番号：01-62）。

2．方法
　受講生の社会情緒的コンピテンスを測定するため，情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版（表 1）
を使用した（野崎と子安，2015）。社会情緒的コンピテンスは，自分・他者・自他関係の 3領域から構成さ
れており（国立教育政策研究所，2017），測定するためには，「自分に関する領域」と「他者に関する領域」
を区別する必要がある。社会情緒的コンピテンスを「自己領域」と「他者領域」に区別して測定できる尺度
として，「情動コンピテンスプロフィール（Profi le of Emotional Competence）」が知られている（Brasseur 
et al., 2013）。さらには，その短縮版である情動コンピテンスプロフィール短縮版（The Short Profi le of 
Emotional Competence）が作成されている（Mikolajczak et al., 2014）。情動コンピテンスプロフィール短
縮版（The Short Profi le of Emotional Competence）は「情動コンピテンス自己領域」を測定する 10 項目と，
「情動コンピテンス他者領域」を測定する 10 項目からなり，比較的少数の項目で社会情緒的コンピテンスを
測定することができる尺度である。これらを踏まえ，野崎と子安（2015）は，情動コンピテンスプロフィー
ル短縮版（The Short Profi le of Emotional Competence）をもとに，情動コンピテンスプロフィール日本語
短縮版を作成した。情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版は，「情動の同定（2項目）」，「情動の理解
（2項目）」，「情動の表現（2項目）」，「情動の調整（2項目）」，「情動の利用（2項目）」といった能力を自己
領域（10 項目）と他者領域（10 項目）に分けて測定することができ，野崎と子安（2015）によって信頼性
と概念的妥当性が確認されている。したがって，本研究では，情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版
を用いて社会情緒的コンピテンスを測定した。
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　回答は「とてもよく当てはまる（5点）」，「たいてい当てはまる（4点）」，「どちらともいえない（3点）」，
「たいてい当てはまらない（2点）」，「全く当てはまらない（1点）」の 5件法で求めた。自己の情動に関する
質問項目の合計点を自己領域スコア，他者の情動に関する質問項目の合計点を他者領域スコア，自己領域ス
コアと他者領域スコアの合計点を情動コンピテンススコアとして記録した。調査は Google フォームを使用
して実施し，調査時期は 2023 年 4 月 10 日から 4月 22 日までの間とし，健スポ実習及び健スポ論の第 1回
目から第 2回目の授業でアンケートを収集するよう授業担当者に依頼をした。

表 1　情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版（野崎と子安，2015）
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3．統計分析
　測定結果は，中央値と四分位範囲（25th－75th percentile）及び平均±標準偏差（mean±SD）で示した。
本研究の測定値は非正規分布のため，中央値で示すことが一般的と考えられるが，野崎と子安（2015）は情
動コンピテンスプロフィール日本語短縮版の作成に際し，測定値の平均を示している。先行研究の測定値と
比較するため，平均値もあわせて示すこととする。なお，本文中の結果には平均値を示し，表では中央値を
示した。
　受講生の運動経験，学問領域による比較を行うため，対応の無いものとしてKruskal-Wallis 検定を行っ
た。Kruskal-Wallis 検定により主効果が認められた場合には，その後の検定としてMann-Whitney U 検定を
行った。受講生の性別による比較を行うため，対応の無いものとしてMann-Whitney U 検定を行った。な
お，Mann-Whitney U 検定では Bonferroni の補正を行った。また，効果量 rの算出を行い，0.1 を効果量小，
0.3 を効果量中，0.5 を効果量大とした（Cohen，1988）。いずれも有意水準は 5%未満とし，統計分析には，
IBM SPSS Statistics ver. 25 を使用した。

結　　果

1．運動経験による比較
　測定値の平均を運動活動歴（長）群，運動活動歴（短）群，運動活動歴（無し）群の順に示した。情動コ
ンピテンススコアは，65.5±8.7，62.6±10.3，63.0±10.0 であった。自己領域スコアは，32.2±4.7，30.9±5.3，
30.9±5.7 であった。他者領域スコアは，33.2±5.2，31.7±6.1，32.0±5.7 であった。
　表 2に運動経験による情動コンピテンススコアの比較を示した。表中，情動コンピテンススコアを「総
合得点」，自己領域スコアを「自己領域」，他者領域スコアを「他者領域」として記載した。Kruskal-Wallis
検定の結果，情動コンピテンススコア（p<0.01），自己領域スコア（p<0.01），他者領域スコア（p<0.01）に
有意な主効果が認められた。
　Mann-Whitney U 検定の結果，情動コンピテンススコアにおいて，運動活動歴（長）群と比較し運動活動
歴（短）群が有意に低い値を示した（p<0.01，r＝－.14）。自己領域スコアにおいて，運動活動歴（長）群と
比較して，運動活動歴（短）群（p<0.01，r＝－.12）と運動活動歴（無し）群（p<0.05，r＝－.10）が有意
に低い値を示した。他者領域スコアにおいて，運動活動歴（長）群と比較し運動活動歴（短）群が有意に低
い値を示した（p<0.01，r＝－.13）。

2．性別による比較
　測定値の平均を男性，女性の順に示した。情動コンピテンススコアは，64.0±9.3，65.0±9.5 であった。自
己領域スコアは，31.8±4.9，31.5±5.2 であった。他者領域スコアは，32.2±5.5，33.5±5.5 であった。
　表 3に性別による情動コンピテンススコアの比較を示した。表中，情動コンピテンススコアを「総合得
点」，自己領域スコアを「自己領域」，他者領域スコアを「他者領域」として記載した。
　Mann-Whitney U 検定の結果，他者領域スコアにおいて，女性と比較し男性が有意に低い値を示した
（p<0.01，r＝－.13）。

3．学問領域による比較
　測定値の平均を人文系，社会系，理学系の順に示した。情動コンピテンススコアは，64.9±9.2，65.0±9.5，
63.5±9.4 であった。自己領域スコアは，32.0±5.1，31.9±5.0，31.3±5.0 であった。他者領域スコアは，
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32.9±5.5，33.1±5.6，32.2±5.5 であった。
　表 4に学問領域による情動コンピテンススコアの比較を示した。表中，情動コンピテンススコアを「総
合得点」，自己領域スコアを「自己領域」，他者領域スコアを「他者領域」として記載した。Kruskal-Wallis
検定の結果，情動コンピテンススコア（p<0.05），他者領域スコア（p<0.05）に有意な主効果が認められた。
　Mann-Whitney U 検定の結果，情動コンピテンススコアにおいて，社会系と比較し理学系が有意に低い値
を示した（p<0.05，r＝－.10）。他者領域スコアにおいて，社会系と比較し理学系が有意に低い値を示した
（p<0.01，r＝－.10）。

表 2　運動経験による情動コンピテンススコア※の比較

表 3　性別による情動コンピテンススコア※の比較

表 4　学問領域による情動コンピテンススコア※の比較
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考　　察

1．運動経験による比較
　大学 1年生の中学高校での運動経験による比較を行った結果，情動コンピテンススコアは，中学高校とも
に運動経験ある運動活動歴（長）群が，運動活動歴（短）群と比較し有意に高い値を示した。自己領域スコ
アは，運動活動歴（長）群が運動活動歴（短）群及び運動活動歴（無し）群と比較して有意に高い値を示し
た。他者領域スコアは，運動活動歴（長）群が運動活動歴（短）群と比較して有意に高い値を示した。した
がって，運動経験のある群では，活動歴の長さに応じて社会情緒的コンピテンスが高いことが明らかになっ
た。一方，運動活動歴（無し）群は自己領域において運動活動歴（長）群より低い結果となったが，その他
の項目では有意差は認められなかった。
　これまで社会情緒的コンピテンスと類似した概念として，社会的スキルや情動知能と運動経験の関連を調
査した報告が散見される。上野と中込（1998）は，高校生を対象に運動部活動への参加の有無が及ぼす影響
を検討し，部活動参加者は一般生徒と比較して対人スキルが高いことを明らかにしている。大学生を対象に
運動経験が情動知能に与える影響を調査した報告では，大学においてスポーツ活動を継続している現役選手
は自己対応，対人対応，状況対応のスキルが高いことがわかっている（高木ら，2008）。運動活動の経験者
は，運動場面における指導者やチームメイトとの関わりの中で対人スキルを向上させている可能性が考えら
れる。実際，竹之内ら（2006）は，中学生と高校生の運動選手を対象に調査を行い，運動部活動での「チー
ムメイト」の存在が自我の発達に関連することを明らかにしている。したがって，運動経験の長さや経験の
有無が社会情緒的コンピテンスにも影響する可能性がある。本研究の結果から，運動経験は自己領域に関す
る能力に影響することが示された。一方，他者領域に関する能力は運動活動歴（長）群と運動活動歴（無し）
群の差が認められず，運動経験の影響は限定的であることも示された。情動コンピテンスプロフィールでは，
情動の同定，理解，表現，調整，利用について問う項目が設定されており，情動を把握し表現する，取り扱
うといった能力が測定される。運動活動歴（長）群は，中学高校の運動経験を通して「チームメイト」との
関係を経験したことで，とりわけ自己の情動を取り扱う能力が身につき，社会情緒的コンピテンスが向上し
ていたと推測される。他方，他者領域については運動経験の差が認められず，その要因には次のことが考え
られる。
　野崎と子安（2015）は，情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版を作成する過程で，929 名（うち大
学生・大学院生が 456 名）のデータを取得し，その平均値を示している。その結果，自己領域スコアの平
均値は 30.1，他者領域スコアの平均値は 28.5 であったと報告している。本研究における運動活動歴（無し）
群の他者領域スコアの平均値は 32.0 となっており，野崎と子安（2015）の報告よりも高いことがうかがえる。
運動活動歴（無し）群の調査対象者は他と比較して少なく，他者領域スコアが高い集団を対象にしていた可
能性がある。国立教育政策研究所（2017）は，教科指導以外の活動において社会情緒的コンピテンスが育成
される可能性を指摘している。本研究において，運動活動歴（無し）群の，運動以外の活動経験が他者領域
スコアに影響している可能性があり，社会情緒的コンピテンスを検討するうえでは，教科指導以外の活動に
どれほど取り組んでいたのかも合わせて調査する必要がある。

2．性別による比較
　大学 1年生の性別による比較を行った結果，他者領域スコアにおいて男性より女性が有意に高い結果とな
った。したがって，女性は他者の情動を把握し表現する，取り扱うといった能力が高いことが示唆された。
　小松ら（2014）は，小中学生を対象とした，ストレスコーピングと情動知能の発達に関する研究の中で，
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情動知能の性差について次のように報告している。ここでは「自己感情の表現」，「他者感情の認知」，「自己
感情の制御」の 3因子を測定する質問紙を用い，小中学生 2,662 名を対象とした調査の結果，「他者感情の認
知」は小学 3年生から中学 3年生まで一貫して女性が高いことを明らかにしている。また，梅垣ら（2022）
は，コミュニケーションを基盤としてチームづくりを行う授業を実施し，情動知能の変化に性差が認められ
たと報告している。「自分の感情の表現能力及び自分の感情の制御能力については，男性が女性よりも高値
を示したのに対し，相手の感情の認知能力については，女性が男性よりも高値を示した」と述べている（梅
垣ら，2022）。さらに，高木ら（2008）は大学生運動選手を対象に情動知能の特徴を調査した研究において，
有意ではないが「対人対応」領域に関して，女性の方が男性より得点が高い傾向を示したと報告している。
このことから，「女性は，どちらかといえば自己と向き合うより他者との人間関係を重要視する傾向にある」
と結論づけている（高木ら，2008）。
　これらの先行研究が示しているように，女性は男性と比較して「他者領域」に関する因子が高値を示す傾
向にあることがわかる。本研究の結果においても，他者領域スコアが有意に高い値を示したことは，先行研
究と矛盾しない結果であった。一方，自己領域スコアについては，梅垣ら（2022）の報告とは異なる結果と
なった。梅垣ら（2022）は，自分の感情の表現能力及び自分の感情の制御能力については男性が高値を示す
と報告している。野崎（2012）も，情動知能の性差を示しており，「自己の情動の評価」及び「自己の情動
の評価と認識」は女性と比較し，男性が有意に高いと報告している。しかし，本研究において，自己領域ス
コアに性差が認められなかった。野崎と子安（2015）は，情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版を
作成する過程で，自己領域スコアの平均値を 30.13 と報告している。本研究の調査対象者において，男性の
自己領域スコアの平均値は 31.8，女性の自己領域スコアの平均値が 31.5 であった。いずれも，野崎と子安
（2015）が報告する平均値を上回る数値であったため，本研究で対象にした女性の自己領域スコアが高く，
性差が認められなかった可能性がある。この点は，文理学部の学生の特徴である可能性があり，今後，社会
情緒的コンピテンスの性差について詳細に検討をする必要があると考えられる。

3．学問領域による比較
　大学 1年生の学問領域による比較を行った結果，情動コンピテンススコアは，理学系よりも社会系の学生
において有意に高い値を示した。また，他者領域スコアにおいても理学系と比較し社会系が有意に高い値を
示した。一方，人文系の学生とはいずれも有意差が認められなかった。したがって，本学部において，理学
系と比較して社会系は社会情緒的コンピテンスが高く，特に他者領域に関する能力が高いことが明らかにな
った。
　橋本と平井（2014）は，看護学生の情動知能特性を明らかにするため，学生の専攻別に情動知能の差を報
告している。看護学生と文系学生，理系学生を比較するため，「自己対応」，「対人対応」，「状況対応」に関
する質問紙調査を行い，「対人対応」の得点は理系学生が最も低く，理系学生と比較し看護学生が有意に高
い値を示したと報告している。また，岩田（2023）は大学 3年生を対象とし，これまでの大学生活で身につ
いたと思われる能力について調査し，コミュニケーション能力について文系学生と理系学生で有意差がある
と報告している。この報告では，コミュニケーション能力が身についたか否かを自己評価で回答しており，
文系学生が理系学生よりもコミュニケーション能力が身についたと回答していることを明らかにしている。
さらに，奈良と木内（2020）は，国立総合大学の新入生を対象に「対人スキル」や「個人的スキル」といっ
たライフスキルを調査し，「対人スキル」は社会・国際学群と人間学群が，情報学群よりも有意に高いこと
を報告している。情報学群が対人スキルにおいて低い結果となった要因について，「情報学に関連する技術
を習得するうえでは，パソコンを始めとした電子機器を用いた個別の作業が学習の中心となることから，対
人スキルの値が低くなった可能性が考えられる。」としている（奈良と木内，2020）。
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　これらの先行研究が示しているように，理系学生は文系学生，看護系学生と比較して対人スキルや対人対
応の能力が低いことがわかる。本研究において，社会情緒的コンピテンスを測定したところ，理学系の学生
において他者領域のスコアが低い値であったことは，これまでの先行研究と同様の結果であった。本学の理
学系には，数学や情報科学，物理などの学問が含まれており，社会系には教育学，体育学，心理学，社会福
祉学などの学問が含まれている。社会系には，対人関係が重要な学問も含まれており，理学系と比較して社
会情緒的コンピテンスの高い学生が入学していたと推測される。人文系には，哲学や史学，文学などの学問
が含まれており，書籍に記載された情報をもとに知識を得るという点で，社会系と比較して対人関係が少な
い学問と考えられる。他方，語学など会話によって学問を習得する領域も含まれていることから，理学系と
比較して対人関係が生じやすい学問であると考えられる。人文系は，中央値で見ると社会系と理学系の間に
位置しており，いずれの学問領域とも有意差が認められなかったと考えられる。

4．本研究の解釈と今後の課題
　本研究は文理学部 1年生の社会情緒的コンピテンスを運動経験，性別，学問領域別に比較し，検討を行っ
た。野崎と子安（2015）が考案した情動コンピテンスプロフィール日本語短縮版を使用し，そのスコアによ
って社会情緒的コンピテンスの特徴を述べてきた。しかし，ここで用いた尺度のスコアの高低が，実際の日
常生活場面での社会情緒的コンピテンスを完全に反映しているとは限らない。例えば，ここで得られた結果
をもとに，運動経験が豊富な学生や女性，社会系の学生の社会情緒的コンピテンス能力が高いと一様に決め
つけることは避けるべきと考えられる。このことは，本研究の結果で得られた効果量からもうかがい知るこ
とができる。いずれの比較においても，効果量は r＝－.10 から r＝－.13 の間となり，2群間の比較における
効果量は小さいことが示された。したがって，本研究の結果より，社会情緒的コンピテンスの能力に明らか
な差があるとは明言できないと考えられる。また，浅部（2022）が述べているように，「社会情緒的スキル
は高すぎるほど良いといった一義的な価値付けがなじまない点を心にとめる必要がある」という解釈も重要
な視点である。つまり，ここで得られた結果は統計上の有意差は認められているものの，学生の社会情緒的
コンピテンスの全てを反映しているものではなく，また，数値が高かったから良いというものではない。あ
くまでも，学生の傾向を示すひとつのデータとして捉えることが重要と考えられる。
　加えて，運動経験による比較を行うにあたり，以下のような課題が挙げられる。本研究では，中学高校で
の運動経験をもとに，「運動活動歴（長）群」，「運動活動歴（短）群」，「運動活動歴（無し）群」と便宜的
に群分けを行った。これらの群を設定するにあたり，具体的な継続年数を把握していないことから，運動継
続年数の平均値や中央値をもとに群分けすることができていない。したがって，運動経験が社会情緒的コン
ピテンスに与える影響を検討するためには，運動の継続年数を詳細に把握し，その平均値や中央値を用いて
正確に群分けを行う必要がある。そして，教科指導以外の活動において社会情緒的コンピテンスが育成され
る可能性が指摘されていることからも，運動のみならず，学生の幅広い活動経験を合わせて調査することで，
社会情緒的コンピテンスの詳細を明らかにすることが，今後の課題として挙げられる。

結　　語

　本研究は，大学 1年生の社会情緒的コンピテンスの特徴を明らかにするため，情動コンピテンスプロフィ
ール日本語短縮版を用い，「自己領域」と「他者領域」に着目して検討を行ったものである。これまでの運
動経験や性別，学問領域による比較を行った結果，以下のことを明らかにした。
　1） 「運動活動歴（長）群」は，「運動活動歴（短）群」と比較して情動コンピテンススコア，自己領域スコア，
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他者領域スコアが有意に高いことを明らかにした。また，「運動活動歴（長）群」は「運動活動歴（無
し）群」と比較して自己領域スコアが有意に高いことを明らかにした。

　2） 女性は男性と比較して他者領域スコアが有意に高いことを明らかにした。
　3） 社会系は理学系の学生と比較し，情動コンピテンススコア，他者領域スコアが有意に高いことを明ら

かにした。
　本研究の結果は，学生の社会情緒的コンピテンスの傾向を示すものとして，今後の授業設計やカリキュラ
ムを検討するための有用な知見となりうる。
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注

1． 現在，体育学科の学生はカリキュラムの関係で，学科指定のクラスで受講している。
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はじめに

　本大学日本語講座においては，20 年以上に亘り，日本語学習者である留学生の日本語クラスに，本学日
本人学生１がボランティアとして参加する活動が行われている。当初はいわゆるゲストとして留学生の日本
語の学びを支援することを目的としていたが，現在は，留学生はもちろんのこと，ボランティア日本人学生
（以後ボランティア２）にとっても変容の機会の場と捉えられている（田川，2023）。ボランティア募集に際
しても，活動の展望として留学生の「友人」，「協働のパートナー」となり得ること，また，参加が「成長の
機会」となることが提示されている（日本大学日本語講座ボランティア募集ページ）。ボランティアが本学

＊E-mail: kubo.kazumi@nihon-u.ac.jp 投稿：2023年1月26日　　受理：2024年2月27日

留学生とボランティア日本人学生の
協働型活動への自己評価の分析

キーワード：日本語教育，協働的活動，留学生，ボランティア，国際共修

This study presents an analysis of the factors that led to active participation of international students 
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学部・大学院在学生であること，またボランティアに応募する際に，これらの展望に応えて参加を決断して
いるであろうことを考えると，彼らを一時的なアシスタントやゲストとしてではなく，学びの主体として扱
う配慮が必要となってくるであろう。
　カリキュラムとしては，2016 年より留学生とボランティアが協働的な活動を行いながら，学びを深める
選択授業（IE：文化，CO：交流，CR：創造）の導入がなされ（田川と中村，2018），協働的な活動が促進
されてきた。しかし，ボランティアの参加は，このような予め協働的な学びを前提として計画されている選
択授業においてのみならず，必修授業においても行われている。必修授業は，習熟度（初級前半・後半・中
級前半・後半・上級）別に四技能（話す・聞く・書く・読む）を網羅的に学ぶためのクラスである。教科書
に沿ってスケジュールが組み立てられることから，選択授業と異なり，常に協働的な活動に主軸をおいてク
ラス活動を構成できるわけではない。本研究では，そのような制約の多い必修授業の一環として行われたボ
ランティア参加クラスにおいて，参加者が自らの活動を協働的であると肯定的に評価した場合，何が要素に
なりうるかをアンケートより探るものである。

１　活　動

１．１　参加者
　参加者は中級前半レベルの留学生と，当該クラスに配属されているボランティアである。ボランティアは，
日本大学の学部・大学院在学生で，日本語講座のボランティア募集を見て自ら応募し，規定のオリエンテー
ションを受けた後，登録した者である。留学生は週 5日 1日当たり 2時限 180 分，総時間 150 時間の必修日
本語クラスを受講している。必修授業のうち，通常週 1回 1 時限分 90 分が「ボランティアセッション」に
割り当てられており，ボランティアと留学生が共に授業に参加している３。本活動は各学期の第 4～ 5週目
にて行われていることから，活動前には，第 1週目のオリエンテーション週を除いた第 2～ 4週目にて，既
に 2～ 3回のボランティアセッションが実施されている。

１．２　活動の詳細
　本活動４は，必修中級前半クラスの一環として，既習の教科書の内容を深め，交流を促進することを目的
とした学外活動として行われたものである。通常のボランティアセッションを延長し，当日は 2時限分 180
分および休み時間相当の 10 分を加えた計 190 分を利用した。活動は留学生とボランティアが少人数グルー
プに分かれ，グループごとにポイントを集め，最終取得ポイントをグループ間で競うオリエンテーリング式
である（活動の要点は表 1に記載）。
　具体的には，全員で日本橋近くの「三越前駅」に移動した後，グループでの活動に移行する。各グループ
は地図や説明プリントを元に，候補地として挙げられている場所を訪問することで，各場所に予め付された
ポイントを集める。ポイントは，ア）候補地での全員での記念写真撮影，イ）候補地特有の体験とその証拠
写真（例：神社でおみくじを引く），という二点の活動により付与される。候補地が多岐にわたること（例：
神社，東京証券取引所，ポケモンショップなど）や，ア）については，集合場所である日本橋より遠方の候
補地で撮影された写真には特に高ポイントが与えられることから，グループの中で，どこを選んで訪問する
かについての話し合いが欠かせない。
　さらに各グループは，教科書の内容５を深めるため，日本橋近辺に設けられている日本各地のアンテナシ
ョップのうち一箇所を訪問し，ショップ内の観光案内所にてインタビューを行うこと，またその店で翌週に
クラス全体で分け合って食せる土産物を購入することが求められている。ポイントの取得に関する話し合い

日本大学FD研究　第11号　61－69　2024

─ 62 ─



に加えて，各アンテナショップの開店時間，条件に合った土産物選びなどの様々な点を考慮しながら，計画
を立てることが必要となる。
　本活動開始以前には，同じ日本橋周辺にて，同様のインタビュー課題を自由な名所探索と組み合わせた活
動を実施したことがあった。しかし，その際，インタビュー後の行き先が決まらないまま時間を持て余す，
話し合いが進まないなど，協働的な活動に発展させらなかった場面が多く見られ，その反省から，グループ
ごとにポイントを集めるという具体的な仕掛けを加えた本活動が構成された。池田（2007）は，日本語教育
における協働の概念として，五つのキーワードである「対等」，「対話」，「創造」，「プロセス」，「互恵性」を
挙げているが，本活動における取り組みもこの 5つのキーワードに分析でき（表 2），協働的な活動として
構成されていると言える。

２　調査と結果

　活動後，参加者には自らの協働的活動についての自己評価を求めるアンケート調査を行った。アンケート
は匿名で答えるもので，紙または google form のどちらかで回答するように依頼した。調査内容は積極性に
関する質問二問（Q1・2）と協調性に関する質問二問（Q3・4）について 1（いいえ）から 4（はい）の四段

表 1　活動の要点

表 2　本活動における協働の概念
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階で評価を行うもので，同時に評価の理由を書く欄と自由記述欄も設定した。設問にはすべて英語訳がつい
ており，また参加者も日英両語での記述を可とした。回答の結果は，以下の通りである（表 3）。四項目平
均では，留学生は 3.77，ボランティアは 3.65，全体では 3.69 となっている。
　今回はこの中から，四項目平均が，回答者全体の四項目平均を上回る回答者に注目し，それらの回答者が
理由・自由記述において，何に着目した結果，協働的な活動において肯定的な自己評価を下したかを分析し
た。テキスト分析に当たっては，樋口（2004）を参考に，KH Coder（3.Beta.07f）を使用した。次回への展
望や改善点についての記述については分析対象外とし，別途（③および 2．参照）記すこととした。英語
での記述は，著者の意図的な翻訳による影響を排除するために，google translate による機械翻訳を用いて
日本語化した。その後，誤字脱字の修正，表記の不一致の統一，クラス内の個人名については「人名」，今
回訪問地である「日本橋」以外の地名については「地名」に置換した。以上の分析用データをKH Coder に
読み込ませ，形態素解析によりテキストから品詞別に抽出語を抜き出し，データベースとする前処理をおこ
なった。その際に，「アンテナ」「ショップ」のように別々に抽出された語であっても複合語として捉えたほ
うが良い語については，強制的に切り出す作業を行った。またオフィシャルブック（樋口ら，2022）に準じ，
「一般的すぎる語」として「─と思う」「─と考える」を検索対象外にした。その後，頻出語の抽出，Ward
法の階層的クラスター分析を行った。

①　留学生の結果
　総抽出語数は 600 語，異なり語数は 206 語，そのうち分析された語は 155 語であった。そのうち，使用頻
度が 3回以上の語について分析する。表 4のうち「とても」に相当する「特に」は除外して分析した。
　図 1は，上記の語彙を出現パターンの組み合わせにどのようなものがあったのかを探索するために，階
層的クラスター分析（最小出現数 3，方法：Ward 法，距離：Jaccard）を行った結果を示すデンドログラム
（樹形図）である。
　クラスターAは「観光地」「学ぶ」で構成されている。「留学生にとって観光地に訪れるのは，文化を学
ぶために大事だと思います（学生 5）」などがその例である。
　クラスター Bは「日本橋」「行く」「面白い」「楽しい」である。日本橋に行くことへの面白く楽しいと
いう印象が述べられている。「とても楽しかったし，ボランティアと協力して活動することができました。」
「私のグループが場所を 3つしか行きませんでしたが，ゆっくり歩いたので，楽しかったです（学生 12）」
という記述があった。
　クラスター Cは「勉強」「地名」「知る」「ボランティア」「特産品」が含まれ，ボランティアと過ごし，
タスクであるアンテナショップでの土産物の購入という活動を通して，ある特定の地域について学びがあっ
たことを指摘している。「ボランティアが長崎ではカステラが人気だと教えてくれました（学生 8）」「とて

表 3　全体アンケート結果
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も楽しかったし，福島のことをもっと知ることができました（学生 2）」という記述が見られた。

②　ボランティアの結果
　総抽出語数は 1830 語，異なり語数は 433 語，そのうち分析された語は 317 語であった。コメントのうち，
4回以上使用されたボランティアの頻出語彙順位の上位 32 語を用いた。頻出語彙は表 5のとおりである。
　図 2は留学生の場合と同様に階層的クラスター分析（最小出現数 3，方法：Ward 法，距離：Jaccard）を
行った結果を示すデンドログラム（樹形図）である。
　クラスターAは，「場所」「行く」「話す」「インタビュー」「決める」で構成され，今回の課題であるグル
ープごとに訪問場所やインタビュー内容を決めるという活動についての指摘である。グループ内で決めなく
てはいけないことがあるために，活動が促されたことがうかがえる。「グループで行く場所を決める時やイ
ンタビューをする内容を決める際に話すことができました（ボラ 22）」「地図を一緒にみたり，行きたい場
所を話し合い時間内に集合できた（ボラ 5）」などの記述があった。
　クラスター Bは「多い」「グループ」「会話」が含まれ，グループでの会話が多く交わされたことについ
ての指摘である。「グループとしては普段の授業の時よりも笑顔や会話が多く，和気あいあいとした雰囲気
だった（ボラ 8）」などの記述が見られた。
　クラスターCは，「人名（固有名詞）」「地名（固有名詞）」「たくさん」「アンテナショップ」「日本橋」が含まれ，
今回中心的な課題である日本橋や，各地のアンテナショップに行ったこと，そこでの発見行動への指摘であ
る。「日本橋にアンテナショップがたくさんあって，びっくりしました（ボラ 29）」「その時間で福島のパン
フレット見てコミュニケーションを取ることができたので，有意義な時間の使い方ができたと思います（ボ

表 4　抽出語と出現回数（留学生）

図 1　階層的クラスター分析（留学生）
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表 5　抽出語と出現回数（ボランティア）

図 2　階層的クラスター分析（ボランティア）
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ラ 6）」がその例である。
　クラスターDは，「留学生」「知る」「活動」「日本」「楽しい」「ボランティア」「時間」である。ボランテ
ィアとして留学生に対して楽しく日本を知ってほしいという気持ちと自ら楽しむ気持ち，関係性の中でこの
活動が留学生にとってどのような活動であるか意識する意見が見られた。「ボランティアの時間がとても楽
しい（ボラ 10）」「楽しく日本のことを知って欲しかったから楽しく活動したかった（ボラ 13）」「この活動
を通じて留学生と交流しながら，日本人である私も知らなかった日本のことを新たに知ることができたので
とても有意義な時間でした（ボラ 16）」という記述が見られた。
　クラスターEは「考える」「楽しむ」「協力」「話し合い」で構成され，話し合いを中心に主体的に協力し，
楽しむ姿勢が見受けられる。「訪れたことがない場所が多い中でも，みんなで楽しみたいと考えていたから
（ボラ 8）」「学外活動の時だけでなく，話し合いの時から協力して考えることができたから（ボラ 20）」がそ
の例である。
　クラスターFは「人」「意見」「聞く」「自分」「周り」「楽しめる」「参加」「積極的」が含まれ，お互いの
意見の評価と積極的姿勢についての指摘であり，自覚的に協働的な活動に取り組んでいた様子がうかがえる。
「積極的に参加するほうがより楽しめる（ボラ 29）」「周りの意見を取り入れつつしっかり自分の意思もつた
えられた（ボラ 5）」などである。

③　その他の自由記述
　一方で，四項目平均が全体の四項目平均値より低かった回答者の意見についても触れておきたい。平均値
以下だったのは留学生 4名，ボランティア 9名である（表 6）。
　これらの回答者の見られた特徴的な記述について指摘しておきたい。一つは，該当ボランティアの「2週
連続，体調不良でこられなかったため（ボラ 24）」「先週休んでいたため（ボラ 9）」など，自分のクラスへ
の出席率の低さへの指摘である。活動についての主な説明は当日出発前に行われていたため，過去の欠席が
活動内容の理解を阻んだと考えにくい点が興味深い。また，当該留学生 4名のうち 3名がボランティアの優
しさや手伝ってくれたことなど，ボランティアの活動中の態度について肯定的に記述をしている点（「ボラ
ンティアが優しかった（学生 6）」「ボランティアはとてもやさしくてよく手伝ってくれる（学生 11）」）も興
味深いと言える。

表 6　全体評価平均値以下の参加者のアンケート結果
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３　まとめと今後

　本研究では，留学生・ボランティアが共に参加する活動において，協働的に活動できたと肯定的に評価す
る場合，どのような要因があるのか明らかにするため，自由記述について階層的クラスター分析を行った。
　留学生にとっては，新たな経験・知識を得られること，そして楽しめる・面白い環境であることが肯定的
な評価に結びついており，ボランティアにとっては，課題遂行時にグループ内で主体的に決定する機会があ
ること，会話ができること，活動に発見があること，お互いが楽しめる環境であること，積極的であること
や協調的であることへの自覚的な態度を持つことが協働的活動への肯定的な自己評価を持つきっかけになっ
ていることが分かった。
　両者の意見を総合的に考えると，留学生・ボランティアにとって発見がある／主体的な意思決定の機会が
ある／自由度があり交流を図る時間がある／楽しく活動に取り組める環境である／参加者が積極的であるこ
とが円滑な活動に結びつくことを自覚できる設定である，という点に考慮することで留学生とボランティア
が協働的であると意識できる活動へ結びつくと考察される。その一方で，ボランティアにとっては自らの出
席率，留学生にとってはボランティアの手助けへ注目が強く向いた場合，他の参加者に比べ，協働的に活動
できたことへの実感が減ることが示唆された。
　今回，提案として「活動時間の延長」についての記述が多く見られたことも指摘しておきたい（留学生 6名・
ボラ 2名）。授業そして講座全体の構造上，これ以上活動時間を延長するのは難しい。時間的な制約がある
ことで，行き先についてグループ内で意思決定をする必要性が高まり，協働へのきっかけにもなっている可
能性もあると考える。しかし，今後の実施に際しては，事前活動にて活動時間を周知するなどの工夫が必要
であろう。
　近年，日本人大学生と留学生が共にグループになって協働的プロジェクト型タスクを行う「国際共修」の
試みが広がっている（坂本ら，2017）。国際共修とは「言語文化背景の異なる学習者同士が，有意義な交流
により自己理解を深めながら新たな価値観を創造する学習体験」（末松ら，2019）であり，通常は両者が同
一の授業を履修し，その枠組みの中で活動が行われるものである。しかし，今回のような留学生の教育を主
目的とするような日本語教育カリキュラム，そして更に制約の多い必修クラスにおいても，ボランティアで
ある日本人学生が留学生と共に「有意義な交流により自己理解を深めながら新たな価値観を創造する学習体
験」は実現できるのではないだろうか。本取り組みを広げ，留学生・ボランティア両者が，学びの主体とし
て協働的に活動していけるような機会を増やしていきたい。
　また従来，協働的な活動を促進するに際しての具体的な仕掛けについては，各教員の経験値によって工夫
されることが多かった。今回得られた知見を活用し，さらに他の授業内容においても応用できるのか，対象
人数・授業内容を広げ，探っていくことを今後の課題としたい。
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注

1． 本研究で扱う活動においては，本大学在学中の日本語母語話者がボランティアとして参加している。しかしながら，ボラ

ンティアは必ずしも日本語母語話者や，日本人学生に限定して募集されたものではなく，本学大学の学部・大学院に在学

していれば留学生でも応募資格がある。

2． このような立場の日本人学生については，「ゲスト」「ビジター」，また留学生に対して「国内生」と呼ばれることもあるが，

本稿では本講座での通称である「ボランティア」を使用する。

3． ボランティアは他にも講座が開催するイベントや「ラウンジ」と呼ばれる共用スペースでの余暇時間，さらには個人的な

企画を通して，留学生や他のボランティアと交流する機会が与えられている。

4． 初級においての取り組み，および同様のオンライン上の活動については，奥村と久保（2020），久保と奥村（2021）を参照

されたい。

5． 教科書は 2018 年度，2019 年度は『上級へのとびら』（岡ら，2009）で，当該学習項目は第 1課「日本の地理」である。

2023 年度は『タスクベースで学ぶ日本語中級 1』（国際基督大学教養学部日本語教育課程，2022）を主教科書としており，

当該項目は第 4課「旅の計画を立ててみよう」であるが，補助教材として上記の『上級へのとびら』第 1課「日本の地理」

も用いた。
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１　はじめに

　商学部のＦＤ活動は，本部ＦＤ推進センター中期計画および本学部のディプロマ・ポリシーなどに依拠し
た本学部ＦＤ委員会ミッションに基づいて実施されている１。本稿は，2022 年度，このＦＤ委員会ミッショ
ンの内容を実現すべく実施した「商学部ＦＤウィーク 2022」の内容について報告するものである。
　2022 年度の商学部ＦＤ活動は，教員が公開する授業を互いに参観し，授業参観後の意見交換会を企画し
実施した。授業参観した教員が授業から何を学び，授業参観後の意見交換会でどのような議論があったのか，
そこから本学部の教員が何を学びとったのか詳しく記述している。本学部教員はもとより，他学部の教員の
方々にも，授業の方法，学生からの質問の受け方や学生へのフィードバック，学生のケア等，教員が日頃直

＊E-mail: kishimoto.tetsuya@nihon-u.ac.jp 投稿：2023年2月9日　　受理：2023年4月14日
† 本稿の執筆にあたって，後藤裕哉氏，烏山芳織氏，田中真理子氏（いずれも商学部教務課）に資料提供等でお世話になった。
記して謝意を表わしたい。

活動報告

商学部ＦＤウィーク2022

キーワード：授業参観，授業参加，双方向の授業，学生へのフィードバック，学生のケア

During the FD Week 2022 at College of Commerce, we exchanged opinions on what we noticed when 
we visited each other's open classes. The 15 classes held from November 4 to 17, 2022 included face-to-face 
classes, online classes using Zoom, and full on-demand classes delivered using class videos. At the opinion 
exchange meeting held on November 17th, the three instructors, who had received high evaluations from 
students, introduced key points from their own lessons. We discussed how to take questions from students, 
provide feedback to students, care for students, and so on. The following is a summary of the ideas and 
initiatives that can be used as a reference. (1) Teachers spend a certain amount of time refining class 
content and giving lectures using a variety of teaching materials and tools. (2) Teachers encourage students 
to actively participate in classes. (3) Teachers set aside time for students to exchange opinions with each 
other during class and let them share their thoughts. (4) Teachers prepare and review lessons by presenting 
assignments. (5) Teachers provide appropriate feedback in response to student questions regarding class 
content.

Keywords:

class observation, class participation, interactive class, feedback to students, care for students
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面している課題について共感していただけるところが多くあるのではないかと思う。教員の方々の授業改善
に少しでもお役に立てるようなヒントが見つかることを願っている。
　本稿の構成は，次のようなものである。この章に続く第 2章では，本学部のＦＤ活動を支えるミッション
と中期計画の概要について説明した後，商学部ＦＤウィーク 2022 の概要についてまとめている。第 3章は，
2021 年度の学生の授業評価アンケートで評価の高かった授業を担当した 3名の教員による「私の授業　ポ
イント紹介」の発表内容を紹介している。第 4章は，授業参観後の意見交換会でグループ別の特定課題につ
いて議論された内容をまとめている。そして，最後の第 5章では，商学部ＦＤウィーク 2022 の全体を総括し，
今後の課題を提示している。

２　商学部ＦＤウィーク2022

　ここでは，商学部ＦＤウィーク 2022 の具体的な活動内容の紹介に入る前に，本学部のＦＤ活動が依拠し
ている本学部のＦＤ委員会ミッションの内容がどのようにＦＤ活動に落とし込まれているのかという点を確
認しておきたい。

２．１　本学部ＦＤ活動の考え方
　現在の本学部のＦＤ活動は，本部ＦＤ推進センター中期計画（令和 3年度から令和 5年度）および本学部
のディプロマ・ポリシーなどに基づき作成された本学部ＦＤ委員会ミッションの実現を目指し実施されて
いる。
　本学部ＦＤ委員会ミッションは次の 4項目から構成されている。
①　 日本大学教育憲章および商学部ディプロマ・ポリシーに基づく教育を行うための，教育研究能力の獲得
を目指す。

②　教員の教育研究活動等の自己点検・評価の実施により，教員の能力向上を推進する。
③　商学部ＦＤ活動の成果とその充実を支援する情報を収集し，学部内外へ効果的に発信する。
④　商学部ＦＤ活動の改善を図る組織的取り組みを実施する。
　この本学部ＦＤ委員会ミッションに基づき，令和 3年度から令和 5年度の中期計画において次のような活
動の目的を掲げている。本学部のディプロマ・ポリシー，特にグローバルビジネス社会に対応できる実学を
中心とする教育を行うためのＦＤイベントの企画開催等を通じて，全専任教員が学生への十分なフィードバ
ックを含めて本学ならではの授業（カリキュラム）プランニングができるための教育改善活動を推進してい
く，というものである。
　本稿で報告させていただく 2022 年度の商学部ＦＤウィーク 2022 における活動はこのような枠組みのもと
に実施された。2022 年度は特に，前年度の実践状況を授業評価アンケート等の結果から把握し，更なる教
育改善を図っていくことを目指したものとなっている。

２．２　商学部ＦＤウィーク2022の概要
　実施した内容は，対面授業・オンライン授業の参観とオンデマンド授業の視聴および授業参観後の意見交
換会である。教員から公開可能な授業を募った結果，対面授業・オンライン授業・フルオンデマンド授業，
合わせて 15 の授業が公開対象となった。Google Classroom に，「商学部ＦＤウィーク 2022 ～授業参観～」
のクラスを作成し，ＦＤウィークの概要や，公開される授業の一覧を掲載した。オンデマンドの授業の動画
もここにアップロードした。公開授業の参観・視聴可能期間は，11 月 4 日から 17 日であり，教職員が授業
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を選択して参加または視聴した。
　11 月 17 日，オンラインで約 1時間半，授業参観・視聴後の意見交換会を開催し，教職員 51 名が参加した。
表 1は意見交換会の予定された構成と時間配分である。意見交換会の第 1部は，授業取り組みのポイント
紹介ということで，学生による授業評価アンケートで評価点の高い教員 3名から，授業のポイントについて
それぞれ 6分の持ち時間の中で説明をしてもらった。この点については，第 3章で詳しく紹介する。
　第 2部は，授業参観・視聴の意見交換を行うために，Zoomのブレイクアウト機能を利用し，テーマ別に
7～ 8 人のグループで意見交換を行った。テーマとして，「学生からの質問の受け方・フィードバックの方
法」，「学生のケアについて」，「授業評価アンケートの利用について」等について話し合われた。この点につ
いては，第 4章において，どのような議論があったのか詳しくまとめられているので，ぜひ読み進めていた
だきたい。

３　私の授業ポイント紹介

３．１　佐藤　佑介准教授「健康とスポーツ」
　佐藤佑介准教授が担当する「健康とスポーツ」は，「健康」「スポーツ」「運動」をキーワードとして，受
講生が関連領域の知識を広げて深められるように，①健康とスポーツに関する基礎的な知識を修得すること，
②スポーツや運動が健康に与える影響について学ぶこと，③健康的にスポーツや運動を実践するための方法
論について理解すること，④スポーツやトレーニングを実践，継続するための理論を把握することを目的と

表 1　商学部 FDウィーク 2022 意見交換会
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している。
　4つの目的の達成をめざして，受講した学生が，①健康とスポーツに関する基礎的な知識を説明できるよ
うになること，②現代社会におけるスポーツの役割について論じることができるようになること，③スポー
ツや運動の実践に，科学的根拠や理論を応用できるようになることが授業の到達目標である。
　授業は教室で対面の講義形式を基本とし，Google Classroom を活用して毎回課題が提示される。授業目
的を達成するため，①受講生間の共同作業や討論，②個人の意見を他の受講生が共有する機会，③毎回の事
前学修（課題）をもとにした反転授業などの学修方略を展開している。
　PowerPoint のスライドは一部を資料として配付するが，受講生自身の能動的な授業参加を促すねらいか
ら，すべてのスライドを配布することはない。PCやスマートフォン等の通信機能付き電子デバイスを持参
して受講することを推奨している。
　受講生の授業参加を促進するため，例えば，集団討論を活発に進めるための仕掛けづくりに力を入れてい
る。まず，授業前に当日の授業にかかわる資料を Google Classroom にアップロードして，あらかじめ授業
内容を学修させて意見や感想などを提出させる。授業では，冒頭で提出された意見や感想などを紹介して授
業への内発的動機づけ２を高め，授業をとおして楽しみながら受講する状況をつくるようにしている。
　その後，受講生は教室内の近接した席の人どうしで少人数の集団に分かれ，一人ひとりが学修した内容を
説明し意見を交換する。集団内で意見交換が終わった頃を見計らって席替えをさせ，新たな集団のなかで再
び意見を交換する。併せて，事前学修に関連する概念や理論などの専門知識を適宜講義して，受講生が基礎
的な素養を学び身につけるようにしている。
　このように，受講生が授業前にその内容に関心を抱くような課題を与え，授業中に参加する集団討論に積
極的に動機づけるような働きかけをすることで，討論に能動的に参加しつつ発言内容が講義による専門知識
によって補足されることによって理解が深まり自信につながると思われる。さらに，討論の内容をまとめる
ため，Google Forms，Mentimeter，text mining などを活用して見える化し，事後学修への動機づけを高め，
同時に自己効力感３の向上を感得できるようにしている。
　15 回の授業の各回は前後に関連づけられて全体が構成され，前回→今回→次回の一連の流れを形成して
いる。また，受講生に対して双方向で授業が行われていることや，講義中に内容に沿って実際に身体を動か
すよう受講生に指示するなど，一方的で単調な授業にならないように努めている。

３．２　中川　充准教授「経営戦略論」
　中川充准教授からは「経営戦略論」について，「授業課題へのフィードバック」「テストへのフィードバッ
ク」に的を絞った，7分弱の授業紹介がなされた。この授業は 2年生以上を対象とする半期科目であり，
2022 年度はオンデマンド形式で行われた。Google Classroom の登録者数が 340 名のクラスである。コロナ
禍によりオンライン授業になってから，同科目の授業は同時双方向形式で実施されてきた。しかし，2022
年度は対面授業が増えたこともあり，どのような環境であっても受講しやすくするため，オンデマンド形式
で授業を行うこととなった。
　本授業で中川准教授が留意したのは，今後の授業の進め方や，課題への解答時の注意事項，どういう点に
気をつけて受講してほしいか，などを繰り返し伝えることによって，受講生が学修そのものとは異なるとこ
ろで戸惑わないようにしたことである。また，オンデマンド形式は受け身の受講になりがちであるため，授
業に参加している感覚を受講生が持てるように工夫した。
　受講生は指定された動画を視聴した後，課題に取り組む。各回の課題へのフィードバックでは，受講生の
優れた解答や特徴的な解答を紹介したり，皆の解答を一覧にしてGoogle Classroom で提示したりした。受
講生には，解答一覧に目を通し，自分の解答との共通点・相違点を認識した上で，他者の解答に対して建設
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的なコメントを寄せ合う（書き込む）ように呼びかけた。この取り組みの狙いは，他の受講生たちの多様な
解答・考え方を知ることによって刺激を受けたり，自分の解答に対するコメントをもらうことで満足感・や
りがいを得たりすることである。この解答一覧について受講生は新鮮に感じたようである。
　テストはオンラインでの中間テスト・期末テストである（不正と誤解されるような事態をなるべく予防
し，受講生の不利益とならないようにするため，曜日・時限を指定して実施）。基本的な用語や概念の理解
度チェックとして選択式の問題を出した。テスト実施後，受講生の得点の分布を示し，各問題のポイントな
どを動画で説明した。この動画によって，受講生は自分の解答が間違っている理由や，自分の理解不足の点
がどこにあるのかを知ることができる。中川准教授によると，動画の作成に多少の手間はかかるが，復習と
して効果的だと感じているとのことであった。

３．３　名児耶　富美子准教授「ゼミナール4」
　名児耶富美子准教授からは「ゼミナール 4」の授業について，8分弱の授業紹介がなされた。本授業は
3年生以上を対象とする後学期科目であり，2022 年度は主に面接授業で行われた。授業内容は研究テーマで
ある「アプリケーションの設計と開発」のうち，各自がプロトタイプ（模型）の作成を通してアプリケーシ
ョンの提案を行い，チームメンバーからフィードバックを得ながらビジネスモデルを構築するというもので
ある。
　授業紹介では，「ゼミナール 1」から「同 4」までと「卒業論文」を加えたゼミナール活動の全体像が示さ
れ，その中で 3年次前学期からの学修目標であるプロトタイピングの技法についての紹介がなされた。具体
例として，卒業生が作成したベビーシッターマッチングアプリのプロトタイプを取り上げ，学生自身がペー
パープロトタイプからモックアップ（スマートフォンやタブレット PCで見られるような画面設計）に仕立
てるまでの手順について概説した。このプロトタイプのモデルについて，作成者自身がプレゼンテーション
を行い，他のメンバーからいかに意見を引き出し，多様なフィードバックを得るかという活動が「ゼミナー
ル 4」では重視されている。
　今回，授業参観の対象となった「分析・仮説」の工程は，フィードバックに基づいた柔軟なモデル改良
を可能にすることを目的としたもので，いわゆるアジャイル開発の手法に基づいている。ここで重要なこ
とは，
　① フィードバックを行う側（聞き手）は，後述するリーンキャンバスの各要素を自分なりに検討して，発
表者に質問や提案を行う。

　② フィードバックを受ける側（話し手）は，すべての提案や要求を採用できるわけではないことを認識し
た上で，採用できない場合にはその理由を明確に説明する。

の 2点であると指摘する。
　①に挙げたリーンキャンバスとは，A4サイズ 1枚でスタートアップのビジネスモデルが可視化できると
いうツールである。ただ，これを学生個人で作成するのは非常に難しいので，本学非常勤講師である小倉博
行先生のご協力を得て，ゼミナールの特別講義では全員でリーンキャンバスを作成するという取り組みも行
っている。
　名児耶准教授が学生に繰り返し伝えているのは，「日本大学商学部の 4年間で学修する経営，会計，法律，
保険，マーケティング等の分野について，担当の先生にどんどん質問して，自分のゼミで作成しているビジ
ネスモデルを洗練することを心がけてほしい」という点である。これは，商学部での総合的な学びを本ゼミ
ナールで体系的，実践的に活用していくことにほかならない。「先生方の授業が，このゼミナールの中で生
かされてきていることが，このリーンキャンバスを見るとわかるようになっています」と名児耶准教授は結
んでいる。
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４　授業参観後の意見交換会

　授業の進め方や学生への対応に関する 4つのテーマに対し，全 6グループに分かれ，Zoomのブレイク
アウト機能を使って議論を行った。以下ではそれぞれのテーマごとの主要な論点および意見について概観
する。

４．１　テーマA　学生からの質問の受け方・フィードバックの方法
　この問題に関しては，面接（対面）授業とオンライン授業にわけて議論がなされている。

（１）質問の受け方
１）面接授業の場合
　面接授業では，授業時間内に質疑応答の時間を設けると同時に，Google Classroom 内に質問を受け付け
る場所，例えば質問用の Google Forms を用意するという 2つの方法を併用するケースが多く見受けられ
た。コロナ禍以前より LMSであるNUe を活用している教員も見られたが，オンライン授業を契機として
Google Classroomや Google Forms といった双方向型のコミュニケーションツールの利用が定着し，面接授
業においてもそれが効果的に活用されるようになったことがわかる。

２）オンライン授業の場合
　オンライン授業の場合，上記の面接授業と同じく Google Classroom や Google Forms のような双方向型
コミュニケーションツールの利用が多く見受けられた。
　これに加えてオンラインの場合は Zoomのチャット機能と Google Classroom のストリーム機能の使い分
けについての意見も見られた。オンライン授業の場合，教員が授業中に対応すべき作業が多いため，質問を
受けるツールを絞り込まないとコントロールが難しいことが挙げられる。
　さらに Zoomのチャット機能をうまく使うことで，受動的になりがちなオンライン授業を活性化させるこ
とができる可能性も示唆されていた。例えば質問に限らず，学生がそのとき感じた感想や疑問など積極的に
チャットに書き込むことを促すことで，学生の理解が高まった事例も報告されていた。

（２）フィードバックの方法
　面接授業における個別質問については，フィードバックも個別対応になるため，とくに議論すべき項目は
なかったが，Google Classroomや Google Forms を活用する場合には面接，オンラインともに質問者の匿名
性に関する議論が見られた。Zoomの場合は限定公開コメントを使えば対応できるが，Google Classroomや
Google Forms の場合はそれができない。そのため全員が共有すべき重要な質問等については，本人への許
諾確認，イニシャルでの公開など何らかの工夫が必要であることが議論された。

（３）問題点
　学生からの質問対応に関する問題点として，対応の煩雑性が指摘されていた。ツールが多様化して便利に
なる一方，さまざまなツールごとに対応しなくてはならないため教員の負担が大きくなっている。また個別
対応のツールであるが故に，同じ質問に対して何度も回答をしなくてはならないという問題も指摘されてい
た。これらの問題については，質問期間を限定する，時間によってツールを指定する，回答を動画化して対
応するなどのアイディアも提供されていた。
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４．２　テーマB　学生のケアについて（授業での声かけ等）
　この問題に関しての論点は大きく 2つである。

（１）学生の発言促進と授業での共有・活用方法
　一方通行とならないように，多くの教員がグループワークやディスカッションなど，講義の方法を工夫し
ているものの，発言をする学生が限られてしまったり，学生に問いかけても狙った反応を得られなかったり
という課題が指摘され，教員からも具体的な方策が提案されている。とくにGoogle Forms など双方向型コ
ミュニケーションツールをうまく活用することの有効性が指摘されている。
　また学生一人ひとりをきちんと見ていることを示すことの重要性も指摘されている。少人数クラスの場合
は名前を覚える，巡回中に声をかける，休みが続いたときにGoogle Classroom を介してコミュニケーショ
ンをとるなど，小さな積み重ねが学生の参加意欲の向上につながる点が挙げられている。

（２）学習意欲に差がある学生への配慮
　まず参加意欲や積極性が低い学生への対応という議論がなされている。この問題は例えば１年生の自主創
造の基礎などでは，グループワークへの参加意欲がそのまま出席率の低下につながるため，何らかの配慮が
必要であることが指摘されている。
　また複数の学年が混在する授業では，学年間でどうしても知識や経験に差が生まれるため，それがそのま
ま参加意欲の差につながる点が指摘されている。ただその対応については，グループの組み方，組み替えな
ど教員の積極的な対応の必要性が主張される一方で，ある程度の働きかけをしても態度変化がない場合は，
あえてそれ以上関与しない方がよいという指摘も見られた。この問題は編入・転籍入学者においても発生し
ていることもまた指摘されている。

４．３　テーマC　参観授業について
　このテーマに関しては，個々の授業に対する感想や教員に対する質問が挙げられていたが，本稿の趣旨を
鑑み論点の紹介にとどめておく。

（１）学生へのインセンティブについて
　受講生からの優れた質問を引き出すためのインセンティブに関する議論が見られ，ポイントを与えること
で積極的な質問が生まれることが事例として紹介されている。

（２）授業における工夫と情報共有
　面接授業では前回，今回，次回への一連の流れ作りや双方向，ペアワークの方法，オンデマンド授業では，
動画作成スキルなど，教員ごとにさまざまな工夫が見られることから，Google Classroom 等を通じたノウ
ハウ共有の仕組みの必要性が論じられていた。

（３）オンデマンド授業継続の是非
　上記に関連して，オンデマンド授業も多くの工夫がなされ，学生の知識習得や理解促進に有効な面もある
ことから，一律に面接授業にするのではなく一部はオンデマンド授業も継続してもよいのではないかとの指
摘が見られた。
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４．４　テーマD　授業評価アンケートの利用について
（どのように利用しているのか，アンケート以外にどのような方法で学生の意見を集めているか）

（１）実技科目のアンケート
　このテーマに関しては，現行のアンケートが実技科目仕様ではないことから，体育担当教員が独自に組織
的な対応をしていることが報告されている。これはアンケートの実施だけでなく，情報の共有にまで及んで
いる。

（２）アンケートの活用
　前述の体育担当教員グループでは，種目を選んだ理由（抽選科目の需要把握），実技への不満（学生への
フィードバック）など，そもそも目的意識を持った上でアンケート項目が設定されていることが報告されて
いる。

（３）分野ごとのアンケート，共有の可能性
　現在実施されているアンケートが，科目や分野固有の課題に対応していなかったり，その後の活用が難し
かったりすることがあるため，領域ごとにアンケートを実施したり，情報共有を行ったりすることの必要性
についても議論がなされた。

５　むすびに

　令和 4年度の商学部ＦＤウィーク 2022 は，教員が授業参観から学んだことについて意見交換し，自身の
授業に生かすことを目的に実施した。具体的には，「一方向的な授業にならないように留意している」「動画
のどこについて話しているのか，矢印で示すなどして明確になるよう工夫されていた」「前回の授業と今回
の授業との関連づけ，また次回の授業への繋げ方が見事である」「英語による説明と日本語での説明の切り
替えが見事であることや，受講生のペアワークがうまく行われていた」などの感想にもとづいて，受講生の
評価が高い授業の構成や進め方などを論議した。
　高評価の授業について，参考になる工夫や取り組みをまとめると次のようになる。
①　一定の時間をかけて授業内容を練り上げ，多様な教材や教具を使って講義している。
②　受講生を授業に参加させるように働きかけている。
③　授業中に受講生どうしで意見を交わす時間を設けて考えを共有させている。
④　課題などを提示して授業の予習・復習をさせている。
⑤　授業内容に関する受講生の質問などに適切にフィードバックしている。
　以上の諸特性を検証しつつ，参考にすべき工夫や取り組みを引き続き探究することを今後の課題としたい。
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注

1． 今までの商学部のFDに関する取り組みについては，松原・髙久保・竹林・武田（2022）が詳しくまとめている。

2． 内発的動機づけは，知的好奇心，達成感などの総称で，行動や学習自体に内在する推進力を意味する。デシ（デシ・フラスト，

1999）によると，人は自分自身の内から生ずる楽しさ，達成感，充実感などの内的報酬による動機づけのほうが，やる気

や意欲が持続するという。

3． 自己効力感は，ある状況下で必要な行動を効果的に遂行できるという確信を意味する。バンデューラ（バンデューラ，

2019，2020）の社会的学習理論によると，ある行動が導く結果の期待とその行動を遂行できるという効力の期待とから成

り立つ。自己効力感によって行動の選択，持続性，努力量などが影響されるという。
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1．はじめに

　本報告は，2023 年 12 月 9 日に日本大学経済学部本館 2階大会議室にて開催された全学FDワークショッ
プ＠経済学部・理工学部・短期大学部（船橋校舎）の概要を述べたものである。本ワークショップは理系学
部と文系学部の教員が含まれていることから，文理に共通することを前提にした初年次教育のカリキュラム
プランニングをその目的として設定した。
　ワークショップで使用した教材は，2018 年度版の「全学FDワークショップ」のものを基本としているが，
ワークショップの目的を達成するために，一部を改変し使用した。本稿では，ワークショップの概要と各グ
ループの議論の上で提示されたプロダクト，総括について報告する。

＊E-mail: muraoka.tetsurou@nihon-u.ac.jp 投稿：2023年1月25日　　受理：2024年2月29日

全学ＦＤワークショップ
＠経済学部・理工学部・短期大学部（船橋校舎）報告

キーワード：ＦＤワークショップ，初年次教育，理工学部，短期大学部（船橋校舎），経済学部

This is a report on whole faculties FD workshop at Suidobashi Campus which was held on December 
9th, 2023. The theme of the workshop was solving the problem of the freshman education in College of 
Science and Technology, Junior College (Funabashi Campus), and College of Economics. There were 21 
participants from three Colleges. They planned the curriculum by discussing the study objectives, learning 
strategies and evaluations, throughout the discussion at small group work and plenary session.

Keywords:

FD workshop, First year experience, College of Science and Technology, Junior College (Funabashi 
Campus), College of Economics

１）日本大学経済学部，２）日本大学理工学部
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2．全学 FDワークショップ＠経済学部・理工学部・短期大学部（船橋校舎）の実施概要

　全学FDワークショップ＠キャンパスの実施にあたり，経済学部および理工学部のFD委員会を中心に企
画をし，本部で開催されている全学FDワークショップでタスクフォースとしてかかわった教員を中心に運
営の詳細を検討した。2023 年 10 月 24 日には，経済学部本館 2階大会議室において本ワークショップの運
営に関わる理工学部と経済学部の教職員による対面での打ち合わせおよび会場の確認を実施し，進行分担の
確認等を行った。
　ワークショップの参加者を教職員 18 名程度とし，それぞれの学部から参加者を募った結果，表 2に示す
21 名が参加を表明した。これらの参加者をA，B，Cの 3グループに分け，ワークショップを実施した。ワ
ークショップの日程は表 1に示す。実際の運用は，ほぼ予定通りに実施された。

表 1　全学 FDワークショップ＠経済学部・理工学部・短期大学部（船橋校舎）　日程表
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表 2　参加者及びスタッフ名簿
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3．プロダクト概要

　ワークショップにおけるプロダクト概要について，各セクションの説明に沿って以下に示す。

a）　開会式
　本ワークショップの趣旨と教育改善へ向けた全学的な取り組みとの関係が説明された。また，文系学部と
理系学部との共同での取り組みであることが説明され，文理融合のプロダクトへの意識づけが成された。

b）　ワークショップの進め方
　ワークショップについて，その定義，原理，およびその期待効果について説明がなされ，続いて，グルー
プワークの進め方（役割分担）と全体討議の議論などのワークショップの進め方が説明された。

c）　初年次教育の問題点抽出のためのKJ法・二次元展開法
　このセッションでの出発点となる初年次教育の問題点抽出については，事前課題として参加者に予め問題
点抽出を行って参加してもらう形式とした。そのため，日本大学教育憲章，初年次教育の重要性，KJ 法に
ついては資料を事前提供した。二次元展開法の実施方法は当日に説明された。
　KJ 法においては，Google Jamboard を用い，関連する意見が出やすいようにした。初年次教育の問題点
の指摘においては，関連する教育憲章能力，自主創造の 3つの構成要素，8つの能力を意識することが指示
された。3グループに共通する問題として「学生の意識の問題」が取り上げられていた。最終的に，各グル
ープからは以下の「初年次教育の問題点」を踏まえたニーズ（授業の一般目標）が抽出された。
　A：生成AI が急速な発展を遂げる中，価値を生み出す人材となるために必要なことを修得する。
　B：社会の多様性を考慮した情報共有能力を修得する。
　C： 日本大学で学ぶモチベーションを醸成し，大学共通基盤（キャンパス，カリキュラム）と学部独自プ

ログラムを理解した上で，グループワークに必要なコミュニケーション力を涵養する。

d）　学修目標
　はじめに，学修のプロセスに基づいて，初年次教育の問題点をカリキュラムへ展開する流れが提示された。
カリキュラムの三要素（目標，方略，評価）のサイクルを認識することの重要性が協調された上で，的確な
学修目標を設定することの必要性が説明された。授業の計画を策定するにあたっては，ミクロレベル～ミド
ルレベル～マクロレベルの関係性を理解した上で，ミドルレベル，マクロレベルで検討された能力ごとの学
びの深さとの関係も示したカリキュラムプランニングが求められることが説明された。各グループでの検討
の結果，学修目標の中でも Goal を達成するために，具体的・個別的に修得すべき項目である個別行動目標
（SBOs）が表 3のとおり提示された。

e）　学修方略
　カリキュラムの三要素のサイクルに従い，学修のプロセスにおける学修方略の位置づけが示された。学修
方略とは何かという説明の後，学修方法の種類，学修のピラミッド，学修方略選択のポイントが示された。
また，授業運営において考慮すべき学修のための資源についても説明があった。各グループは表 3に示され
た個別行動目標に対して，学修のタイプ，種類，時期，人的資源，物的資源，コマ数，予算を決定した。各
グループでの検討結果はそれぞれの特徴が出ており，100%能動的学修というグループもあれば，50％超が
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表 3　各班の個別行動目標（SBOs）
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受動的学修というグループもあった。

f）　学修評価
　最後のセッションにおいてもまずは学修のプロセスにおける位置づけが確認された。そして，学修評価が
どのようなものであるかの説明があり，どのような原則の下で評価手順が実施されるべきであるか説明され
た。参加者は学修目標と学修評価の関係を理解した後，各グループで学修目標と学修方略の再検討をし，評
価計画の妥当性，客観性，効率性などを考慮して評価の方法を検討した。さらにチェックリストと評価尺度
を作成した。3グループとも形成的評価がメインとなっており，対象領域は知識が最も多く，態度・技能が
同程度であった。

g）　閉会式
　全体総括および協力，企画，運営に対して謝辞が述べられた。
　また，今回出された意見や結果を，今後の教育活動や講義に活用していってほしい旨が述べられた。

4．総　括

　事後アンケートの結果（表 4），ワークショップにおいて一定の効果があったことが示された。ただし，
ワークショップの内容が初年次教育の問題点から学修目標，学修方略，学修評価へと進むにつれて「理解で
きたが応用力は不十分」の割合が増えていたことから，自身のカリキュラムプランニングにおいては各自の
更なるFD活動が必要であると考えられた。
　本ワークショップは理系学部と文系学部の共催という形を取った。この点に関して「学部・学科の異なる
教員とのグループだったので，普段接しない考え方やアプローチがあり，参考になったこと」「他学部（文
系学部），他学科との交流が持てたこと」「文理融合でワークショップを行い，理工学部の先生方の意見が参
考になったこと」というように評価する声が聞かれた。＠キャンパス＝単一学部とせず，複数学部共催とい
う形で開催したことのメリットが多少なりともあったのだと思われた。
　限られた時間のワークショップでは限定された成果に留まるかもしれないが，過半数の参加者はワークシ
ョップが長いと感じていた。予めスライド資料などを配付することなどをはじめとして様々な工夫をこらし，
ワークショップがコンパクトでより効果的になるよう，ワークショップ自体も進化する必要があるだろう。

5．まとめ

　本ワークショップにより，参加者は日本大学教育憲章や自主創造の 3つの構成要素と 8つの能力を強く意
識してカリキュラムプランニングを行う手法を理解し，半数程度は応用力も身に付いたと感じていた。
　参加者の多くが本ワークショップの価値を認める一方，時間的拘束に不満を感じる参加者もおり，資料の
事前配布など，ワークショップ自体も進化する必要があると思われた。
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表 4　事後アンケートの結果
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※１）「令和5年度 日本大学 学生FD CHAmmiT」学生スタッフ， 
２）「令和5年度 日本大学 学生FD CHAmmiT」公募ファシリテーター， ３）日本大学商学部商業学科3年， 

４）日本大学松戸歯学部歯学科2年， ５）日本大学生物資源科学部バイオサイエンス学科1年， 
６）日本大学通信教育部商学部商業学科3年， ７）日本大学理工学部物質応用化学科1年， ８）日本大学商学部商業学科1年， 
９）日本大学国際関係学部国際総合政策学科4年， 10）日本大学経済学部経済学科4年， 11）日本大学工学部情報工学科4年， 

12）日本大学商学部会計学科3年， 13）日本大学法学部政治経済学科2年， 14）日本大学工学部 環境安全工学科１年

は じ め に

　「日本大学 学生 FD CHAmmiT」とは，全国の大学が集結する「学生 FD サミット」の「日本大学版」で
ある。「学生 FD サミット」とは全国の大学から学生 FD 活動に取り組む学生・教員・職員が一堂に会し，
各大学における活動や成果を発表しあい，大学教育における課題等を共有し，議論する場である。一方，

「CHAmmiT」とは，chat と summit をかけ合わせた造語であり，大学をテーマに友だちとチャットをする
ように気軽に話し合い，その成果を発表する場である。私たちが学ぶ大学での教育をより良くしたいという
思いに基づき，学生のみならず，教職員が参加していることも大きな特徴である。
　日本大学の FD 活動の歴史について少しだけ紹介すると，活動が始まったのは平成 20 年からであり，大
学の創設された年から考えるとはるかに歴史は浅い。しかし，他大学の FD 活動に参加し，熱心に情報収集
した先輩方の尽力もあり，「日本大学　学生 FD　CHAmmiT　2013」の 1 回目が開催された。この 1 回目
の日本大学による「学生 FD サミットモデル」が画一されたことで，現在までの FD 普及の足掛かりとなり，
今年度も同様に開催されるまでに至っている。この歴史の浅い新たな活動がここまで評価され今日まで続い
ていることは，ＦＤ活動関係者一同感慨深いものがある。
　今回で 11 回目を迎える「令和 5 年度日本大学 学生 FD CHAmmiT」（以下，CHAmmiT）は，対面形式
で開催され，230 名の参加があった。今年度のテーマは，「あなたにとって大学とは何ですか？～日大教育
の未来を語ろう～」である。昨年度のテーマに「日大教育の未来を語ろう」を加えたことが特徴である。学
生生活に関して幅広い内容を話し合える環境は残しつつ，CHAmmiT の原点に返り，より教育改善に重点
を置くことを意図してテーマ設定をした。

相﨑大地１），３）， 荒木姫菜子１），４）， 根岸啓斗１），５）， 垂見麻衣１），６）， 望月咲優１），７）， 沈　恩妃１），８）

竹田蘭丸１），９）， 山本峰広１），10）， 渡　祐太１），11）， 大久保真菜１），12）， 大賀尚輝２），13）， 早乙女雅哉２），14）

 投稿：2023年1月16日　　受理：2024年2月29日

「学生が変える日本大学」
─「令和5年度 日本大学 学生FD CHAmmiT」に関する報告書─

学生レポート
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1．今年度の「CHAmmiT」の概要と流れについて

1－ 1　第 1回スタッフミーティング（令和5年 6月 24日）
　第 1 回ミーティングは，学生スタッフと教職員を交えてオンラインにて開催し，互いに自己紹介をして交
流を深めることになった。CHAmmiT の概要説明と，役割決めを行い，今年度の CHAmmiT で行うメイン
のテーマについても，例年の成果を参考に議論した。アフターコロナとなった今だからこその「大学の在り
方」とは何なのか。その意図に沿いながら新しい教育改善につながるテーマを検討した。様々なバックグラ
ウンドをもち，目的意識の下，各学部から集まったスタッフだからこそ，互いに初対面にもかかわらず，活
発な意見交換をすることができた。

1－ 2　第 2回スタッフミーティング（令和5年 7月 15日）
　第 2 回ミーティングでは，今年度のテーマが「あなたにとって大学とは何ですか？～日大教育の未来を語
ろう～」に決定した。昨年度のテーマを踏襲しつつ副題を定めることにより，昨年の議論をより掘り下げて
いくことが目的である。今年は本番までの期間が短くなった影響で，ファシリテーション研修の機会だけで
なく準備時間も減少することが予想された。そこで，キャプテン主導の下，有志にてオンラインでの研修も
計画することになった。
　「思い描いた大学生活を送れていますか ?」というテーマで，CHAmmiT 本番を想定した本格的なファシ
リテーション研修を行った。ついては，今年から原則対面授業となったことによる，アフターコロナを意識
しての議論を重ねた。I Ｃ T ツールを活用した対面授業やオンライン授業とのハイブリッド化，講義動画の
必要性など，授業に関係することも含め，他学部や他大学との交流の少なさや設備面の不安を指摘する学生
も見られたことが印象深い。

1－ 3　第 3回スタッフミーティング（令和5年 8月 8日）
　第 3 回ミーティングは，「あなたが大学に望む教育はなんですか？」，「あなたにとって大学とはなんです
か？」をテーマに話し合い，ファシリテーション研修を行った。
　第 3 回は，前回の研修に比べて画期的な意見も出される一方で，議論を進めるうちに自分が入学時に求め
た理想と現在とのギャップに触れ，問題点について述べていたグループも多くあった。大学が何のためにあ
るのかを改めて全体で再確認するとともに，現状との違いを深く考察できるミーティングとなったことは明
らかである。

1－ 4　第 4回スタッフミーティング（令和5年 8月 22日）
　第 4 回ミーティングも対面での開催となり，本番と同様の時間をかけ，アイスブレイクからセッション 1
～ 3 まで通しての研修が行われた。今回から積極的に公募ファシリテーターが練習に参加することになり，
学生スタッフもより気を引き締めて研修に取り組むことになった。
　学生スタッフからはまだファシリテーションに不安な声もあったが，定期的なオンライン研修の成果もあ
ってか，初回に比べてたどたどしさは減った印象である。近年，対面での授業が増えたものの，オンライン
授業でのメリットが活かされないまま対面授業に戻るのは勿体ないと考える学生が多く，理想に向けて学生
の高い学修意欲が表出するような議論となっていたように感じられる。
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1－ 5　第 5回スタッフミーティング（令和5年 8月 30日）
　第 5 回ミーティングは対面のみでの開催となり，当日運営の流れを確認しながら，ファシリテーションマ
ニュアルの読み合わせを行った。セッションでの立ち回り方を確認したことで，残りのミーティングの少な
さを再認識することになり，より緊張感を持ったファシリテーション研修となった。
　セッション 1 の「大学で，何を，何のために，どのように学びたいと思う？」は，時間の関係上，割愛す
ることで，セッション 2「あなたが望む教育は何ですか？～あなたの理想は達成できていますか？～」と，
セッション 3「あなたにとって，理想の大学とは何ですか ? ～学部への提案～」の不安点や疑問点を集中的
に洗い出すことにつながった。
　またファシリテーションマニュアルに対し，質疑応答・意見交換の時間もあり，付箋の色やセッション 2
のグルーピングの仕方に関して検討することになった。ファシリテーションマニュアルをただ読むだけでな
く，しっかりとスタッフ間で確認し合うことで，それぞれが主体的に CHAmmiT 本番を意識しながらファ
シリテーションを行うようになった回と言える。

1－ 6　第 6回スタッフミーティング（令和５年8月 31日）
　第 6 回ミーティングも前回に引き続き，対面のみでの開催となった。ファシリテーション研修に加え，全
体の流れを確認し，疑問点の解消や場のまとめ方の練習もすることになり，ファシリテーターとしてのレベ
ルアップを図った。
　第 6 回は，あえて話し合いを乱す存在を 1 人グループに入れた状態で練習を行った。本番はそんな存在に
より，議論の紛糾が十分に起こり得る。時間が定められている以上，時間のロスは死活問題である。この回
により，話が脱線しないように誘導する能力や，内容を深堀りする能力，あらゆる想定外に対応する能力が
身に付いたのではないだろうか。また，些細なことにも多くの質問や同意，補足意見が飛び交っていた。大
学教育について，ますます考えが深まった証拠であると考えられる。残りの前日リハーサルも CHAmmiT
本番に向けて，最良の準備ができていたのではないかと，今では確信している。

1－ 7　第７回スタッフミーティング（前日リハーサル）（令和5年 9月 9日）
　第 7 回ミーティングは，日本大学 学生 FD CHAmmiT 前日に開催された。翌日の本番に向けて情報共有，
会場設営，アイスブレイク，セッション 1 からセッション 3 までを通してのリハーサルを行った。
　午前中は，各講堂の設営準備にあたる班，案内図やポスターの掲示にあたる班，オープニングとエンディ
ングの機材確認とリハーサルにあたる班に分かれ，スタッフ全員で協力して会場設営にあたった。通信教育
部の机を動かし，模造紙や付箋，マーカーなどのしゃべり場の準備を行った後，午後からは本番と同じよう
にリハーサルを行った。本番直前の緊張感からか，新たに疑問点が生まれ質問しているスタッフも多く，有
意義な時間にすることができたと言えるだろう。

1－ 8　令和５年度 日本大学 学生 FD CHAmmiT 当日（令和5年 9月 10日）
　令和 5 年度は，対面での開催となった。対面とオンラインのハイブリット形式で開催された昨年度とは異
なり，今年度は参加者全員が通信教育部に集い，学部，学年，出身を問わず活発な議論が行われた。
　スタッフは，参加者と見分けがつくように揃いの T シャツを身に着け，ネームプレートを首から下げて
ファシリテーションした。参加者にも同様のプレートを作成してもらったことで，顔と名前が一致しやすく，
互いに名前を呼びながら意見交換ができるということで好評であった。「直接」顔を合わせながら議論でき
た成果は大きい。昨年度のテーマを踏襲し，内容を掘り下げることを目的として設定した今年度のテーマに
よる CHAmmiT は大成功であった。
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1 － 8－ 1　10：30　スタッフ集合
　スタッフは，日本大学本部大講堂に集合した。今年度の CHAmmiT スタッフ T シャツを着用し，出欠確
認をした。

1 － 8－ 2　10：30～ 11：00　全体スタッフミーティング
　キャプテンからの挨拶後，ファシリテーションマニュアルを使っての流れの確認と業務連絡をした。スタ
ッフは役割に応じて，通信教育部の建物へ移動した。

1 － 8－ 3　12：00～　参加者受付開始
　参加者は通信教育部に集合し，スタッフの案内に従うことになるので，会場に参加者が揃うまでは機材の
最終確認や備品の確認，出席確認を行った。入室管理では，参加するグループ番号を事前に設定していたた
め，それぞれのセッショングループにおける人数調整の要否確認を行った。

1 － 8－ 4　13：00～ 13：25　オープニング
　オープニングムービーでは，芸術学部 3 年の山下さんが司会進行を務め，日本大学 FD 推進センター長を
務める松戸歯学部の河相安彦教授や生物資源科学部 3 年の田中キャプテンが挨拶をした。CHAmmiT の説
明と当日のテーマやスケジュールの共有，注意事項の案内が法学部 3 年の本間さんからあり，しゃべり場を
より楽しんでもらうためのコツが共有された。

1 － 8－ 5　13：２５～ 13：35　アイスブレイク
　メンバーが揃ったグループから，簡単な自己紹介と「今の学部・学科に入ってみて良いと思うところはどこ・
何ですか？」というテーマで，自由に会話を楽しんでもらった。各参加者には，自分のアイデアを A4 用紙
に書き出してもらい，学部の異なる参加者同士が初対面でも会話を楽しんでもらう機会とした。

1 － 8－ 6　13：35～ 14：10　セッション１「 大学で，何を，何のためにどのように学びたいと思いま
したか？」

　セッション 1 では，学部混合グループに分かれ，大学で学ぶ目的について議論した。このセッションでは，
参加者が普段の大学生活で「何を，何のために，どのように」学んでいるかを考えてもらう形式で意見の共
有をした。グループ毎，模造紙に各自の意見を付箋で張り出し，次に，各参加者が大学に通う目的を整理し
た上で，授業環境で良かった点，要望，改善すべき問題点について，意見交換を行った。日本大学に進学し
た理由や現在の目標を再確認することで，進学前に求めていたものや現状の困っていることを参加者自身で
整理してもらったが，そこには続くセッション 2・3 で意見を出しやすくする意図があった。

1 － 8－ 7　14：25～ 14：35　アイスブレイク
　学部混合で実施したセッション 1 とは異なり，セッション 2・セッション 3 は学部ごとのグループ編成で
行った。セッション 1 の前と同じテーマでアイスブレイクを行って意見を出しやすい環境づくりを図った。

1 － 8－ 8　14：35～ 15：20　セッション２「 『あなたが大学に望む教育は何ですか？』あなたの理想は
達成できていますか？」

　セッション 2 では，実際の授業環境における理想と現実を共有した。また，実際の授業環境で満足してい
る点・不満な点をピンク色の付箋で，理想とする授業環境を緑色の付箋でそれぞれ色分けして意見共有して
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もらうことで，授業環境の充実度を視覚的に把握できるようにした。理想と現実の意見出し終了後，付箋の
グルーピングを行い，各学部の理想の日大像・理想の学部像を確認した。

1 － 8－ 9　15：3０～ 16：20　セッション３「 あなたにとって，理想の大学とは何ですか？～学部への
提案～」

　セッション 3 では，同じ学部で集まってもらい，他学部で実施されているが，自学部に取り入れられてい
ない制度など，これまでのセッション 1 とセッション 2 で議論・共有した内容を基に，自学部と大学に提案
したいことについて話し合った。このセッションでは，学部提案書を作ることを目標にした。グループ参加
者は，自身が感じる不満点を改善するためのアイデアや他学部で実施されている有用な制度の共有を行い，
日本大学全学で取り組むべき企画や自学部で実施してほしい取組の案をまとめた。

1 － 8－ 10　16：25～ 17：00　エンディング
　エンディングでは，セッション 3 で作成した学部提案書の発表が部屋ごとに行われた後，Zoom に接続し，
芸術学部 3 年の山下さんが司会進行を務め，林真理子理事長，酒井健夫学長にご講評いただき，相﨑キャプ
テンが挨拶をした。その後エンドロールを上映し，部屋ごとに集合写真を撮影後，令和 5 年度 CHAmmiT
は閉会となった。

2．参加者の制作物の分析

　本節では，「令和 5 年度 学生 FD CHAmmiT」のセッション 1 ～ 3 の制作物の分析を行う。

セッション1　テーマ『大学で，何を，何のためにどのように学びたいと思いましたか ?』
　セッション 1 では，学部混合でのグループに分かれて，模造紙と付箋を用いて，「大学で学ぶ目的」をみ
んなで考えて話し合った。「何を」「何のために」「どのように」の 3 つの項目で分けて，大学で学ぶ目的や
実際とのギャップを挙げていった。次に良かった点，問題点，要望についても同様に挙げていった。学びを
アウトプットするためのグループワーク等の学生間交流についてや，Wi-Fi をはじめとする授業環境等につ
いての意見など，アフターコロナならではの意見が多く出たと感じる。また，コロナ明け初の完全対面での
開催ということもあり，緊張も見られたが，，つつがなく進められていた。

セッション2　テーマ『「あなたが大学に望む教育は何ですか ?」あなたの理想は達成できていますか？』
　セッション2からは，同学部で集まり，セッション１と同様に模造紙と付箋を使用した。セッション1では，
自分の大学に通う目的や授業環境で良かった点などを挙げてもらったが，セッション 2 からは，セッション
1 の内容を活かし，学生，教員と職員の 3 者の立場から意見を挙げてもらい，日本大学の教育の理想と現実
の差として，「各学部の改善できる問題点は何か ?」を「現実」と「理想」の 2 方向から深く掘り下げていった。
セッション 3 の学部提案書につながる大切なセッションであるため沢山の意見が出てきた。コロナ禍の影響
が強く残る学部からはコロナ以前のような授業形態を求める規制緩和に関する案，それ以外の学部では各学
部の特色をより活かせる改善案が出ていた。

セッション3　テーマ『「あなたにとって，理想の大学とは何ですか ?」～学部への提案～』
　セッション 3 では，セッション 2 と同様のメンバーで，これまで話し合ってきた内容を活かし，学部ごと
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に「理想の大学生活について」話し合った。そして，その内容をより具体的な提案書という形で記していく
にあたり，「学部を『理想の学部』にするための提案」，「日本大学を『理想の大学』にするための提案」の
2 つの項目について書いてもらった。これにより参加者もより明確に自分の考えを整理することができた。

学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

1－法学部 ａ．履修人数が比較的少ない授業でのグル
ープワークの実施

ｂ．法曹や公務員で活躍している卒業生の
方 と々の交流

ｃ．設備改善（Wi-Fiの接続の統一）

ｄ．学部内に発信できるツール

ｅ．4 年次の履修単位の改善

Ａ．PBL 授業の実施

Ｂ．CHAmmiTのような学部間交流

Ｄ．日大全体に発信できるツール

Ｅ．日大全体の組織内の管理の徹底

2－文理学部① ａ．レポートの提出をオンラインに統一

ｂ．教職課程を受講している学生に対して
の時間割の配慮

ｃ．オンデマンド授業の時間割

ｄ．学部内での様 な々学科との交流機会

ｅ．自習スペースや図書館の利用時間の延
長

Ａ．提出方法の統一化，シラバスに明記

Ｂ．教職課程と必須授業のカリキュラム改善

Ｃ．時間割を固定化させないようにシラバス
に明記

Ｄ．全学科共通科目の設置，学科内でのワ
ールドカフェの開催

Ｅ．目安箱の設置

3－文理学部② ａ．他学部と交流できる機会のある授業の
新設

ｂ．アクティブラーニングを取り入れた授業
の提供

ｃ．バーチャルリアリティ

ｄ．将来設計を学べる授業
（学部の OB・OGを招待した講演会など）

Ａ．「日大ブランド」の強化
学部学科が多岐にわたって交流できる大学

Ｂ．様々な専門的な知識に触れ，刺激を得
て将来設計を行い，着実に夢へのステップ
アップが踏める

Ｃ．学生・教職・教員の活発な意見交流

4－文理学部③ ａ．抽選科目の指定学年を3 年次からに引
き下げ

ｂ．抽選落ちして取れないことを防ぐために，
オンデマンド・対面の授業を選択できる

ｃ．空き教室の掲示

ｄ．連絡と履修登録を１つのサイトにまとめ
る

ｅ．コミッツの情報分割化

ｆ．体育館やプールなどの学生利用

ｇ．学祭での学科・クラスごとのイベント開
催

ｈ．学科のキャンパス案内を学生主体で行
う

ｉ．外国語ラウンジの定期開催（月1～ 2 回）

Ａ．他学部の講義受講（オンデマンド）

Ｂ．自主創造などの全学部共通講義の内容
の統一化

Ｃ．オープンキャンパスで学部案内を学生
主体で行える

Ｄ．STUの活用

Ｅ．電子学生証の作成
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学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

5－経済学部 ａ．授業時間を増やす

ｂ．公欠の人への対応方法をシラバスに記
載

ｃ．単位の取得上限を増やす

ｄ．交流スペースを増やす

ｅ．学生企画のイベントを作ることができる
環境を整える

Ａ．大学本部主導の施設の見学ツアー，全
学部対象の一斉授業イベントの開催

Ｂ．学内イベント用のポータルサイトの作成

6－商学部 ａ．授業内容にあった受講方法の選択

ｂ．オフィスアワー以外での成績基準，成績
方法について直接聞ける機会を増やす。

ｃ．教職員とイベントなどで対話する機会を
増やす

ｄ．設備の拡充（本の種類を増やす）

ｅ．システム改善（ポータルサイトの機能改
善，アプリ化等）

Ａ．学生・教職員双方が選べるようなシステ
ム

Ｃ．大学全体でのイベントなどの定期開催

Ｄ．学部関係なく休憩スペースの利用を可能
にする

Ｅ．大学全体での統一されたアプリ，サイト
の作成

7－芸術学部 ａ．連携プロジェクトの見直し

ｂ．学部内外の交流機会

ｃ．設備改善

ｄ．学祭実行委員と学生の関係構築

Ａ．個人留学の単位認定

Ｂ．全学部での交流機会や活動の共有

Ｃ．Wi-Fiなどの通信設備環境の整備

8－国際関係学部① ａ．オンデマンド授業の活用

ｂ．付属の高校生との交流

ｃ．出席確認のやり方の統一

ｄ．設備改善（Wi-Fi）

ｅ．入学の時期を変える（語学の資格を用
いた留学生限定での 9月入学）

ｆ．授業開始日より早い日での履修登録開
始日

Ａ．全学部での出席確認のシステムの統一

Ｂ．大学の SNS の活用，mini CHAmmiT
の開催

9－国際関係学部・短期大
学部（三島校舎）

ａ．授業の抽選制度の撤廃

ｂ．教材の Google Classroomでのデジタ
ル配布の統一

ｃ．政経・公民の教職課程の設立

ｄ．短大が履修できる国際関係学部の科目
を履修要覧でリスト化する

ｅ．段階を踏んで展開する科目（I.Ⅱ . Ⅲ ...）
では，飛ばして履修できないように履修条
件を厳格化

ｆ．図書館のコピー機の改善

ｇ．安定したWi-Fi

Ａ．近隣の学部との交流機会

Ｂ．全学部が共通で受講できるオンライン
授業（毎回違う学部のおすすめ授業が受け
られる等）

Ｃ．キャンパスのバリアフリー化

Ｄ．短大から編入できる学部の選択肢を増
やす
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学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

10－危機管理学部 ａ．「学びの手引き」「学修の手引き」の作
成

ｂ．丁寧な学部要覧の作成（履修モデル，
時間割モデルを学校側が作成，提示）

ｃ．Wi-Fiシステムの強化

Ａ．CHAmmiT の知名度を上げ，フィード
バックの質を上げる

Ｂ．学部間での相互履修制度の強化

Ｃ．Wi-Fi 設備の共通化

Ｄ．学部間で機器，設備の貸し借りの実施

11－スポーツ科学部 ａ．オンラインと対面のハイブリッド授業を
増やす

ｂ．教職免許の資格取得，トレーナーとして
の実践現場での経験

ｃ．留学生との交流を増やす

ｄ．Wi-Fiの設備強化

Ａ．各学部で海外研修のカリキュラムを取り
入れる

Ｂ．海外研修などの日大全体での交流を増
やす，学部間のイベント交流を増やす

Ｃ．学生証への電子マネーや学修履歴の機
能，不正出席の防止，学修意欲の低下防止

12－理工学部① ａ．資格を取得することを前提とした授業

ｂ．実務に近い授業内容

ｃ．ChatGPT などの最新技術を取り入れた
授業

ｄ . 単位認定の機会を増やす

ｅ．評価方法の変更

Ａ．TOEIC などの資格取得に重きを置いた
英語の授業の実施

Ｂ．資格を持って実際に働いている人を呼
んだ授業内容

Ｃ．新しい技術に対するルールの統一

Ｄ．セミナー参加による単位認定

Ｅ．GPAを GPとして，実務経験を基にし
た評価とする

13－理工学部② ａ．コミュニケーションの活性化

ｂ．空調の温度調整

ｃ．電気の通電（船橋キャンパス）

ｄ．1 限は選択科目のみ，2 限以降に必修
科目

ｅ．授業・テストのフィードバック（全体評価・
評価基準の公表・模範解答）

Ａ．経営者を呼んだ講演会

Ｂ．運動部以外もシャワーを利用できる仕
組み

Ｃ．徹夜で研究ができるように仮眠室（簡易
ベッド）の設置

Ｄ．最低限のフィードバック基準

Ｅ．TAにフィードバックの作成

14－短期大学部（船橋校
舎）

ａ．グループワークなどの能動的な授業の
実施

ｂ．授業のアーカイブ配信

ｃ．同じ学科の先輩との交流

ｄ．図書館の本の種類（専門書以外の小説
や教養の本）

ｅ．ロッカーの設置

Ａ．平日と土日授業での実施方法の改善

Ｂ．社会人との交流の機会を設ける

Ｃ．遅刻や欠席，電車の遅延などを登録で
きるシステム

15－生産工学部① ａ．他学部の授業を円滑に履修できる

ｂ．既に履修した科目（単位）をオンデマン
ドなどで学び直しができる環境

ｃ．ポータルサイトで時間割が必修科目と選
択科目の区別がつく

ｄ．安定したWi-Fi

ｅ．コンセントの増設

ｆ．カラープリンターの増設

Ａ．他学部の授業を円滑に履修できる

Ｂ．学部・学科間で交流ができる機会

Ｃ．日大生同士が交流できるコミュニティの
設置

日本大学FD研究　第11号　89－110　2024

─ 96 ─



学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

16－生産工学部② ａ．TAへの質疑を制限

ｂ．レベル別のクラス分けによる少人数体制
での授業

ｃ．提出物に対するフィードバック

ｄ．教養科目を他学部の先生に任せる

ｅ．専門の授業では企業やその道のプロに
授業展開してもらう

ｆ．空き教室の活用

ｇ．教室のモニター増設

Ａ．学友を作るコミュニティ

Ｂ．他学部や他学科の科目を卒業認定単位
として必修化する（オンライン授業）

17－工学部 ａ．第二外国語の授業の設置

ｂ．オンデマンド授業を増やす

ｃ．TOEIC などの資格の勉強サポート

ｄ．同じ科目に対する教材の統一と内容の
共有

ｅ．学部内での CHAmmiTのようなイベン
トの開催

ｆ．先輩との交流する機会を設ける

ｇ．システム改善（成績開示を早める）

ｈ．設備改善（クーラーの温度，カフェ，
食堂の音楽）

Ａ．授業時間内でのグループディスカッショ
ンの実施

Ｂ．相互履修制度の活用

Ｃ．日大ポイントの導入，ポータルサイトの
機能の充実

18－医学部 ａ．学生がカリキュラム策定に関わる

ｂ．研究や学会発表での経済的支援

ｃ．学生が学修に関して自由に意見交換で
きる場所を設ける

ｄ．設備改善（講堂，実験室の空調，音響
機器，解剖実験室の水回り，バリアフリー化）

ｅ．図書館での読める雑誌や本を増やす

Ａ．カリキュラムの策定段階から学生が意
見を述べる機会を作る

Ｂ．専門性の高い教育研究や研究支援制度，
学部生や大学院生向けの支援の強化

Ｃ．透明性の高い運営とクリーンな設備

19－歯学部 ａ．英語科目で歯科医療に関連する授業展
開

（英会話，英単語など）

ｂ．空き教室の共有化
（掲示板，Googleカレンダー）

ｃ．充電器を高速充電に変換

ｄ．コンセントの増設（講義室）

ｅ．空調の調整（3 号館）

ｆ．校舎・教室の開放時間延長

Ａ．英語授業の難易度を上げる

Ｂ．医歯薬系の他学部連携

Ｃ．連絡手段の統一化

Ｄ．安定したWi-Fi

Ｅ．購買での弁当販売
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学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

20－松戸歯学部 ａ．オフィスアワーの充実

ｂ．学生から教職員への授業評価を統一

ｃ．科目ごとに配布物を統一

ｄ．平常試験より国家試験につなげたカリ
キュラム

ｅ．課題・試験のフィードバック

ｆ．素点・偏差値の公開

ｇ．科目ごとに欠席に対する基準の設置

ｈ．個人学習スペースの充実

ｉ．実験自習スペースの充実

ｊ．挨拶をしっかりする

ｋ．縦のつながりを増やす

ｌ．OＢ．OＧ．先輩とのつながり

ｍ．社会と歯科のつながり

Ａ．授業評価を統一化

Ｂ．課題・テストのフィードバック

Ｃ．グループワークを増やす

Ｄ．欠席の基準を明確化し，周知する

Ｅ．安定したWi-Fi

Ｆ．自習スペースの充実

Ｇ．社会と職業の関わりが見える授業展開

Ｈ．学生・教員・職員が一緒に話し合えるよ
うな機会を周知する，開催する

21－生物資源科学部① ａ．学生主体の授業や体験型実習を増やす

ｂ．大学生によるイベントの企画

ｃ．他学部交流イベントの専用サイトの作成

ｄ．食券機を増やす

ｅ．設備改善

ｆ．学修施設の充実

Ａ．他学部の壁を越えた施設交流の普及

Ｂ．大学生がイベントを企画

Ｃ．Wi-Fi 環境の改善，情報共有の方法の
改善，一元化

Ｄ．他学部のキャンパスで授業・ボランティ
アを受講できることの周知

22－生物資源科学部② ａ．同名授業に対する授業評価の基準の作
成

ｂ．履修登録に不安がある学生への相談コ
ーナーの設置

ｃ．学科間の研究意見交換会の開催

ｄ．設備，環境改善（空調，Wi-Fi）

ｅ．キャンパスの案内板の改善

Ａ．履修登録に関する十分な説明とシステム
強化

Ｂ．学部間の研究意見交換会の開催

Ｃ．最適な温度，湿度を定期的に測定，ポ
ケットWi-Fi スポットの設置

Ｄ．キャンパス周辺での巡回バスの運行

23－生物資源科学部③ ａ．他学科との交流できる授業科目の新設

ｂ．学年問わず取れる，グループワークの
ある授業科目の新設

ｃ．先輩から履修登録のアドバイスを受けら
れる仕組み

ｄ．安定した空調

ｅ．安定したWi-Fi

ｆ．成績評価基準の統一化

ｇ．学部主催の交流行事の定期開催（文化
祭，スポーツフェスタなど）

Ａ．学部間で交流できる科目の新設

Ｂ．日大全学部合同の文化祭

Ｃ．グループワークの平等性
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3．参加者アンケート分析

　本章では，当日実施したアンケートを基に，「令和 5 年度 学生 FD CHAmmiT」について参加者の視点か
ら考察する。
　まず CHAmmiT の認知度に関する設問を分析していく。

学部 理想の学部にするため提案 日大教育の未来のビジョン

24－生物資源科学部④ ａ．受講したい科目が受講できるシステム

ｂ．試験等のフィードバック

ｃ．キャンパスアワーの延長

ｄ．留学生との交流機会

ｅ．図書館の空きスペースを1部屋分ラーニ
ングコモンズ横に設置

Ａ．サークルの補助金制度

25－薬学部 ａ．授業のアーカイブを残す

ｂ．アクティブラーニングの導入

ｃ．テスト後の点数開示・フィードバック

ｄ．成績の点数開示の徹底

ｅ．空き教室を解放して自習スペースに

ｆ．自治体と学部が協力して作る授業

ｇ．医療系の学部が交流できるコミュニティ
作成

Ａ．ハイブリッド授業の開催

Ｂ．１年次の課外授業の増設

Ｃ．シラバスに記載する成績評価基準を統
一する

Ｄ．ワールドカフェの1～ 4 年生全学年の
参加希望者が継続して参加できる

Ｅ．安定したWi-Fi

Ｆ．モバイルバッテリースペースの設置

26－通信教育部 ａ．開講されない授業の撤廃

ｂ．ハイブリッド授業の検討

ｃ．外国語科目の単位認定（中国語，フラ
ンス語，ドイツ語）

ｄ．地方スクーリングの充実化

ｅ．科目修得試験の全国統一開催

ｆ．授業・テストのフィードバック

ｇ．素点の公開

ｈ．対面サロンの開催

ｉ．年代別交流会の開催

ｊ．グループセッションのある授業

Ａ．相互履修に通信教育部も参加

Ｂ．他学部の科目が取れる

Ｃ．教員の採点評価基準の設定・公開

Ｄ．交流イベントの開催

Ｅ．掲示板の設置
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表 1－ 1　今回のイベント以前に「FD」について知っていましたか？

はい いいえ

人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 93 54.4％ 78 45.6％

令和 4 年度 97 52.2％ 89 47.8％

令和 5 年度 97 54.2％ 82 45.8％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

表 1－ 2　今回のイベント以前に「学生 FD」について知っていましたか？

はい いいえ

人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 84 49.1％ 87 50.9％

令和 4 年度 103 55.4％ 83 44.6％

令和 5 年度 83 46.4％ 96 53.6％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

　表 1－ 1と表 1－ 2は「FD」と「学生 FD」の認知度について昨年度，一昨年度の CHAmmiT 参加者ア
ンケートの結果と比較したものである。
　まず，表 1 － 1 からイベント参加者の「FD」についての認知度は昨年度と比べて今年度は 2.0％上昇して
いるが，令和 3 年度と比較すると 0.2％減少していることが分かる。他方，表 1 － 2 より「学生 FD」につ
いての認知度は昨年度と比べて 9.0 %減少している。
　以上の結果から，この 2 つの項目に大きな変化は見られないものの，今年を含む直近 3 年分の結果比較で
は減少傾向が見られ，改善の余地があることが分かる。特に，「学生 FD」に関する認知度については，次
年度の学生スタッフが決まり次第，認知度上昇のための取組，工夫を考えたい。
次に今年度の満足度や参加者の意識の観点から考察する。

表 2－ 1　「令和 5年度 日本大学 学生 FD CHAmmiT」は全般的に楽しめましたか？

非常に楽しい 楽しい 普通 あまり楽しくない つまらない

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 61 35.7％ 87 50.9％ 19 11.1％ 2 1.2％ 2 1.2％

令和 4 年度 73 39.2％ 89 47.8％ 22 11.8％ 2 1.1％ 0 0％

令和 5 年度 85 47.5％ 76 42.5％ 18 10.1％ 0 0％ 0 0％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成
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表 2－ 2　「令和 5年度　日本大学 学生 FD CHAmmiT」を通じて，「学生 FD」について理解を深めることはできましたか？

理解できた 概ね理解できた 少し理解できた 理解できない

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 101 59.1％ 63 36.8％ 7 4.1％ 0 0％

令和 4 年度 113 60.8％ 64 34.4％ ９ 4.8％ 0 0％

令和 5 年度 118 65.9％ 53 29.6％ 8 4.5％ 0 0％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

表 2－ 3　「学生 FD」をほかの学生・教職員にも紹介したいと思いますか？　また，その理由は何ですか？

はい いいえ

人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 161 94.2％ 10 5.8％

令和 4 年度 175 94.1％ 11 5.9％

令和 5 年度 169 94.4％ 10 5.6％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

表 2－ 4　「令和 5年度　日本大学 学生 FD CHAmmiT」を通じて，学部に戻り，
   「学生 FD」について何か行動を起こしたいと思いましたか？

必ず何かしたい
機会があれば

したい
学生 FD 組織が
あれば関わりたい

思わない わからない

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 33 19.3％ 94 55.0％ 15 8.8％ 12 7.0％ 17 9.9％

令和 4 年度 34 18.3％ 108 58.1％ 15 8.1％ 9 4.8％ 20 10.8％

令和 5 年度 33 18.4％ 118 65.9％ 7 3.9％ 6 3.4％ 15 8.4％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

表 2－ 5　「学生 FD」は，日本大学の教育（授業）改善につながると思いますか？

大いにつながる つながる 少しはつながる つながらない

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 84 49.1％ 60 35.1％ 25 14.6％ 2 1.2％

令和 4 年度 92 49.5％ 75 40.3％ 17 9.1％ 2 1.1％

令和 5 年度 104 58.1％ 59 33.0％ 15 8.4％ 1 0.6％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成
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　表 2－ 1から，「非常に楽しい」という回答は昨年度から 8.3%と大幅に増加しただけでなく，開催 11 回
目にして最も高い数値となった。「つまらない」「あまり楽しくない」と回答した参加者はいなかった。さら
に，「非常に楽しい」又は「楽しい」という回答は 90.0%となり，満足度はここ数年右肩上がりで上昇してい
る。頻繁に対面・オンライン研修を開催したことによるスタッフスキルの向上及び完全対面での開催となっ
たことが影響したと推測できる。
　表 2－ 2では，「理解できた」，「概ね理解できた」という回答が，95.5%を占めている。特に「理解できた」
は 65.9%と過去最高を記録した。よって，CHAmmiT は参加者が学生 FD についての理解を深めるために良
い効果があったと言える。
　表 2－ 3から，「学生 FD」をほかの学生・教職員にも紹介したいと感じた参加者が 94.4%いることが分
かった。CHAmmiT 参加者の満足度が高いことが推測できる。
　表 2－ 4を考察する。この表では，学生 FD 活動について「必ず何かしたい」，「機会があればしたい」と
回答した参加者は，昨年度よりも 7.9%と大幅に増加し，84.3%を占めた。「思わない」という回答は，昨年
度よりも 1.4%減少し，今年度 CHAmmiT が学生 FD の契機となり，参加者の意欲を高めることができたと
言えるだろう。
　最後に表 2－ 5を考察する。「学生 FD」が，日本大学の教育改善に「大いにつながる」，「つながる」と
回答した参加者は 91.1%であった。特に「大いにつながる」は 58.1%と過去最高を記録した。このことから，
ほとんどの参加者が学生 FD の教育改善への有効性を実感していることが推測できる。
　以上の結果から，今年度の CHAmmiT が多くの参加者にとって有益な経験になったことが推測できる。
また，CHAmmiT が参加者の学生 FD への理解を促進し，意欲を駆り立てることにつながったと考えられる。

表 3－ 1　次年度もこのようなイベントが開催されるとしたら，参加したいですか？

何があっても
参加したい

声がかかれば
参加したい

あまり参加
したくない

参加したくない
企画側として
参加したい

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

令和 3 年度 18 10.5％ 128 74.9％ 12 7.0％ 7 4.1％ 6 3.5％

令和 4 年度 33 17.7％ 139 74.7％ 9 4.8％ 3 1.6％ 2 1.1％

令和 5 年度 27 15.1％ 138 77.1％ 7 3.9％ 5 2.8％ 2 1.1％

出所　各年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成

表 3－ 2　今年度は完全対面開催でしたが，オンラインも併用した形式での
学生交流等のイベントはあったほうが良いですか？　

オンラインも
併用してほしい

対面のみで良い
オンラインのみで

良い
意見収集にしぼり

オンラインもあって良い

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

76 42.5％ 101 56.4％ 1 0.6％ 1 0.6％

出所　今年度の「参加者アンケート」の結果に基づき筆者作成
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　表 3－ 1から，「何があっても参加したい」と回答した参加者は 15.1%おり，昨年度より 2.6%低かった。
「声がかかれば参加したい」との回答は，昨年度から 2.4%増え，77.1%と非常に高かった。「あまり参加した
くない」，「参加したくない」という意見は昨年度より 0.3%高い 6.7%となっているが，変わらずイベントに
前向きな意見が多いと言える。
　次に表 3－ 2では「対面のみで良い」と回答した人が最も多く，全体の 56.4%を占めていた。一方，「オ
ンラインも併用してほしい」という回答は全体の 42.5%であった。対面とオンライン併用の両方が支持され
ていることが分かる。
　以上より，参加者は継続して次年度以降も CHAmmiT に参加する意欲はあるものの，「声がかかれば参加
したい」という受け身の姿勢の者が多い。そのため，教職員の方の力も借りつつ，積極的に参加を募ること
が重要であると考える。また，開催方法については対面参加のニーズの高さが窺える一方，オンラインを併
用することでより参加者のニーズに見合うのではないかと考えられる。

4．学生スタッフ・公募ファシリテーターからの所感等

「学生スタッフとして臨んだ初めてのCHAmmiT」　相﨑大地
（日本大学商学部商業学科 3年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ キャプテン）
　私が学生スタッフに応募した理由は，参加者として昨年度 CHAmmiT を経験し，良い印象を持ったから
である。特に，学生主体で大学・学部をより良くするためのイベントが開催されていることに強い感銘を受
け，応募を決意した。
　今年度，私はキャプテンを務めた。個人目標は「参加者にとって今までで一番楽しい CHAmmiT を実現
する」であった。そのため，事前準備が当日の出来を大きく左右すると考え，Zoom を用いたスタッフ研修
に特に力を入れた。そこでほかのキャプテン及び昨年度を経験したスタッフの力を借り，ホストを 7 人でシ
フトを組み担当した。本番前日までの 1 週間は特に力を入れ，研修を 18 回行い，ファシリテーションに不
安を感じているスタッフのスキル向上に務めた。
　迎えた CHAmmiT 当日は 230 名の方にご参加いただき，全てのグループで活発な意見出しが行われた。
また事後アンケートでは，参加者の 47.5%から「非常に楽しかった」，42.5%から「楽しかった」との回答が
寄せられた。「非常に楽しかった」という回答の割合は，2013年から続く歴代CHAmmiTの中で最も高かった。
この結果から，「参加者にとって今までで一番楽しい CHAmmiT を実現する」ことができたと感じている。
　来年度はスタッフ人数の増加に取り組みたい。今年度は 32 名だったため，OB の方々の力を借り，かつ
全員がファシリテーターを担当することになった。しかし，各スタッフに長所・短所がある以上，ある程度
は役割分担も必要だと考える。そのため，来年度は例年以上に教職員の方々と連携し，スタッフ募集に力を
入れたい。スタッフの人数を増やし，各自の長所が活きるように役割分担をすることで，より参加者の方々
に充実した話し合いの場を提供できればと思う。

「初参加のCHAmmiT」　荒木姫菜子
（日本大学松戸歯学部歯学科２年・令和５年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ キャプテン）
　初めにこの場をお借りして，今年度 CHAmmiT 関係者の皆様に改めて御礼申し上げる。
　新型コロナウイルス感染症が収束して初の対面開催を学生スタッフ 1 年目として乗り越えられたの
は，関係者の皆様のお陰だと感じている。学生スタッフとしては 1 年目と未熟ながらキャプテンとして
CHAmmiT に関わることができたことがとても良い経験だと思い，今でも噛み締めている。
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　松戸歯学部に FD 推進センターに関与している先生がいらっしゃることや文化祭の役員の先輩から
CHAmmiT という活動を教えていただいたことから興味を持ち，学生生活を自らの行動でより良くしてい
きたいと思い，今年度，学生スタッフとしての参加に至った。
　CHAmmiT 自体には当日の参加学生としての経験もなかったため，前年度までの経験者の先輩から学び
得ることが多くあった。その甲斐あり，キャプテンの１人として本番直前は経験者の先輩に混ざって今年度
から参加している学生スタッフのファシリテーターをアドバイスできるまでの実力になることができた。
　当日，私たちは個々がファシリテーター研修で積み重ねてきた経験を最大限に発揮できたと感じた。特に
最後に発表する学部提案書から成果の発揮を感じられ，担当していた班（学部）の意見をしっかりと引き出
し，学部への提案内容を限られた時間でより明確に提示できた。今回は初参加ながら，達成感を感じること
ができたのは，学生スタッフの仲間や教職員の皆様との連携がよく取れていたからこそ得られたものである
と考える。
　最後に改めて，関係者の皆様には心より感謝申し上げたい。今回の活動を通して，それぞれの学部の方々
が，学生生活委員会の先生方や教務課や学生課等の各課の協力を得て，より勉強のしやすい環境を得ること
ができれば幸いである。
　この FD 活動が将来の日本大学の発展に寄与することを願い，締めくくる。

「CHAmmiT 参加記：不祥事からの立ち直りと学び舎への新たな一歩」　根岸啓斗
（日本大学生物資源科学部バイオサイエンス学科 1年・令和５年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ キャ
プテン）
　昨今の日本大学の不祥事をどうにかしたいと思い，何か自分にできないかを考えていたところに，
CHAmmiT を見つけて参加した。
　最初は右も左も分からない状態で始まった CHAmmiT だった。私はこの場所でやっていけるのかと心配
だったが，先輩たちが丁寧に教えてくださったおかげで CHAmmiT に貢献することができた。キャプテン
としての仕事もさせていただき，チームの前線に立ち，不器用ながらも毎回のミーティングでチームを引っ
張っていけたと思っている。
　また私は，この CHAmmiT を通して多くのことを学んだ。チームで問題に取り組む力やファシリテータ
ーとしての能力など，普段では経験できないことができて非常に有意義だった。さらに問題に直面したとき
の柔軟性や問題解決能力の向上も，この CHAmmiT から得た大きな収穫である。計画どおりに進まない状
況に対して冷静かつ柔軟に対応することで，困難を乗り越える自信が生まれた。
　当日のファシリテーターはとても楽しく，同じ学部の学生や教授との会話ではとても共感のできる点が多
かった。皆同じ問題を抱えている点を共有したことで，自らの学部のことを改めて見直し，これから学部に
何が必要なのかを考えるきっかけになった。ファシリテーションのグループで書き上げた提案書が，これか
らの大学生活を変えていけたら，今回自分が参加した意味になると考える。
　最後に，今回の CHAmmiT で得た経験を生かし，来年参加する場合は先陣を切っていけるように努力し
たいと思っている。

「Challenging CHAmmiT」　垂見麻衣
（通信教育部商学部商業学科３年・令和５年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ マネジメント）
　この 3 年間学生 FD CHAmmiT に携わり，自学部だけでなく，全学での様々な良い変化が見えるように
なりとても嬉しく感じている。
　今年度の CHAmmiT は，完全対面式で開催された。これまでの過去２年間では，オンラインでの運営や
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担当をしてきたこともあり，対面で自学部のテーブルを担当できたことはとても光栄で新鮮であった。
　今年度はマネジメントとして運営に参加した。マネジメントを担当することで，それぞれが任される役
割によって負担の大きさが異なることを把握し，これまでのセクレタリーでの活動とは異なるものであ
るということを感じた。マネジメントでは毎度のミーティングの調整だけでなく，マニュアル作成など
CHAmmiT の中核的な役割を担当したため，短期間で書類を仕上げる必要性に駆られることが多く，チー
ムの協力が非常に重要とされた。誰か一人の協力が期日までに終わらないと，全体に迷惑をかけることがあ
り，細やかなケアが必要であった。しかし，今年度のマネジメントのメンバーは一人一人が当事者意識を持
ち，自己有用感を醸成しながら，プロジェクトに貢献できたのではないかと考える。
　課題として挙げるならば，初めて参加した時期から改善されていない点が継続して存在している点であ
る。CHAmmiT 本番まで十分な準備期間が確保されず，ファシリテーションの練習会を夏に集中させた結
果，バタバタ感が否めず，多忙なメンバーのオンライン参加を認めながらも，結果的に準備が不十分，そし
て方向性が定まっていないことが見られた。また，アワードのような別企画を検討しながらも，実際には
ほとんど行動に移されない傾向が続いている。こうした慢性的な「企画倒れ」を改善して，もっと丁寧に
CHAmmiT を開催し，開催後のイベントの時間を確保できるようになることを期待する。
　最後に，CHAmmiT は学生主体であるべきだと考える。時間の都合で学務課がイニシアチブを奪い，学
生不在のまま何かを決定してしまうのは学生主体とは言えない。何かを実現しようとする学生の意見を最大
限に取り入れ，共に全身する姿勢で今後の CHAmmiT を開催していくことを期待したい。

「初めてのCHAmmiT」　望月咲優
（日本大学理工学部物質応用化学科 1年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ　マネジメント）
　私は，今年度初めて CHAmmiT に学生スタッフとして参加させていただいた。私が今回参加した理由は
大きく二つある。
　第一に，入学当初に配布された「ミライヲツクル Learning Guide」という冊子で CHAmmiT の活動を知
り，他学部の学生との交流や教職員と教育について意見を交わすことができるということに惹かれたからで
ある。
　第二に，大学生になり，今まで自分が挑戦したことのないことをやってみたいと思ったからである。正直
にいうと，大学入学したての私にとって今の大学の教育に対する自分の意見というものはあまり持っておら
ず，，「日本大学の教育をより良くしていきたい」という思いはあまり持っていなかった。そんな私でも今回
CHAmmiT のスタッフとして参加させていただけたことに対して日本大学 FD 推進センターの皆様に感謝
を申し上げたい。
　さて，私は今回マネジメントという役割で CHAmmiT に関わらせていただいた。初参加のため
CHAmmiT で仕事の進め方が分からず，最初はマネジメントの仕事への取組が消極的になっていた。しか
し，昨年度の学生スタッフ経験者の方々が指示を出してくださり，次第に積極的に取り組むことができるよ
うになった。最終的には投げかけられた意見に対して自分の意見を伝えることもできるようになった。また
CHAmmiT の定期ミーティングの際には，学生スタッフの皆が優しく話しかけてくださったおかげで，毎
回のミーティングで様々な人と話すことができた。CHAmmiT の学生スタッフの皆にも感謝を申し上げた
い。
　CHAmmiT 全体を通して，私自身の反省点としては，CHAmmiT の全体像や仕事内容の想像がつかなか
ったとしても，自分の意見を伝えたり，スタッフ経験者の方々に積極的に質問したりと，もっとできること
があったのではないかということである。また，初参加ということを言い訳にして昨年度のスタッフの方々
に頼りすぎていた部分もあった。来年度の CHAmmiT からは，頼りになる学生スタッフの先輩方が卒業さ
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れ，私自身不安でいっぱいだが，私が今年度先輩方に助けていただいたように，来年度は学生スタッフ経験
者として CHAmmiT を盛り上げられるようにしていきたいと思う。今後の FD 活動のより良い発展を願い，
締めさせていただく。

「新しい自分につなげる経験としてのCHAmmiT」　沈恩妃
（日本大学商学部商業学科 1年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ アート）
　令和５年，韓国から来日し学生生活を始めた。2 ヶ月が経つ頃には，授業を受けることにも徐々に慣れ始
めたため，私は様々な活動に参加したいと思った。他学部，教職員，そして多くの日本人学生との交流に興
味があったからだ。私が学生 FD CHAmmiT に応募した理由はこのとおりである。
　学生 FD CHAmmiT では，日本大学各学部の学生が集まり，企画・運営からイベント開催までを行う。
これらは私にとって本当に新鮮であった。まだ留学 1 年目であるため，企画や運営に携わることは難しいと
思った。しかし，元々デザインを考えることには自信があったため，アートチームに志願した。
　今年度，私が取り組んだことは大きく 2 つある。一つ目に，ポスターと T シャツのデザインを制作する
ことであった。特にポスターは CHAmmiT を宣伝し，学生に伝える大事なものであった。私はデザインの
基本的な知識及び制作ツールに関する知識を持っていたので主に制作を担当した。最初に，デザイン案を 3
つ考え，アートチームの全体会議を通じて最終的に１つに決定した。次に，決定したデザインを元に更に良
い方向に修正を重ねた。最後に，アートチーム内部での確認及び学務課の確認を経て，実物の制作に進んだ。
　二つ目に，学生ファシリテーターとして練習を繰り返した。当初，ファシリテーターの練習では他学部の
話を聞くことに集中していた。しかし練習を繰り返すうちに，「このように話す方が良いかも」，「この内容
も CHAmmiT に合うかも」などと考え，より真剣に参加するようになった。他学部について深く知る機会
になったが，それ以上にファシリテーターとして話し合いをより良い方向に導く能力を成長させることがで
きた。
　最後に，学生 FD CHAmmiT への参加は他学部，教職員，そして多くの学生との交流を求めていた私に
とって掛け替えのない経験となった。日本大学の中で CHAmmiT が更に知名度を上げ，多くの学生にとっ
て他学部との交流の場になると同時に，日本大学の未来について忌憚なく語れる場になることを願う。

「四年間の軌跡～より良い日本大学になりますように～」　竹田蘭丸
（日本大学国際関係学部国際総合政策学科 4年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ インフルエ
ンサー）
　初めに，四年間，CHAmmiT に参画させていただいたことを感謝申し上げる。重ねて，今年度の
CHAmmiT にご参加いただいた全教職員，全学生にも感謝申し上げる。私が関わってきた四年間の
CHAmmiTは日本大学の変革期であったことを確信している。コロナによるオンライン授業の導入，理事長・
学生の不祥事による組織体制の問題といった大きな出来事があった。
　私が最初に CHAmmiT に参画した理由は，教育改善をしたい！というよりは，他学部の学生と活動でき
ることに一番の魅力を感じた。しかし，実際に活動してみると，意識の高い学生が多く，勉強になることが
多々あった。そして，四年間活動してきて見えてきたものは，「学部間格差」であった。私は，三島キャン
パスに通学しており，他学部のキャンパスと比較してみてもあまり先進的なシステムはない。そのため，活
動を通して様々な学部の状況を聞けば聞くほど格差に関しては敏感になった。
　今年度の私のスタッフの活動として注力したことは，スタッフ間のチームビルディングである。理由とし
ては，CHAmmiT のイベントそのものを成功させるためでもあるが，学部間格差を少しでもなくそうと考
えたためである。具体的には，スタッフ間での意見交換を円滑に進めようという狙いがあった。円滑になる
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ことで，スタッフ間においての学部の情報交換を促進させ，自学部でも活用できそうな案が見出しやすくな
ると考えた。また，16 学部交流のイベントはそんなに多くないため，「出会いを大事にしてほしい」という
想いも強かった点もある。
　CHAmmiT 当日は，301 教室の室長を務め，エンディングでは林理事長にお越しいただいた。室長制度を
導入してから二年目であるが，前年度においては連携が不足していたため，都度，LINE で連携を取り合う
ことで円滑に 4 時間を乗り切ることができた。当日，円滑にイベントを進めることができたのは，当日まで
のチームビルディングがあったからだと自負している。
　今後，CHAmmiT が続いていくという想定の下，私が唯一やりきれなかったことを記す。4 年間従事して
きて，年々イベントは進化し，成長していると感じている。しかし，意見の質や量は頭打ちであることも感
じている。そのため，「mini CHAmmiT」の開催を祈願したい。「mini CHAmmiT」の概要としては，16 学
部の学生が自学部のことを紹介するというものである。例えば，授業方針や設備，施設といった幅広いこと
を紹介する。その中で，互いに導入できそうなことを模索するという会である。意見が頭打ちしている原因
としては，他学部の制度や施設などを知らないため，意見に発展性がなくなってきていることが考えられる。
つまり，CHAmmiT でより質の高い意見や要望を出すためには，他学部を知る必要がある。その上で，他
学部の良いところを導入することにより，学部間格差もなくなると考える。
　最後に，改めて四年間 CHAmmiT のスタッフに従事させていただいたことに感謝する。また，少しでも
卒業した学生が誇りを持てるような日本大学になることを強く祈願して，締めくくる。

「『大学生らしさ・自分らしさ』の中心だった日本大学 学生 FD CHAmmiT」　山本峰広
（日本大学経済学部経済学科 4年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ　インフルエンサー）
　まず初めに，今年度の CHAmmiT を共に作りあげて下さった全ての学生・教職員の方々，そして日本大
学 FD 推進センターの方々に改めて御礼申し上げたい。
　私がこの CHAmmiT に初めて参加したのは大学 2 年次で，この頃は新型コロナウイルス感染症拡大の影
響でオンライン授業が継続されている最中だった。大学への通学のため希望を胸に上京をしたが，誰とも会
うことができず，ただパソコンの前で授業を受ける日々。そんな中，この団体の存在を知り，様々な学生と
一つの目標に向かって協力しながら突き進む経験を得たいと考え参加を決めた。そして今年はメンバーを引
っ張っていく立場となった。
　今年度私はインフルエンサーを務め，そのほかにもメンバー同士の親睦を深めるための企画・運営も担当
した。
　インフルエンサーとして力を入れたことは SNS を介して CHAmmiT の活動を大学内外に積極的に発信し
たことである。昨年度までは投稿の内容が画一的で，一部からは面白みがないなどの声を耳にした。そのた
め今年は定期ミーティングの報告だけではなく，メンバー一人一人に活動をした感想をインタビュー形式で
まとめたものを投稿した。そのほかにも，理事長セレクト講座の感想やメンバーが普段通っている学部やキ
ャンパスの魅力なども発信することができた。インフルエンサーの仕事をして特に感じたのはメンバーの顔
の変化である。本番までのカウントダウンと本番後でメンバーに意気込みと感想を取材する投稿をした。顔
写真と共に投稿したのだが，後者の方がメンバーの顔が柔らかく笑顔が見えており，また CHAmmiT 本番
中も談笑しているグループがあったことが印象的だった。
　インフルエンサーの仕事のほかにも学年の枠を超えた交流と過ごしやすい環境を整えることにも注力し
た。昨年度まで公募スタッフとして参加していて常に感じていたのが学年の壁だった。この学年の壁をなく
し，CHAmmiT を共に創り上げていく仲間としての自覚を個々が持てるよう工夫した。例えば，例年より
も本番までの準備期間が短かったため，定期的なミーティング以外でも交流の機会を増やした。その結果メ
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ンバー間の絆が深まり，学年や学部の枠を超えて意見を言うことができるようになった。
　CHAmmiT の事後ミーティングの後もメンバーとの交流が続いており，その大半が来年度も引き続き参
加したいと話している。ぜひこのような意思を持った学生たちを来年度も中心メンバーとして活躍させてほ
しいと考える。
　最後に，私は大学入学と同時に上京し，不安を感じていたときにこの活動に参加した。大学 2 年次から今
年までの 3 年間でかけがえのない仲間と出会うことができ，日本大学に入学していなければ経験できなかっ
たことも多く経験することができた。まさに私の大学生活そのものだったと感じている。ここまで私を育て
て下さった日本大学が CHAmmiT を通してこれから更に良いものになることを切望している。

「理想のCHAmmiT と理想の大学」　渡祐太
（日本大学工学部情報工学科 4年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ セクレタリー）
　まず，今年の日本大学学生 FD CHAmmiT（以下，CHAmmiT）の開催につき，ご尽力いただいた教職
員の方々，学生スタッフ，参加者を含めたそのほかの関係者の皆様に厚く御礼申し上げる。今年は昨年とま
た変わり，対面のみの開催であった。それでも大きな問題もなく，本番を大成功で収めることができたのは
ひとえに皆様のお力添えの賜物であると感じている。
　今年で 3 年目の参加となる CHAmmiT は今までの中で一番主体的に活動できたと考えている。昨年の反
省点であったスタッフの連携についてだが，今年はコアスタッフを廃止し，学生スタッフのみになった。こ
れにより学生スタッフ全員が実質コアスタッフとなり，皆が主体的に活動し，グループも今年の参加者全員
の団結力向上に貢献した。それぞれチームでもスタッフでも仲が良く，とても良い試みであったと思う。
　チームの中で私はセクレタリーを担当した。昨年担当したこともあり，議事録や報告書の作成方法や流れ
の説明，修正等を務めた。今までの CHAmmiT の知識をフル活用し，できるだけ早く，そして皆に分かり
やすい文やレイアウトを心掛けて，作成した。ほかの皆は初めてのセクレタリーであったが，報告書の書き
方や文面に関して正直私よりもかなりクオリティが高く，私も負けじと良い部分を参考にしながら作った。
今年は追加でオープニングやエンディングも担当した。動画編集を本格的に行ったのは初めてのことだった
ので，作成には時間と労力がかかった。しかし，チームの皆が気にかけてくれ，素材を加工してくれたり，
写真を用意してくれたりしたため完成することができた。本番で一部動画のミスがあったことや連携不足が
否めなかったのが反省点であるが，皆に認めてもらえるだけの仕事はできたのではないかと感じている。本
番はファシリテーターを担当した。練習会では経験者側だったため，結局本番まで私がファシリテーターの
練習をする機会はなかったが，しっかりと提案書の作成ができ，意見をまとめることができた。
　反省としては，学生の主体性についてである。現在の学生 FD の活動は 9 月の当日に向けて準備を進める
“CHAmmiT” のイベントスタッフでしかないように感じることがあった。勿論まとめた内容は各学部に提案
書として提出されるが，ほかにも教育改善のためにスタッフである我々側から提案し，活動を設けるべきで
はないだろうか。私が参加していた期間でもいくつか案は出されていたが，結果として実行には至っていな
い。来年以降この CHAmmiT に参加する後輩たちには，未来の日本大学を理想の大学に，そして各学部が
思い描く理想の学部に近づけられるよう，当日だけにとどまらない CHAmmiT にしてもらいたい。この活
動に関わる人はそれぞれ大学を良くしたいというエネルギーと責任感に満ちているので，CHAmmiT を更
に良い活動に進化させていけると信じている。
　私は卒業するが，これからもこの活動が教育改善の発信地となり，教職員と学生をつなぎ，日本大学の教
育が発展することを心から願っている。
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「最良の教育を超えてゆけ」　大久保真菜
（日本大学商学部会計学科 3年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 学生スタッフ セクレタリー）
　私は高校 2 年次，カナダ留学に行き，日本と海外の教育の違いを知った。そのときから，教育問題につい
て興味があった。私が学生スタッフとして CHAmmiT に参加したのは，一学生として教育改善に携われる
機会は貴重であると考えたからである。
　同じ意志を持った仲間と，同じ目標に向かって進んでいく過程は，自分にもできることがあるのだと再確
認するとともに，自分に自信を持つきっかけにもなった。この一つのチャレンジは，私には勇気のいること
だった。しかし今では，CHAmmiT のスタッフとして学生 FD 活動に参加することができて本当に良かっ
たと考えている。あのとき，勇気を出して参加を決意した自分がいたことで，未来への自分の糧とすること
ができたのだから。得られたものは多かったが，最も大きな収穫は「仲間」である。ほとんど初対面だった
にもかかわらず，初めて対面で集まったときの和やかな雰囲気を私は忘れられない。ミーティングが終わる
頃には，スタッフ同士で，まるでずっと一緒にいた友達のように色々な人と会話を交わしていた。
　私はセクレタリーとして，報告書や議事録の作成を担当した。根が小心者だったので，表であれこれと発
信していくより，裏方としてサポートしていきたいと考えたからである。そうして担った役割は，奥が深く，
スタッフとして俯瞰的にミーティングを見詰めながらも，主体的に各方面と連携していくものだった。報告
書を作成する上で，ミーティングの流れを追いながらも，今回はどのようなことを学んだのかを復習する形
がいつの間にかできていた。これは，ファシリテーション研修に大いに役立てることにつながっていた。一
方で，毎回どのようにして「CHAmmiT 活動」を外部に発信していくか，頭を悩ませていたことは印象深い。
インフルエンサーとアート担当渾身の宣伝を拾った参加者はきっと，次に情報収集としてホームページ上に
掲載された報告書をチェックするはずである。つまり，興味を持った参加者を取りこぼさずに「CHAmmiT」
に導く役目は，セクレタリーの自分たちだと考えられたわけである。報告書の見栄えも十分に意識していた
が，貼り付ける写真だったり読みやすい文章だったりも，極限まで意識して作り上げた。それで読者の皆様
の興味関心を引くことができると，嬉しい次第である。
　結果的にキャプテン，マネジメント，インフルエンサー，アート，セクレタリーのそれぞれの役割を担う
メンバー，公募ファシリテーター，OB・OG スタッフ一同で作り上げた集大成は，成功したと言える。ご
協力いただいた参加者の皆様，サポートして下さった教職員の皆様には深謝申し上げたい。ついては，この
活動が最良の大学教育のそのまた最良を時代とともに超えることができるよう期待するとともに，私のよう
に何かを変えたい学生が集まる場となるよう，密かに願っている。

「最高峰の教育を求めて」　大賀尚輝
（日本大学法学部政治経済学科 2年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 公募ファシリテーター）
　私は今年度初めて CHAmmiT に公募ファシリテーターという立場で参加した。本学の先輩から
CHAmmiT という学生主体の組織の存在を教えてもらい，本学において最高峰の教育を提供する場を実現
させるべく 8 月下旬より参加した。本番まで 1 ヶ月もない中での参加であったため不安があったが，先輩や
同期の方々に支えられ本番では自信を持ってファシリテーターに臨むことができた。
　当日は，法学部の学部提案書作成に携わり自身の学部の改善点などを参加者の法学部生から多く引き出す
ことができた。実際に生の声を聞くことで多角的な視座を得ることができ，本学における教育の改善点を学
部提案書として作成することができた。
　今回 CHAmmiT に公募ファシリテーターという立場で参加してみて，本学の教職員だけでなく学生も日
本大学をより良い大学にしたいという思いがとても強いということを痛感した。私は今後も CHAmmiT と
いう学生組織を通じて最高峰の教育実現のために，精一杯尽力していきたいと考えている。
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　また CHAmmiT では他学部の学生との交流ができた点も魅力の一つだと感じている。日本大学は国内最
大規模の大学であり，それゆえに学部間の隔たりが否めない。そのような状況で，CHAmmiT では全学部
の学生と交流を深めることができ，大いに楽しみながら活動することができた。私が参加したのは 1 ヶ月程
度と非常に短い期間であったが，交流は今でも続いており CHAmmiT に参加し学生生活がより豊かになっ
たと感じている。
　自ら学ぶために自ら考え，そして自ら道をひらく自主創造の精神を持ち，多くの卒業生，在校生，これか
ら入学する学生のためにも伝統ある日本大学を盛り上げていきたい。

「共同体としての日大」　早乙女雅哉
（日本大学生産工学部環境安全工学科１年・令和 5年度 学生 FD CHAmmiT 公募ファシリテーター）
　まずこの所感を書くにあたって，令和５年度 CHAmmiT 関係者の皆様には厚く御礼申し上げる。
　私は参加をするまで CHAmmiT がどういったものであるのか全く知らなかった。さらに私が申し込みを
終え，正式に参加をしたのは CHAmmiT 本番まで残り 1 週間であった 8 月 2 日であり，練習期間は非常に
限られていた。そんな中であっても，先輩方は私に対してとても丁寧に指導してくださり，その存在はとて
も大きいものであった。1 週間の練習期間でファシリテーターとしての役割や，進行の手順を教えていただ
いた先輩方に対しては尊敬の念に堪えない。
　私が今回の CHAmmiT に参加して学んだことは，日本大学の人と人とのつながりの強さである。本来関
わる機会の少ない学部，学科の異なる者たちがこの CHAmmiT に集まり，一種の共同体として日本大学を
もっと良いものとするその姿勢には共通の意識を感じ，感動した。この大学，学部間での交流が更に進めば
もっと良い大学になることは間違いないと確信をした。
　日常的に他学部の学生と交流，意見交換を行う場があれば，他学科のことを知るきっかけになるのは勿論
のこと，自らの所属している学部学科の思わぬ一面を再発見することにもつながる。その結果一見関わりが
ないような分野との融合によるアイデアが生まれることにもつながるのではないかと考える。
　最後になるが，私は今年度の CHAmmiT をきっかけに生産工学部，ひいては大学全体の発展のために，
全力を以てこれに取り組む気概である。来年度も自分ができる最大限の努力を行おうと思う。
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参考資料１

出典：TP研究会.「TPチャートを作る」
http://a4tp.info/how-to-create-tpc/ 
（参照 2023-02-20）
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　『日本大学FD研究（第 11 号）』は，御関係の皆様の御協力を賜り，発刊することができました。研究論文

6編，活動報告 2編，学生レポート 1編の掲載にあたり，執筆者の皆様，論考の審査に御協力いただいた皆様，

教育情報マネジメントワーキンググループを中心とする全学FD委員会及び本部学務部学務課の皆様の多大

なる御協力と御尽力に改めまして深謝いたします。

　『日本大学 FD研究』は，高等教育開発に関する論考や活動報告等を広く社会と共有し，組織的な教育の

質向上を図ることを目的として，日本大学FD推進センターより刊行されております。平成 25 年（2013 年）

3 月 31 日に第 1号が発行されてから昨年に 10 周年の区切りを迎え，掲載された研究論文，教育実践研究，

研究ノート，活動報告，学生レポート，その他（資料紹介，書評など）の累計は 60 編を超えております。

　本号にも，この数年間の COVID-19 感染症の教育現場への影響とその経験を踏まえた「ポストコロ

ナ」における教育の在り方についての研究も収められております。また，来年度から全学共通の Learning 

Management System（全学 LMS）の導入が始まるなど，本学における教育DXに関して積極的な試みが展

開される中で，感染症パンデミックの中で得られた経験を，今後の教育に活かそうとする取組も見られるよ

うになりました。これまでに投稿された論考は，部科校や学校種の多様性を反映し，各部科校の教育の特徴

やそれを実現するための様々な教育実践と共に教育支援の仕組みなどにも及んでおります。このように，本

誌には本学の教職員による教育に関する研究成果が着実に蓄積されて参りました。

　令和 6年度からは，印刷冊子としての発行や日本大学 FD推進センターホームページへの公開だけでな

く，リポジトリへの登録を行うことにより研究情報の流通を盛んにし，これからの内外の研究に引用されや

すい状況を整える予定です。

　『日本大学 FD研究』が更に号を重ね，本学における FD活動の更なる発展並びに本学における教育の質

向上に資することを祈念いたしまして，編集後記を結ばせていただきます。

編　集　後　記

日本大学全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループメンバー

日本大学危機管理学部　准教授
山　添　　謙
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〔表紙デザインコンセプト〕 

　日本大学ＦＤ推進センターの諸活動が日本大学をはじめとするあらゆる教育界に広
がり影響していくイメージを水の波紋としてデザインしています。
　水滴（ＦＤの諸活動）が水面に落ちたとき，あらゆる教育界に波紋（影響，効果）
が広がっていくイメージです。
　また，水面で交わっている波紋は，教員や職員，そして学生の三者が交わっている
様子を表しています。三者が相互に影響してはじめて水の流れができる。三者が相互
に影響することで，はじめて教育の質的向上を図ることができる。そのようなイメー
ジでデザインされています。 

編集	

日本大学全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループ

　　リーダー　　　玉蟲　由樹（法学部教授）

　　メンバー　　　所　　伸之（商学部教授）

　　　　　　　　　山添　　謙（危機管理学部准教授）

　　　　　　　　　杉浦　隆次（工学部教授）

　　　　　　　　　阿部百合子（医学部准教授）

　　　　　　　　　髙橋　恭子（生物資源科学部教授）

　　　　　　　　　後藤　英次（学務部学務課課長）

　　　　　　　　　濱野　泰三（学務部学務課課長補佐）

　　　　　　　　　川田　和希（学務部学務課主任）

※所属，役職等については，令和6年3月現在のものです。
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